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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日
支出負担行為担当官
デジタル庁会計担当参事官 田邉 国治

◎調達機関番号 027 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 令和８年度法制事務
における生成ＡＩの活用等に関する技術検
証・実装 一式
 調達件名の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 契約締結日から令和９年３月31
日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定に当たっては、総
合評価落札方式をもって行うので、入札説明
書で示した技術等提案書を提出すること。な
お、落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の10％に相当する額を加
算した金額（当該金額に１円未満の端数があ
るときは、その端数金額を切り捨てた金額。）
をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約金額の110分の100に相当する金額を入札
書に記載すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、電子
調達システム（政府電子調達（ＧＥＰＳ））の
電子入札機能利用対象案件である。なお、電
子入札によりがたい者は、入札説明書に定め
る様式により、紙入札方式とすることができ
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人又は被補助人であって、契約締結のため
に必要な同意を得ている者については、この
限りではない。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度全省庁統一資格におい
て、「役務の提供等」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等
級に格付けされた者であること。
 デジタル庁又は他省庁等における物品等の
契約に係る指名停止等措置要領に基づく指名
停止を受けている期間中の者でないこと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 入札書の提出先等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1020094 東京都千代田区紀尾井町１番
３号東京ガーデンテラス紀尾井町20階 デジ
タル庁戦略・組織グループ会計担当契約班
小泉 玲 電話07074169924
 入札説明書の交付方法 本公告の日から原
則、「電子調達システム」に掲載する。
 入札説明会 入札説明書による。
 技術等提案書の提出期限 令和８年５月13
日12時00分
 入札書の提出期限及び開札の日時及び場所
ア 入札書の提出期限 令和８年５月28日15
時00分
イ 開札の日時 令和８年５月29日16時00分
ウ 開札の場所 デジタル庁入札室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争入
札に参加を希望する者で、「紙」により入札に
参加を希望する者は、封印した入札書に入札
説明書に示す書類を添付し、入札書の提出期
限までに提出しなければならない。また、「政
府電子調達（ＧＥＰＳ）システム」により入
札に参加を希望する者は、入札書データを提
出期限までに同システムにより提出しなけれ

ばならない。入札者は、支出負担行為担当官
から当該書類に関し説明を求められた場合
は、これに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出をした入札書、入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内の入札金額を提示した入札者で
あって、入札説明書で指定する要件のうち必
須とした項目についての基準を全て満たして
いる内容を提案した入札者の中から、入札説
明書で定める総合評価の方法をもって落札者
を決定する。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TANABE Kuniharu,

Counsellor of the Accounts Division, Digital

Agency

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : A Proof‑of‑Concept and Imp‑

lementation Project Concerning the appli‑

cation of Generative AI in Legislative Af‑

fairs, 1 set

 Fulfillment period : as in the tender do‑

cumentation

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible to

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.
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 have Grade A, B, C or D offer of ser‑

vices etc in terms of the Single qualifica‑

tion for every ministry and agency in the

fiscal years 2025, 2026, 2027.

 not be suspended from transaction by

the request of the officials in charge of

contact.

 Time‑limit for Tender : 12 : 00 PM, 13

May, 2026.

 Contact point for the notice : KOIZUMI

Rei, Accounting Division, Digital Agency,

13 Kioi‑cho, Chiyoda‑ku, Tokyo 102
0094 Japan TEL 07074169924

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房会計課長 藤田 正人

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第 102 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 職員情報管理システ
ム（タレントマネジメントシステム）構築・
運用業務の請負 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 令和８年５月15日から令和13年
３月31日まで
 履行場所 法務省大臣官房会計課長が指定
する場所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。

 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度法務省競争参加資格
（全省庁統一資格）「役務の提供等」において
Ａ又はＢの等級に格付けされた者であるこ
と。
 予算決算及び会計令第73条の規定に基づ
き、支出負担行為担当官が定める資格を有す
る者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008977 東京都千代田区霞が関１
１１ 法務省大臣官房会計課調達第二係
大石 努 電話0335804128
 入札説明書の交付方法 電子調達システム
にて公告日より交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年３月
27日11時00分 オンライン形式（詳細は、入
札説明書を参照）
 入札書の受領期限 令和８年５月14日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年５月15日11
時00分 法務省大臣官房会計課入札室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示す証明
書等を作成し、提出期限までに提出しなけれ
ばならない。提出された証明書等を支出負担
行為担当官が審査した結果、この公告に示し
た業務を履行することができると認められた
者に限り、入札に参加することができるもの
とする。なお、開札日の前日までの間におい
て、支出負担行為担当官から提出した証明書
等に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 この公告に示した競争参加資
格のない者がした入札及び入札に関する条件
に違反した入札は、無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内であり、入札説明書で指定する

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日
支出負担行為担当官
関東信越国税局総務部次長 平賀 純二

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 11
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 53
 購入等件名及び数量 税務署及び業務セン
ターの什器等移設業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の110分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。

性能等の要求要件を全て満たしている提案を
した入札者の中から、入札説明書で定める総
合評価の方法をもって落札者を決定する。
 手続における交渉の有無 無
 電子調達システムの利用 電子調達システ
ムを利用することができる案件である。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : FUJITA Masato, Ob‑

ligating officer Director of the Finance Di‑

vision, Minister's Secretariat, Ministry of

Justice.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Outsourcing Services for the De‑

velopment and Operation of an Employee

Information Management System (Talent

Management System), 1 set

 Fulfillment period : From 15 May, 2026

through 31 March, 2031

 Fulfillment place : The place will be spe‑

cified later.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : ⒜Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause. ⒝
Not come under Article 71 of the Cabinet

Order concerning the Budget, Auditing and

Accounting.⒞Have Grade A or B Offer of
services, etc. in terms of the qualification

for participating in tenders laid down by

Ministry of Justice (Single qualification for

every ministry and agency) for the purpose

of procurement in the fiscal year of 2025,

2026, 2027.⒟Meet the qualification require‑
ments which the Obligating Officer may

specify in accordance with Article 73 of the

Cabinet Order.

 Time‑limit for tender : 17 : 00 14 May,

2026

 Contact point for the notice : OISHI

Tsutomu, Procurement Section, Finance

Division, Minister's Secretariat, Ministry of

Justice, 111 Kasumigaseki Chiyoda‑ku,
Tokyo 1008977 Japan. TEL 033580
4128
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 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において、「役務の提供等」
の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされ、関
東・甲信越地域の競争参加資格を有する者又
は当該競争参加資格を有していない者で、入
札書の受領期限までに競争参加資格審査を受
け、「役務の提供等」の「Ａ」又は「Ｂ」の等
級に格付けされた者であること。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。
 その他入札説明書による。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒3309719 埼玉県さいたま市中央区新都
心１１さいたま新都心合同庁舎１号館 関
東信越国税局総務部会計課経費第一係 杉本
日楠子 電話0486003111 内線2146
 入札説明書の交付方法 随時交付する。
なお、仕様説明は、事前に連絡を入れ、日
時を調整すること。
ただし、入札説明書は「調達ポータル」を
利用して入手することができる。
 入札書の受領期限 令和８年４月24日９時
30分（送付による場合は、開札日の前日まで
に必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年４月24日10
時00分 関東信越国税局20階入札室

４ 調達ポータルの利用
本調達は、調達ポータルを利用した応札及び
入開札手続により実施するものとする。
ただし、紙による入札書等の提出も可とする。

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この入札に参加
を希望する者は、入札説明書で示した入札参
加のために必要な書類を令和８年４月23日17

時00分までに提出しなければならない。また、
入札者は、開札の前日までの間において支出
負担行為担当官から当該書類に関し説明を求
められた場合は、それに応じなければならな
い。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がされないおそれがあると認めら
れるとき、又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内の価格をもっ
て入札した他の者を落札者とすることがあ
る。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
のとおり。
 その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HIRAGA Junji, Deputy

Assistant Regional Commissioner (Plann‑

ing and Administration), Kanto‑Shinetsu

Regional Taxation Bureau.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 53

 Nature and quantity of the services to be

required : Transportation Service of Furni‑

ture at Tax Offices and Offices of Submis‑

sion Processing Center 1 set.

 Fulfillment period : Refer to the Tender

explanation.

 Fulfillment place : Refer to the Tender

explanation.

 Qualifications for Participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

 Not come under Article 70 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting ; Furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 Not come under Article 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 Have Grade A or B in Offer of ser‑

vices etc. in terms of the qualification for

participating in tenders by Organizations

in Kanto‑Koshinetsu area related to Min‑

istry of Finance (Single qualification for

every ministry and agency) in the fiscal

years 2025, 2026 and 2027.

 Have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including person spe‑

cially qualified by officials in charge of

disbursement of the procuring entity).

 An eligible person is a person whose

business condition and credit are deemed

not to be a severe degradation, and who

is sure to implement the contract.

 Time‑limit for Tender : 9 : 30, 24 April

2026 (17 : 00, 23 April 2026 in case of by

mail).

 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

 Contact point for the notice :

SUGIMOTO Hinako Procurement Section,

Accounts Division, Kanto‑Shinetsu Region‑

al Taxation Bureau, 11 Shintoshin Chuo‑
ku Saitama‑shi, Saitama‑ken 3309719
Japan. TEL 0486003111 ex. 2146

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であっても、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、同条中、特別な理由がある場
合に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 令和７・８・９年度の厚生労働省競争参加
資格（全省庁統一資格）において、「役務の提
供等」で「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付
けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を
有する者であること。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日
支出負担行為担当官
厚生労働省労働基準局長 岸本 武史

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 73
 調達件名 令和８年度最低賃金額等に係る
周知広報一式（ポスター掲示等による周知広
報）
 調達件名の仕様書等 入札説明書及び仕様
書による
 履行期間 令和８年６月５日（予定）から
令和９年３月19日まで
 履行場所 支出負担行為担当官の指定する
場所
 入札方法 入札金額は総価を記入するこ
と。
落札者の決定は、総合評価落札方式をもっ
て行うので、下記３に定める期日までに、
提案に係る性能、機能、技術等（以下「総合
評価に関する書類」という。）を提出すること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。
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 次の各号に掲げる制度が適用される者に
あっては、この入札の入札書提出期限の直近
２年間（オ及びカについては２保険年度）の
保険料について滞納がないこと。
ア 厚生年金保険
イ 健康保険（全国健康保険協会が管掌する
もの）
ウ 船員保険
エ 国民年金
オ 労働者災害補償保険
カ 雇用保険
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 厚生労働省から事務等に関し、指名停止を
受けている期間中でないこと。
 過去１年以内に厚生労働省所管法令違反に
より行政処分を受けていないこと。ただし、
労働基準関係法令違反（※）により労働基準
監督機関から使用停止等命令を受けたが、是
正措置を行い「使用停止等命令解除通知書」
を受理している場合には、この限りではない。
※労働基準関係法令については以下のとお
り。
労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法、
賃金の支払の確保等に関する法律、家内労
働法、作業環境測定法、じん肺法、炭鉱災
害による一酸化炭素中毒症に関する特別措
置法

 過去１年以内に厚生労働省所管法令違反に
より送検され、この事実を公表されていない
こと。
 過去１年以内に厚生労働省所管法令に基づ
く公表制度により、又は違法な長時間労働や
過労死等が複数の事業場で認められた企業と
して、平成29年１月20日付け基発0120第１号
厚生労働省労働基準局長通達「違法な長時間
労働や過労死等が複数の事業場で認められた
企業の経営トップに対する都道府県労働局長
等による指導の実施及び企業名の公表につい
て」記３、平成31年１月25日付け基発0125第
１号「裁量労働制の不適正な運用が複数の事
業場で認められた企業の経営トップに対する
都道府県労働局長による指導の実施及び企業
名の公表について」記の３に基づく企業名の
公表をされていないこと。

 入札希望者は「責任あるサプライチェーン
等における人権尊重のためのガイドライン」
（令和４年９月13日ビジネスと人権に関する
行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進・
連絡 会議決定）を踏まえて人権尊重に取り
組むよう努めることに誓約したものとする。
 厚生労働省保有個人情報等管理規程に基づ
き、適切に個人情報の管理を行う能力を有す
ること。
 その他予決令第73条の規定に基づき、支出
負担行為担当官が定める資格を有する者であ
ること。

３ 総合評価に関する書類の提出場所等
 入札説明書の交付期間 令和８年３月24日
から令和８年５月13日まで
ア 入札説明書の交付 電子メールにより交
付する。交付を希望する場合は、以下の担
当者２名のメールアドレス宛て依頼するこ
と。
塩原：shiobara-takayuki@mhlw.go.jp
大迫：oosako-toshiya.tb6@mhlw.go.jp
交付の申込みは、期限までに到着するよ
うに送付しなければならない。未着の場合、
その責任は参加者に属するものとし、期限
内の送付がなかったものとみなす。
イ 総合評価に関する書類の提出場所及び本
入札に関する問い合わせ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１
２２ 厚生労働省労働基準局賃金課指導
係
塩原：shiobara-takayuki@mhlw.go.jp
大迫：oosako-toshiya.tb6@mhlw.go.jp
電話0352531111（内線5546）

 総合評価に関する書類の受領期限 令和８
年５月14日17時00分
 総合評価に関する書類の提出方法 原則、
郵送又は持参、電子メールによる。
ただし、上記あてに総合評価に関する書
類の受領期限に到着するように送付しなけれ
ばならない。未着の場合、その責任は参加者
に属するものとし、期限内の提出がなかった
ものとみなす。
なお、電報、ファクシミリによる提出は認
められない。

４ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１

２２ 厚生労働省労働基準局総務課庶務経
理係 中村 電話0352531111（内5409）
 入札説明会の日時及び場所 令和８年４月
８日11時00分（オンライン）
 入札書の受領期限 令和８年５月14日17時
00分
 入札書の提出方法 入札書の提出に当たっ
ては、原則、電子調達システムで行う。
なお、電子調達システムによりがたい者は、
事前に書面により申し出た場合に限り、紙入
札方式に変えることができる。紙入札方式の
場合については、上記４の期限までに郵送
にて上記２の競争参加資格を有することを証
明する書類及び入札書の提出を行う。
紙入札方式により提出する場合は封筒に入
れ、かつ、その封皮に氏名（法人の場合はそ
の名称又は商号）、あて名（支出負担行為担
当官厚生労働省労働基準局長あて）及び「令
和８年５月25日開札［令和８年度最低賃金額
等に係る周知広報一式（ポスター掲示等によ
る周知広報）］入札」と朱記しなければならな
い。（今般の事情に鑑み、不落札の場合を想定
し、事前に入札書を複数提出することを可能
とする。再入札用の入札書には、封筒に「再
入札〇回目」と記載すること。）未着の場合、
その責任は参加者に属するものとし、期限内
の提出がなかったものとみなす。
 開札の日時及び場所 令和８年５月25日10
時00分
ただし、立ち合いは実施せず、結果報告は
メール又は電話で行う。

５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した業務が
履行できることを証明する書類を令和８年５

月14日17時00分までに提出しなければならな
い。入札者は、支出負担行為担当官から当該
書類に関し説明を求められた場合は、これに
応じなければならない。また、入札に参加を
希望する者は、上記証明書類とあわせて、入
札説明書に添付されている暴力団等に該当し
ない旨の誓約書を提出しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札の条件に違反した者の提出し
た入札書は無効とする。また、入札に参加し
た者が、上記の誓約書を提出せず、又は虚
偽の誓約をし、若しくは誓約書に反すること
となったときは、当該者の入札を無効とする
ものとする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
であり、入札説明書等で指定する技術等の要
件のうち必須とされた項目の最低限の要求要
件をすべて満たしている提案をした入札者の
中から、入札説明書等で定める総合評価落札
方式の方法をもって落札者の決定をする。た
だし、落札者となるべき者の入札価格によっ
ては、その者により当該契約の内容に適合し
た履行がなされないおそれがあると認められ
るとき、又はその者と契約を締結することが
公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれが
あって著しく不適当であると認められるとき
は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって
入札した他の者のうち、総合評価点の最も高
い者を落札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無
 契約締結日までに国の予算（暫定予算を含
む。）が成立していない場合は、契約締結日は
予算が成立した日以降とする。また暫定予算
となった場合は、契約内容等について変更が
生じる可能性や本事業に係る予算の決定状況
によって仕様の内容について変更が生じる可
能性があるので、その際は双方で別途協議す
る。
 その他 詳細は入札説明書による。
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６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kishimoto Takeshi, Pre‑

sident, Labour Standards Bureau, Ministry

of Health, Labour andWelfare

 Classification of the services to be pro‑

cured : 73

 Nature and quantity of the services to be

purchased : The public Information com‑

plete set which revision Minimum Wage

Legislation

 Accomplishment period : March 19, 2027

 Delivery Place : The place specified by

the contracting entity.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 Not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 Have Grade ｢A｣, Grade ｢B｣ or Grade
｢C｣ on offer of services, etc. in terms of
qualification for participating in tenders

by Ministry of Health, Labour and Wel‑

fare (Single qualification for every minis‑

try and agency) in the fiscal years, 2025,

2026 and 2027.

 Prove to have no false statement in

tendering documents.

 Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating.

 For bidders subject to the following in‑

surance system of each item, and it is not

in arrears either of insurance premiums

(2 insurance year about e and f) for the

last two years of the bid submission dead‑

line of this bid :

ａ Welfare annuity insurance

ｂ Health insurance (the thing which as‑

sociation of national health insurance

has jurisdiction over)

ｃ Seamen's insurance

ｄ National pension

ｅ Worker's compensation insurance

ｆ Unemployment insurance

 Are not being suspended from transac‑

tions by request of the officials in charge

of contract.

 Time‑limit for tender : 17 : 00 PM, May

14, 2026

 Contact point for the notice : Nakamura

Haruka Accounting Section, General Af‑

fairs Division, Labour Standards Bureau,

Ministry of Health, Labour and Welfare,

122 Kasumigaseki Chiyoda‑ku Tokyo
1008916 Japan TEL 0352531111 ext.
5409

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日
支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房参事官（経理）

須田 亙
◎調達機関番号 018 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 令和７年度地理的表
示登録審査・監視システム再構築業務 一式
（電子入札方式・電子契約方式対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 契約締結日から令和９年３月31
日。
 履行場所 入札説明書及び仕様書による。
 入札方法 落札者の決定は総合評価落札方
式をもって行うので、提案に係る性能、機能、
技術等に関する書類（以下「総合評価のため
の書類」という。）を提出すること。なお、落
札決定に当たっては、入札書に記載された金
額に当該金額の10パーセントに相当する額を
加算した金額（当該金額に１円未満の端数が

あるときは、その端数金額を切り捨てるもの
とする。）をもって落札価格とするので、入札
者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者
であるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度農林水産省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」におい
て「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付され
ている者であること。
 予算決算及び会計令第73条の規定に基づ
き、支出負担行為担当官が定める資格を有す
る者であること。
 農林水産本省物品の製造契約、物品の購入
契約及び役務等契約指名停止等措置要領に基
づく指名停止を受けている期間中の者でない
こと。
 その他の競争参加資格については、入札説
明書による。

３ 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用
本案件は、入札等を電子調達システムで行う
対象案件である。なお、電子調達システムによ
りがたい者は、発注者に書面により申出のうえ、
紙入札等によることができる。
４ 入札書の提出方法及び場所等
 入札書の提出方法 電子調達システムによ
るが、電子調達システムに停電等の不具合、
システム障害等やむを得ない事情によるトラ
ブルが発生した場合は、紙入札に移行するこ
とがある。
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の問い合わせ先
〒1008950 東京都千代田区霞が関１

２１ 農林水産省大臣官房予算課調達班入
札第１係 電話0335916753
 入札説明書の交付方法 本公告日から調達
ポータル上にてダウンロード可能。
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
UAA01/OAA0101

 入札説明会の日時及び場所 令和８年４月
３日午後２時 オンライン開催とする。
 入札書の受領期限 令和８年５月14日午前
11時
 開札の日時及び場所 令和８年５月26日午
前11時 農林水産省大臣官房予算課入札室

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に総合
評価のための書類を添付して入札書の受領期
限までに提出しなければならない。入札者は、
開札日の前日までの間において、支出負担行
為担当官から当該書類に関し説明を求められ
た場合は、これに応じなければならない。当
該書類に関し説明の義務を履行しない者は落
札決定の対象としない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の入札、総合評価のための書類に虚
偽の記載をした者の入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。
 契約書の作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した調達案
件を履行できると支出負担行為担当官が判断
した総合評価のための書類を添付して入札書
を提出した入札者であって、予算決算及び会
計令第79条の規定に基づいて作成された予定
価格の制限の範囲内で支出負担行為担当官が
入札説明書で説明する、性能、機能、技術等
（以下「性能等」という。）のうち、最低限の
要求要件をすべて満たしている性能等を提案
した入札者の中から、支出負担行為担当官が
入札説明書で定める総合評価の方法をもって
落札者とする。ただし、落札者となるべき者
の入札価格によっては、その者により当該契
約の内容に適合した履行がなされないおそれ
があると認められるとき又はその者と契約を
締結することが公正な取引の秩序を乱すこと
となるおそれがあって著しく不適当であると
認められるときは、予定価格の制限の範囲内
の価格をもって入札した他の者のうち他の評
価の最も高い者を落札者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
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６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SUDA Wataru, Counsel‑

lor (Accounting), Minister's Secretariat,

Ministry of Agriculture, Forestry and Fish‑

eries

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : System Reconstruction of GEO‑

GRAPHICAL INDICATION Registration

Review・monitoring system (FY2025) 1 set
 Fulfillment period : From contract day to

March 31, 2027

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation and specification

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have the Grade A, B or C in terms

of qualification Provision of services

for participating in tenders by Ministry

of Agriculture, Forestry and Fisheries

(Single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal year 2025, 2026

and 2027.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order.

 Prove not to be a period of receiving

nomination stop from the contracting of‑

ficer etc.

 Time limit for tender : 11 : 00 A.M., 14

May, 2026

 Contact point for the notice : Procurem‑

ent Section of Budget Division Minister's

Secretariat Ministry of Agriculture, Forest‑

ry and Fisheries, 121 Kasumigaseki
Chiyoda‑ku Tokyo 1008950 Japan. TEL
0335916753

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日

支出負担行為担当官
関東農政局長 菅家 秀人

◎調達機関番号 018 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 関東農政局茨城県拠
点庁舎ほか４庁舎で使用する電気需給契約
一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期間 令和８年９月１日から令和９年
８月31日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札者は、上記１のの総価を
入札書に記載すること。落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の10
パーセントに相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てるものとする。）をもって
落札価格とするので、入札者は消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であって、契約締結の
ために必要な同意を得ている者は、同条中、
特別の理由がある場合に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。

 令和07・08・09年度農林水産省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の販売」において、
「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ
ている関東・甲信越地域の競争参加有資格者
であること。
 電気事業法（昭和39年法律第170号）第２
条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を
受けている者であること。
 予決令第73条の規定に基づき、支出負担行
為担当官が定める資格を有する者であるこ
と。
 関東農政局長から、関東農政局物品の製造
契約、物品の購入契約及び役務等契約指名停
止等措置要領（平成26年10月２日付け26関総
第575号）に基づく指名停止を受けている期
間中の者でないこと。
 電子調達システムの利用 本件は電子調達
システムを利用して、入札等を電子入札方式
により実施することができる対象案件であ
る。

３ 入札書の提出場所等
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先
〒3309722 埼玉県さいたま市中央区新都
心２１さいたま新都心合同庁舎２号館 関
東農政局総務部会計課会計専門官 電話
0487400341
 入札説明書の交付方法 上記３のの交付
場所にて無料で交付する。（ただし、行政機関
の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）
第１条に定める行政機関の休日を除く。）
 入札書の受領期限及び提出場所 令和８年
６月４日午後５時までに次の場所に持参又は
郵送（書留郵便に限る。）又は電子調達システ
ムで送信すること。
〒3309722 埼玉県さいたま市中央区新都
心２１さいたま新都心合同庁舎２号館 関
東農政局総務部会計課審査係 電話048
7400328
なお、開札日当日に持参する場合は、下記
３のの時間までに開札の場所に持参するこ
と。
 開札の日時及び場所 令和８年６月５日午
前11時 関東農政局12階入札室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示した競
争参加に必要な証明書類を令和８年５月14日
午後５時までに提出しなければならない。入
札者は、開札日の前日までの間において、支
出負担行為担当官から当該証明書類に関し説
明を求められた場合は、それに応じなければ
ならない。当該証明書類に関し説明の義務を
履行しない者は落札決定の対象としない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の入札、申請書又は資料等に虚偽の
記載をした者の入札及び関東農政局競争契約
入札心得第４条の３の規定に違反した者の入
札は無効とする。
 契約書の作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると支出負担行為担当官が判断した
証明書類を添付して入札書を提出した入札者
であって、予決令第79条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った者を落札者とす
る。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KANKE Hideto, Director

General of Kanto Regional Agricultural

Administration Office

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to use in Kanto Ag‑

ricultural Policy Bureau Ibaraki Prefec‑

tural Base Office Building and four other

government buildings

 Delivery period : From 1 September, 2026

through 31 August, 2027

 Delivery place : As shown in the tender

documentation.
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 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have the Grade A, B or C in terms

of qualification Sale of products at

Kanto‑Koshinetsu area for participating

in tenders by Ministry of Agriculture, Fo‑

restry and Fisheries (Single qualification

for every ministry and agency) in the fis‑

cal year 2025, 2026 and 2027.

 being a person who has been registered

as a retail electric utility based on the

provisions of Article 22 of the Electric‑
ity Business Act

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order.

 Prove not to be a period of receiving

nomination stop from the contracting of‑

ficer etc.

 Time‑limit for tender : 11 : 00 A.M., 5

June, 2026 (tenders submitted by mail :

5 : 00 P.M., 4 June, 2026)

 Contact point for the notice : Accountant

Officer, Accounting Division, Administra‑

tion Department, Kanto Regional Agricul‑

tural Administration Office, 21 Shin‑
toshin Chuo‑ku Saitama city Saitama pre‑

fecture 3309722 Japan. TEL 048740
0341

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本業務に係る落札決定及び契約締結は、
当該業務に係る令和８年度予算が成立し、予算示
達がなされることを条件とするものです。
令和８年３月 24 日
支出負担行為担当官
北海道開発局函館開発建設部長 赤川 裕志
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
〇開発函館第９号（№９）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び予定数量
函館開発建設部管内 庁舎で使用する電気
（低圧）一式（電子入札対象案件）（電子契約
対象案件）
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 供給期間 令和８年９月１日から令和９年
８月31日まで

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一）「物品の販売」において、
Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされ、北海
道地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（「競争
参加者の資格に関する公示」（令和７年３月31
日付官報）に基づき書類を提出した者を除
く。）でないこと。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。
 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の間に、北海道開発局長から指名停止を受け
ていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 電子調達システムから入札説明書等を直接
ダウンロードした者であること、又は支出負
担行為担当官から入札説明書等の交付を受け
た者であること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（申請書等）を所定
の受領期限までに上記３に示すＵＲＬに
提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な申請書等を所定の受領期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
なお、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において、支出負担行為担当官か
ら当該書類に関し説明を求められた場合は、
それに応じなければならない。
 入札の無効 本入札公告等に示した競争参
加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽
の記載をした者のした入札、入札の条件に違
反した者のした入札及び入札者に求められた
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。

 供給場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単価（同一月において
は単一のものとし、小数点以下第２位まで含
むことができる。）に契約電力を乗じた金額及
び使用電力量に対する単価（小数点以下第２
位まで含むことができる。）に当局の提示する
各月の予定使用電力を乗じた金額の各月の合
計金額（当該金額に１円未満の端数があると
きは、その端数を切り捨てるものとする。）の
１年間の総額を記載すること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の100分の10に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り捨
てた金額）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を記載した入札書を提出すること。
ただし、発電費用等に係る燃料価格変動の
燃料費調整額及び再生可能エネルギー発電促
進賦課金については入札金額に含めないこと
とする。

 電子調達システムの利用 本案件は、申請
書等の提出、入札及び契約を電子調達システ
ムで行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムにより難い場合は、紙入札方式参加願
及び紙契約方式手続願を提出するものとす
る。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒0408501 北海道函館市大川町１番27号
北海道開発局函館開発建設部契約課上席専
門官 齊藤 泰隆 電話0138427525
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
調達ポータル
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
上記３の問い合わせ先に同じ。

 入札説明書の交付方法 電子調達システム
により交付する（入札説明書等に対する質問
回答書についても同様に交付するので、ダウ
ンロードの際に「更新通知メールの配信を希
望する」に必ずチェックすること。）。
ただし、やむを得ない事由により電子調達
システムによる交付を受けることが困難な場
合は上記３に問い合わせること。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 令和８年４月24日12
時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 令和８年６月
２日16時00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月３日14
時00分 北海道開発局函館開発建設部１階会
議室
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 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の決定を受けていない者の参
加 上記２に掲げる一般競争参加資格の決
定を受けていない者も上記３により申請書
等を提出することができるが、競争に参加す
るためには、開札の時において、当該資格の
決定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受
けていなければならない。なお、当該資格の
申請は「競争参加者の資格に関する公示」に
より随時受け付ける。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : AKAGAWA Hiroshi,

Director of Hakodate Development and

Construction Department of Hokkaido Re‑

gional Development Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to be used in office

building of Hakodate Development and

Construction Department (low pressure), 1

set

 Delivery period : From 1 September 2026

through 31 August 2027

 Delivery place : As in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A, B, C or D in terms of the

qualification for participating in tenders

of the sale of product by Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tou‑

rism (Single qualification for every minis‑

try and agency) in Hokkaido region in

the fiscal year of 2025・2026・2027
 Have registered in accordance with

article 22 of the Electricity Utilities
Industry Law

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the

Cabinet Order

 not be currently under suspension

of nomination by Director‑General,

Hokkaido Regional Development Bureau

during the time of tender opening from

time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for

the qualification

 obtained a bid manual directly from

system or the person of ordering

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 24 April 2026

 Time limit for tender : 4 : 00 p.m. 2 June

2026

 Contact point for the notice : SAITOU

Yasutaka, Senior Officer, Contracts

Division, Hakodate Development and Con‑

struction Department of Hokkaido Region‑

al Development Bureau, 127, Okawacho,
Hakodate, Hokkaido, 0408501, Japan
TEL 0138427525

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本業務に係る落札決定及び契約締結は、
当該契約に係る令和８年度予算が成立し、予算示
達がなされることを条件とするものです。
令和８年３月 24 日
支出負担行為担当官
北海道開発局室蘭開発建設部長 佐藤 徹
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
〇開発室蘭第 21 号（№21）
１ 調達内容
 品目分類番号 78
 購入等件名及び数量
低濃度ＰＣＢ廃棄物処分（日高道路事務所）
一式（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 令和８年６月４日から令和９年
３月26日まで

 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 総価で行う。なお、落札決定に
当たっては、入札書に記載された金額に当該
金額の100分の10に相当する額を加算した金
額（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てた金額）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を記載した入札書
を提出すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、申請
書等の提出、入札及び契約を電子調達システ
ムで行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムにより難い場合は、紙入札方式参加願
及び紙契約方式手続願を提出するものとす
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一）「役務の提供等」において、
Ａ、Ｂ又はＣの等級に格付けされ、北海道地
域の競争参加資格を有する者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（「競争
参加者の資格に関する公示」（令和７年３月31
日付官報）に基づき書類を提出した者を除
く。）でないこと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。
 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の間に、北海道開発局長から指名停止を受け
ていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 電子調達システムから入札説明書等を直接
ダウンロードした者であること、又は支出負
担行為担当官から入札説明書等の交付を受け
た者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒0518524 北海道室蘭市入江町１番地14
北海道開発局室蘭開発建設部契約課上席専
門官 柳田 誠一 電話0143257024
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
調達ポータル
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
上記３の問い合わせ先に同じ。

 入札説明書の交付方法 電子調達システム
により交付する（入札説明書等に対する質問
回答書についても同様に交付するので、ダウ
ンロードの際に「更新通知メールの配信を希
望する」に必ずチェックすること。）。
ただし、やむを得ない事由により電子調達
システムによる交付を受けることが困難な場
合は上記３に問い合わせること。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 令和８年５月８日12
時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 令和８年６月
２日16時00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月３日10
時00分 北海道開発局室蘭開発建設部入札室
 本業務に係る落札決定及び契約締結は、令
和８年６月３日を予定しているが、予算成立
が６月４日以降となった場合は、予算成立日
に落札決定及び契約締結する。また、暫定予
算となった場合は、暫定予算の期間分のみの
契約とする。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（申請書等）を所定
の受領期限までに上記３に示すＵＲＬに
提出しなければならない。
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 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な申請書等を所定の受領期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
なお、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において、支出負担行為担当官か
ら当該書類に関し説明を求められた場合は、
それに応じなければならない。
 入札の無効 本入札公告等に示した競争参
加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽
の記載をした者のした入札、入札の条件に違
反した者のした入札及び入札者に求められた
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ
れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の決定を受けていない者の参
加 上記２に掲げる一般競争参加資格の決
定を受けていない者も上記３により申請書
等を提出することができるが、競争に参加す
るためには、開札の時において、当該資格の
決定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受
けていなければならない。なお、当該資格の
申請は「競争参加者の資格に関する公示」に
より随時受け付ける。
 その他 詳細は入札説明書による。

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

of the offer of services etc. by Ministry

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism (Single qualification for every

ministry and agency) in Hokkaido region

in the fiscal year of 2025・2026・2027
 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

 not be currently under suspension of

nomination by Director‑General, Hok‑

kaido Regional Development Bureau dur‑

ing the time of tender opening from time

limit for the submission of application

forms and relevant documents for the

qualification

 obtained a bid manual directly from

system or the person of ordering

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SATOU Toru, Director

of Muroran Development and Construction

Department of Hokkaido Regional Devel‑

opment Bureau

 Classification of the services to be pro‑

cured : 78

 Nature and quantity of the services to be

required : Disposal of low‑concentration

PCB waste in Hidaka road office 1 set

 Fulfillment period : From 4 June 2026 th‑

rough 26 March 2027

 Fulfillment place : As in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 8 May 2026

 Time limit for tender : 4 : 00 p.m. 2 June

2026

 Contact point for the notice :

YANAGIDA Seiichi, Senior Officer, Con‑

tracts Division, Muroran Development and

Construction Department of Hokkaido Re‑

gional Development Bureau, 114, Irie‑
cho, Muroran, Hokkaido, 0518524, Japan
TEL 0143257024

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日

支出負担行為担当官
東北地方整備局長 西村 拓

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 04
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 調達件名及び数量
災害対策設備製造据付 一式（電子調達シ
ステム対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の100分の
10に相当する額を加算した金額（当該金額に
１円未満の端数があるときは、その端数金額
を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格
とするので、入札者は消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約希望金額の110
分の100に相当する金額を入札書に記載する
こと。
原則として当該入札の執行において入札執
行回数は、２回を限度とする。
なお、当該入札回数までに落札者が決定し
ない場合は、原則として予算決算及び会計令
（以下「予決令」という。）第99条の２の規定
に基づく随意契約には移行しない。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
件は、競争参加資格確認申請書及び申請に際
して必要な証明書等（以下「申請書等」とい
う。）の提出、入札並びに契約を電子調達シス
テムで行う対象案件である。なお、電子調達
システムによりがたい場合は、紙入札方式参
加願を提出しなければならない。
※電子調達システムは、操作マニュアルを熟
読の上、誤りのないように手続きすること。

３ 入札説明書の交付場所等
 入札説明書の交付場所
 電子調達システム
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

 〒9808602 仙台市青葉区本町３３
１仙台合同庁舎Ｂ棟 東北地方整備局総務
部契約課購買第二係 ＴＥＬ022225
2171（内線 2516）
電子メールアドレス
thr-82koubai̲2nd@ki.mlit.go.jp

２ 競争参加資格
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
 国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）
における「物品の製造」又は「物品の販売」
のうちＡ又はＢ等級に格付けされた東北地域
の競争参加資格を有する者であること。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申し立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申し立てがなされて
いる者は、競争参加資格の再認定を受けてい
ること。
 申請書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、東北地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 ３の入札説明書の交付方法により３
から直接ダウンロード、３から直接交付
又は３に送付の希望を申し出て交付を受
けた入札説明書及び仕様書等により作成した
申請書等を提出した者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和６年３月
29日付け官報）に記載されている時期及び場
所で申請を受け付ける。
 当該製造物品に係る製造、納入、工事のう
ち何れかの実績があることを証明した者であ
ること。


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 入札説明書の交付方法 の電子調達シ
ステムから、自らの商号又は名称を用いて交
付されている全ての資料（追加・変更・訂正
分を含む）をダウンロードすること。これに
よりがたい場合は、の場所で交付を行う。
なお、送付を希望する場合は、送付先、会社
名、担当者名、電話番号等を明記の上、電子
メール（送信後、必ず着信を確認すること。）
により申し出ること。この場合、原則、電子
メールで交付する。ただし、紙での送付を希
望する場合、送付に要する費用は希望者の負
担とする。

４ 申請書等の提出場所等
 電子調達システムによる申請書等の提出場
所 ３に同じ。
 紙入札方式による申請書等の提出場所及び
問い合わせ先 ３に同じ。
 電子調達システム又は紙入札方式による申
請書等の提出期限 令和８年４月24日16時00
分
 申請書等の提出方法 電子調達システム、
持参、郵送（書留郵便に限る。提出期限まで
必着。）、電子メール（送信後、必ず着信を確
認すること。）又は託送（書留郵便と同等のも
のに限る。提出期限まで必着。）にて提出する
こと。

５ 入札書の提出場所等
 電子調達システムによる入札書の提出場所
３に同じ。

 紙入札方式による入札書の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先 ３に
同じ。
 電子調達システム又は紙入札方式による入
札書の提出期限 令和８年６月８日16時00分
 入札書の提出方法 電子調達システム、持
参又は郵送（書留郵便に限る。）にて提出する
こと。
 開札の日時及び場所 令和８年６月９日10
時00分 東北地方整備局入札室

 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った者を
落札者とする。ただし、落札者となるべき者
の入札価格によっては、その者により当該契
約の内容に適合した履行がなされないおそれ
があると認められるとき、又はその者と契約
を締結することが公正な取引の秩序を乱すこ
ととなるおそれがあって著しく不適当である
と認められるときは、予定価格の範囲の価格
をもって入札した他の者のうち最低価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。
なお、予決令第85条に基づく調査基準価格
が設定された場合において、落札者となるべ
き者の入札価格が調査基準価格を下回るとき
は、予決令第86条の調査を行うものとする。
 その他 詳細は入札説明書による。

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Do not come under Article 70 and 71 of

the Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 Have Grade A or B on manufacture of

product or sale of product in Tohoku

Area in terms of qualification for partici‑

pating in tenders by Ministry of Land,

Infrastructure, Transport and Tourism

(Single qualification for every ministry

and agency)

 Do not be under suspension of nomina‑

tion by Director‑General of Tohoku Re‑

gional Development Bureau from Time‑

limit for the tender to Bid Opening

 Acquire the electric certificate in case

of using the Electric Bidding system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 The person who obtained a bid manual

from the person of ordering directly

 Not be the business operators that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned

 Have proven to have actually delivered

the products concerned

６ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、申請書等を、４の提出期限までに、
３に示すＵＲＬに提出しなければなら
ない。

 紙入札方式により参加を希望する者は、
申請書等を、４の提出期限までに、３
に示す場所に提出しなければならない。
また、、いずれの場合も、５の入札
書の提出期限までの間において、支出負担行
為担当官から申請書等の内容に関する説明を
求められた場合には、それに応じければなら
ない。
 入札の無効 競争参加資格のない者、入札
に関する条件に違反した者、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者、５の入札書
の提出期限までに入札説明書及び仕様書等
（追加・変更・訂正分を含む）の交付を受け
ていない者、申請書等に虚偽の記載をした者
又は電子調達システムを利用するための電子
証明書を不正に使用した者が提出した入札書
は無効とする。
 契約書の作成の要否 要

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NISHIMURA Taku, Di‑

rector‑General of Tohoku Regional Devel‑

opment Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Emergency Operations Center

Equipment 1 Set

 Delivery period : 26 February, 2027

 Delivery place : As shown in the tender

documentation

 Time‑limit for the submission of certifi‑

cate : 16 : 00 24 April, 2026

 Time‑limit for tender : 16 : 00 8 June,

2026

 Contact point for the notice : Purchase

2nd Section, Contract Division, General Af‑

fairs Department, Tohoku Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism, 33
1, Honcho, Aoba‑ku, Sendai‑shi, Miyagi‑

ken 9808602 Japan TEL 0222252171
ex. 2516

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。本案件は、
競争参加資格確認のための証明書等（以下、「証明
書等」という。）の提出、入札及び契約を電子調達
システム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。
なお、本入札に係る落札者の決定及び契約締結
は、当該調達に係る令和８年度予算（暫定予算を
含む。）が成立し、予算示達がなされることを条件
とするものです。
令和８年３月 24 日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 橋本 雅道

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 21
 調達件名及び数量
Ｒ８12高崎河川国道管内ＬＥＤ道路照明
１式賃貸借 一式（電子調達システム対象案
件）
 調達件名の特質等 入札説明書による
 履行期間 契約締結の翌日から令和13年３
月31日まで（ただし、賃貸借品の設置期限及
び賃貸借期間は仕様書のとおり）
 履行場所 関東地方整備局高崎河川国道事
務所管内
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
入札回数は原則２回を限度とするが、場合
によっては３回目を執行することがある。な
お、やむを得ない場合を除き予算決算及び会
計令第99条の２に基づく随意契約には移行し
ない。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用
 電子調達システムによる入札参加を希望
する場合は、電子証明書を取得しているこ
と。
 電子調達システムによりがたい場合は、
証明書等とともに紙入札方式参加願及び紙
契約方式承諾願を提出すること。


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２ 競争参加資格
 入札参加者に要求される資格
 基本的要件
 予算決算及び会計令第70条及び第71条
の規定に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度国土交通省競争参
加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」
のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされた
関東・甲信越地域の競争参加資格を有す
る者であること。
なお、「競争参加者の資格に関する公
示」（令和７年３月31日付官報）に記載さ
れている時期及び場所で競争参加資格の
申請を受け付ける。
 関東地方整備局（港湾空港関係を除
く。）令和７・８年度一般競争（指名競争）
参加資格業者のうち電気設備工事Ａ又は
Ｂ等級に認定されている者であること
（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされ
ている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続開
始の決定後、関東地方整備局長が別に定
める手続きに基づく一般競争（指名競争）
参加資格の再認定を受けていること。）。
なお、入札参加グループでの参加の場合
は、電気設備工事を分担する企業が要件
を満たしていればよい（詳細はによ
る）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法に
基づき再生手続開始の申立てがなされて
いる者（競争参加者の資格に関する公示
に基づきの競争参加資格を継続する為
に必要な手続きを行った者を除く。）でな
いこと。

 次に掲げる基準を満たす主任（監理）
技術者を本調達に専任で配置できるこ
と。
なお、主任（監理）技術者の配置が必
要な期間は、着手開始から本調達の対象
となっている全てのＬＥＤ道路照明灯具
の監督職員による確認が完了するまでの
期間とする。
なお、申請書に記載する主任（監理）
技術者の氏名に旧氏（旧姓）を利用する
場合、旧氏及び戸籍上の氏名が記載され
た次のいずれかの証明書を添付するこ
と。
・公的な証明書
・証明書（任意書式（会社の代表者の確
認を得たもの））
１）主任技術者は、１級電気工事施工管
理技士、２級電気工事施工管理技士又
はこれと同等以上の資格を有する者で
あること。詳細は入札説明書による。

 証明書等の提出期限の日から開札の時
までの期間に、関東地方整備局長から指
名停止を受けていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経
営を支配する者又はこれに準ずるものと
して、国土交通省公共事業等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者
でないこと。

 本業務に事業協同組合として証明書等
を提出した場合、その構成員は、単体と
して証明書等を提出することはできな
い。
 支出負担行為担当官から入札説明書の
交付を受けた者であること、又は電子調
達システムから入札説明書を直接ダウン
ロードした者であること
 平成22年度以降に、元請けとして完
成・引渡しが完了した下記及びに示
す施工実績を有すること。
 道路照明灯（現道上に設置された連
続照明、局部照明をいい、トンネル照
明を除く）を設置した工事又は灯具を
交換した工事であること。
 供用中の道路を規制（路面覆工、切
り回し、車線減少、片側交互通行、通
行止め、のいずれかを指す）して行っ
た工事であること。
上記、は同一工事でなくてもよい。
また、申請できる工事の施工実績は２
件までとし、これを超える件数の施工実
績を申請した場合は、申請されたすべて
の工事を実績として認めない。

２）１人の者が、平成22年度以降に、元
請けとして完成・引渡しが完了した上
記に掲げる工事の経験を有するもの
であること。（共同企業体の構成員とし
ての経験は、出資比率が20％以上の場
合のものに限る。（ただし、異工種建設
工事共同企業体については適用しな
い。））ただし、上記、は同一工
事でなくてもよい。
また、申請できる工事の工事経験は
２件までとし、これを超える件数の工
事経験を申請した場合は、申請された
すべての工事を経験として認めない。
なお、当該工事経験が大臣官房官庁
営繕部所掌の工事又は地方整備局等所
掌の工事（地方整備局、北海道開発局
または沖縄総合事務局の発注した工事
を含み、港湾空港関係を除く。）に係る
ものにあっては、評定点合計（工事成
績評定通知書の記４．成績評定の評
定点（評定点が修正された場合にあっ
ては、修正評定点）をいう。）が65点未
満のものを除く。
また、異工種建設工事共同企業体と
しての経験は、協定書による分担工事
においての経験のみ同種工事の工事経
験として認める。
３）監理技術者にあっては、電気工事業
（略語：電）に関する監理技術者資格
者証を有し、監理技術者講習を修了し
ている者であること。
４）配置予定の主任（監理）技術者にあっ
ては直接的かつ恒常的な雇用関係が必
要であるので、その旨を明示すること
ができる資料を求めており、その明示
がなされない場合は入札に参加できな
い。なお、恒常的な雇用関係とは入札
の申込み（競争参加資格確認申請時）
の日以前に３ヶ月以上の雇用関係があ
ることをいう。

 入札参加グループの入札について 本
業務の実施にあたっては、一企業とする
ことも、入札参加グループとすることも
可能とする。
１）単独で当該業務が担えない場合は、
適正に業務を遂行できる入札参加グ
ループで参加することができるものと

する。その場合、証明書等提出時まで
に入札参加グループを結成し、代表企
業及びグループ企業として参加するも
のとする。なお、代表企業及びグルー
プ企業が、他の入札参加グループに参
加、若しくは単独で入札に参加するこ
とはできないものとし、また、代表企
業及びグループ企業は、入札参加グ
ループ結成に関する協定書（またはこ
れに類する書類）を作成し、提出する
こととする。
２）代表企業は上記、、、、、
、のすべての要件を満たすこと。
グループ企業は上記、、、、
のすべての要件を満たすこと。
なお、電気設備工事を分担する企業
については、代表企業又はグループ企
業の要件に加え、上記、、に掲
げる要件を満たしていること。

 入札に参加しようとする者の間に、資本
関係又は人的関係がないこと。（入札説明書
参照）

３ 証明書等及び入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ、契約条項を示
す場所及び問い合わせ先
政府電子調達システム（ＧＥＰＳ）
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
〒3309724 埼玉県さいたま市中央区新都
心２１ 関東地方整備局総務部契約課購買
第一係 小山 陸也 電話0486013151
内線2537
 入札説明書の交付期間、交付場所及び交付
方法
 交付期間 令和８年３月24日から令和８
年６月１日までとする。
 交付場所及び交付方法 電子調達システ
ムにより交付する。（質問回答等を、電子調
達システムの調達資料ダウンロード機能を
用いて行うため、資料のダウンロードの際
に「ダウンロードした案件について訂正・
取消が行われた際に更新通知メールの配信
を希望する」にチェックを入れること。）ダ
ウンロード方法については、次に記載する
関東地方整備局ウェブサイトを参照のこ
と。
https://www.ktr.mlit.go.jp/nyuusatu/

index00000050.html

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やむを得ない事由により、上記交付方法
による入手ができない入札参加希望者は、
上記に問い合わせること。受付期間は令
和８年３月24日から令和８年５月29日まで
の土曜日、日曜日及び休日等（行政機関の
休日に関する法律（昭和63年法律第91号）
第１条第１項に規定する行政機関の休日
（以下「休日」という。））を除く毎日、９
時15分から18時00分まで（最終日は16時ま
で）とする。

 証明書等の提出期限、提出場所及び提出方
法
 提出期限 令和８年５月11日13時00分
 提出場所
 電子入札の場合・・電子調達システム
 紙入札方式の場合・・３に同じ
 提出方法
 電子入札の場合 電子調達システムに
より提出すること
 紙入札方式の場合 持参又は書留郵便
等（書留郵便及び「民間事業者による信
書の送達に関する法律」（平成14年法律第
99号）第２条第６項に規定する一般信書
便事業者若しくは同条第９項に規定する
特定信書便事業者の提供する同条第２項
に規定する信書便のうち、引き受け及び
配達記録をした信書便をいう。）にて提出
すること。
ただし、押印を省略した証明書等につ
いては、電子メールによる提出を認める。
なお、押印を省略する場合は、「責任者
及び担当者」の氏名及び連絡先を証明書
等に必ず記載し、送信後、提出期限内に
電話で着信確認を実施すること。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
 提出期限 令和８年５月29日16時00分
 提出場所
 電子入札の場合・・電子調達システム
 紙入札方式の場合・・３に同じ
 提出方法
 電子入札の場合・・３に同じ
 紙入札方式の場合・・３に同じ
※押印を省略した入札書であっても電子
メールによる提出は認めない

 開札の日時及び場所 令和８年６月１日10
時00分 さいたま新都心合同庁舎２号館 国
土交通省関東地方整備局入札室
なお、これらの日時までに令和８年度予算
（暫定予算を含む。）の執行が可能とならない
場合には、別途連絡する日時とする。

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、証明書等を３の提出期限までに、
３に示すＵＲＬに提出しなければならな
い。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な証明書等を３の提出期限まで
に、３に示す場所に提出しなければなら
ない。
 開札日の前日までの間において支出負担
行為担当官から証明書等の内容に関する照
会があった場合には、説明しなければなら
ない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者のした入札、証明書等に虚偽の
記載をした者のした入札、入札に関する条件
に違反した入札、記名を欠く入札（押印を省
略する場合、「本件責任者及び担当者」の氏
名・連絡先の記載がない入札）は無効とする。
（入札説明書、関東地方整備局競争契約入札
心得、一般競争入札（電子調達システム）に
際しての注意事項参照）
 契約書の作成の要否 要。
本業務は、契約手続にかかる書類の授受を
電子調達システムで行う対象案件である。な
お、電子調達システムによりがたい場合は、
発注者の承諾を得て紙契約方式に代えるもの
とする。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Masa‑

michi Director General of Kanto Regional

Development Bureau

 Classification of the services to be pro‑

cured : 21

 Nature and quantity of the services to be

required : R812 Takasaki River and Na‑
tional Highway Office under the Jurisdic‑

tion Lease a set of LED road lighting

 Fulfillment period : From the next day of

contract through 31 March, 2031 (however

the deadline of the lease Product for setting

and the lease term according to the spe‑

cifications)

 Fulfillment place : Takasaki River and

National Highway Office jurisdiction

 acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 have Grade A, B, C or D on offer of

services in Kanto Koushinetsu Area in

terms of qualification for participating in

tenders by Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

in the fiscal year 2025／2026／2027

 not be under suspension of nomination

by Director General of Kanto Regional

Development Bureau from Time‑limit for

the submission of application forms and

relevant documents for qualification to

Bid Opening.

 not be the Building constructor that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

 The person who obtained a bid manual

from the person of ordering directly.

 Other requirements are as in the tender

documents.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for qua‑

lification : 13 : 00 11 May, 2026

 Time‑limit for tender : 16 : 00 29 May,

2026

 Contact point for the notice : KOYAMA

Rikuya No. 1 Purchase Section, Contract

Division, General Affairs Department,

Kanto Regional Development Bureau, Min‑

istry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism, 21 Shintoshin Chuo‑Ku,
Saitama‑Shi, Saitama‑Ken, 3309724
Japan, TEL 0486013151 ex. 2537

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本入札に係る落札及び契約締結は、当該
業務に係る令和８年度本予算が成立し、予算示達
がなされることを条件とするものです。
令和８年３月 24 日

支出負担行為担当官
北陸地方整備局長 髙松 諭

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 調達件名及び数量
令和８年度北陸技術事務所空調設備更新作
業（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
ア 冷温水発生機１台
イ 丸形冷却塔１基

 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ

れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低の価格をもって入札した者を落
札者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
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 調達件名の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 契約締結の翌日から令和９年３
月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に消費税及び地方消費税の
税率を乗じて得た額を加算した金額（当該金
額に１円未満の端数があるときは、その端数
金額を切り捨てた金額）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約希望金額から、
当該金額に係る消費税及び地方消費税に相当
する額を減じた金額を入札書に記載するこ
と。
入札回数は原則２回を限度とする。なお、
当該入札回数までに落札者が決定しない場合
は、原則として予算決算及び会計令第99条の
２の規定に基づく随意契約には、移行しない。
 電子調達システムの利用
 本案件は、競争参加資格確認申請書及び
必要な証明書等（以下、「申請書等」という。）
の提出、入札及び契約を電子調達システム
で行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムの環境設定については、３のＵ
ＲＬより行うこと。また、電子調達システ
ムによりがたい場合は、紙入札方式参加願、
紙契約方式承諾願を提出するものとする。
 電子調達システムで使用できる電子証明
書（ＩＣカード又はファイル形式）は、資
格審査結果通知書（全省庁統一資格）に記
載されている者又は入札・見積権限につい
て期間委任若しくは都度委任を受けた者の
電子証明書に限る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ、
Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされた関東・甲信
越地域を有する者のうち「建物管理等各種保
守管理」を営業品目としている者であること。

ただし、有資格者が「会社更生法（平成14
年法律第154号）に基づく更生手続開始の決
定を受けた者」又は「民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づく再生手続開始の決定
を受けた者」に該当した場合は、次に掲げる
書類を提出していること。
１）更生手続開始決定書又は再生手続開始決
定書（写しでも可）
２）許可決定に伴い定款、役員等に変更が
あった場合には、それを証明する書類の写
し
３）上記２）に伴う競争参加資格審査申請書
変更届

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。（競争参加資格に関する公示に基づき
の競争参加資格を継続するために必要な手続
きを行った者を除く。）
 申請書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、北陸地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 電子調達システムによる場合は、電子証明
書を取得していること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省が発注する業務等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 入札説明書の交付を直接受けた者であるこ
と。
※交付を直接受けた者とは、以下のとおりと
する。
・電子調達システムから交付を受けた者
・当局からＣＤＲ等の記録媒体又は郵送
により交付を受けた者

３ 入札手続等
 契約条項を示す場所及び問い合わせ先
〒9508801 新潟県新潟市中央区美咲町１
丁目１番１号 国土交通省北陸地方整備局総
務部契約課購買係 電話0253706647 内
線2535
 入札説明書等の交付期間、場所及び方法等
 交付期間 令和８年３月24日から令和８
年５月14日までのそれぞれ土曜日、日曜日
及び祝日を除く毎日９時00分から17時00分
まで。

 交付場所及び方法 電子調達システムに
より交付する。ただし、電子調達システム
から交付を受けることが出来ない場合は、
ＣＤＲ等の記録媒体（ＵＳＢメモリ等の
ディスク以外の記録媒体は不可）を持参の
うえ、３に備付の交付専用パソコンから、
電子データを保存し、交付を受けること。
なお、郵送希望者はＣＤＲ等の記録媒体
を返送用の封筒（切手添付）とともに３
宛てに送付すること。

 申請書等の提出について
 提出期限 令和８年４月24日12時00分
 提出場所
⒜ 電子入札の場合・・電子調達システム
（https://www.p-portal.go.jp/pps-web-
biz/）

⒝ 紙入札方式の場合・・３に同じ
 提出方法 電子調達システムによる。紙
入札方式の場合は持参又は郵送にて提出す
ること。詳細は入札説明書による。

 入札書の提出について
 提出期限 令和８年５月14日17時00分
 提出場所
⒜ 電子入札の場合・・３⒜に同じ
⒝ 紙入札方式の場合・・３に同じ
 提出方法 電子調達システムによる。紙
入札方式の場合は持参又は郵送にて提出す
ること。詳細は入札説明書による。

 開札の日時及び場所 令和８年５月15日10
時00分 国土交通省北陸地方整備局入札室

 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入
札を行った者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち、最低価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。
 本件にかかる落札及び契約締結は、当該業
務に係る令和８年度予算が成立し、予算示達
がなされることを条件とする。
ただし、暫定予算となった場合、予算措置
が全額計上されているときは全額の契約とす
るが、予算措置が全額計上されていないとき
は全体の契約期間に対する暫定予算の期間分
のみの契約とする。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 電子調達システムから入札説明書の交付
を受ける場合、必要事項を正確に入力する
とともに、「ダウンロードした案件について
訂正・取消が行われた際に更新通知メール
の配信を希望する」と記載されている箇所
のチェックボックスに、必ずチェックを付
けなければならない。
チェックを付けることを怠った場合や、
メールアドレスの記載に誤りがあると、仕
様書の訂正や質問に対する回答等で資料の

追加等が生じた際に、更新通知メールが届
かないこととなる。その場合は競争参加資
格「無」若しくは入札無効となるので注意
されたい。
 申請書等の提出から開札日の前日までの
間において、必要な申請書等の内容に関す
る支出負担行為担当官からの照会があった
場合には、説明しなければならない。

 入札の無効 記名を欠く入札（押印を省略
する場合、「本件責任者及び担当者」の氏名・
連絡先の記載がない入札）等、北陸地方整備
局競争契約入札心得第６条第１項各号に該当
する入札並びに入札者に求められる義務を履
行しなかった者又は電子調達システムを利用
するための電子証明書を不正に使用した者の
行った入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
本業務は、契約手続きにかかる書類の授受
を電子調達システムで行う対象業務である。
なお、電子調達システムによりがたい場合は
発注者の承諾を得て紙契約方式に代えるもの
とする。
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 手続における交渉の有無 無
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年３月
31日付け官報）に記載されている時期及び場
所のとおり。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TAKAMATSU Satoshi

Director‑General of Hokuriku Regional De‑

velopment Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 16

 Nature and quantity of the services to be

required : Contract for renewal of air co‑

nditioning equipment at the building of Ho‑

kuriku Technical and Engineering Office.

Ａ Absorption chiller heater (1 unit)

Ｂ Cooling tower (1 unit)

 Fulfillment Period : March 31, 2027

 Fulfillment place : As in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 satisfy the Grade A, B, C or D on Va‑

rious maintenance management such as

building management on offer of ser‑

vices in the Kanto・Koushinetsu district.
These qualifications are specified in

tender by Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

in the fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 not be under suspension of nomination

by Director‑General of Hokuriku Region‑

al Development Bureau from Time‑limit

for submisson of certificate to Bid Open‑

ing

 acquire the electronic certificate in

case of using the Electronic Procurement

System

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 not be the Business Operators that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned

 obtained a bid manual from the person

of ordering directly :

・Person who received tender explana‑
tion form from the Electronic Procure‑

ment System

・Person who received from the orderer
by CDR or mail

 other details, by the tender do‑

cumentation

 Time‑limit for submission of certificate :

12 : 00, 24 April, 2026

 Time‑limit for tender : 17 : 00, 14 May,

2026

 Contact point for the notice : Purchase

Section, Contract Division, General Affairs

Department, Hokuriku Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism, 111
Misaki‑cho, Chuo‑ku, Niigata‑shi, Niigata‑

ken, 9508801 Japan TEL 0253706647
ex. 2535

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。本案件は、
競争参加資格確認のための申請書等（以下「申請
書等」という）の提出、入札及び契約を電子調達
システム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。
令和８年３月 24 日
支出負担行為担当官
中部地方整備局副局長 中原 正顕

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
〇第 30 号
１ 調達内容
 品目分類番号 77
 購入等件名及び数量 令和８年度 名古屋
港浚渫兼油回収船「清龍丸」中間検査修理
一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 契約締結日から令和９年１月29
日まで（引渡予定時期：令和８年10月上旬以
降）
指定部分工期：令和８年12月25日

 履行場所 入札説明書による
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約希望金額の110分
の100に相当する金額を記載した入札書を提
出しなければならない。
 本案件は、申請書等の提出、入札及び契約
を電子調達システム（ＧＥＰＳ）で行う対象
案件である。なお、電子調達システムにより
がたい場合は、あらかじめ紙入札方式参加願、
紙契約方式承諾願を提出し、紙入札方式、紙
契約方式に代えることができる。

３ 入札書の提出場所等
 入札書及び申請書等の提出場所、契約条項
を示す場所及び問い合わせ先
〒4608517 名古屋市中区丸の内二丁目

１36ＮＵＰ・フジサワ丸の内ビル 中部地
方整備局総務部経理調達課契約管理係 小西
美菜子 電話0522096317
 入札説明書の交付期間及び交付方法 令和
８年３月24日から令和８年６月３日まで電子
調達システムにより交付する。
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
なお、やむを得ない事由により、電子調達
システムによる入手が出来ない場合は、上記
３まで連絡し指示に従うこと。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年４月
16日から令和８年４月17日（予定）
詳細は入札説明書による。

 電子調達システム及び紙入札による申請書
等の受領期限 令和８年５月13日16時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入
札、郵送等による入札書の受領期限 令和８
年６月３日16時00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月４日10
時00分 名古屋市中区丸の内二丁目１36Ｎ
ＵＰ・フジサワ丸の内ビル 中部地方整備局
（丸の内庁舎）入札室

２ 競争参加資格等
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等（船舶整
備）」のＡ又はＢ等級に格付けされ、東海・北
陸地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。
 上記２の資格を有しない者で入札に参加
しようとする者は、開札の時までに当該資格
の決定を受け、かつ競争参加資格の確認を受
けた場合は入札に参加することができる。な
お、競争参加資格の申請は、「競争参加者の資
格に関する公示」（令和７年３月31日付け官
報）に記載されている時期及び場所で受け付
ける。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされている
者でないこと。（手続開始の決定を受けている
者を除く。）

 申請書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、中部地方整備局から「地方整備局
（港湾空港関係）所掌の工事請負契約に係る
指名停止等の措置要領」（昭和59年３月31日付
け港管第927号）に基づく指名停止を受けて
いない者であること。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等から排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 その他、予決令第73条の規定に基づき、支
出負担行為担当官が定める資格を有する者で
あること。詳細は入札説明書による。
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４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、当局の交付する入札説
明書に示す申請書に必要書類を添えて、提出
期間内に提出しなければならない。なお、当
局から当該書類に関する説明を求められた場
合には、それに応じなければならない。
 入札の無効 競争参加資格のない者のした
入札、申請書等に虚偽の記載をした者のした
入札及び入札に関する条件に違反した入札は
無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った入札
者を落札者とする。ただし、落札者となるべ
き者の入札価格によっては、その者により当
該契約の内容に適合した履行がなされない恐
れがあると認められるとき、又はその者と契
約を締結することが公正な取引の秩序を乱す
こととなる恐れがあって著しく不適当と認め
られるときは、予定価格の制限の範囲内の価
格をもって入札した他の者のうち最低価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。本案件は、
競争参加資格確認のための証明書等（以下、「証明
書等」という。）の提出、入札及び契約を電子調達
システム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。
令和８年３月 24 日

支出負担行為担当官
海上保安庁総務部長 澤井 俊

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇特航契第 26005 号
１ 調達内容
 品目分類番号 19
 購入等件名及び数量
ＥＬＴ（ＵＬＴＩＭＡＳ）93個ほか１点
買入
 調達案件及び仕様等 仕様書による。
 履行期限 令和11年２月22日
 納入場所 航空機用部品保管倉庫（深川）
 入札方法 総価で行う。落札者の決定に当
たっては、入札書に記載された金額に当該金
額の10％に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てるものとする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
案件は、申請書等の提出、入札及び契約を電
子調達システムで行う対象案件である。なお、
電子調達システムによりがたい場合は、紙入
札方式参加願、紙契約方式承諾願を提出し、
紙入札方式、紙契約方式に代えることができ
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「物品の販売」
のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされ、関東・
甲信越地域の競争参加資格を有するものであ
ること。
 当該部局において指名停止の措置を受け、
指名停止期間中でない者。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省発注の公共事業等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 経営状況や信用度が極度に悪化していない
と認められる者。
 入札業務に関し不正又は不誠実な行為を
し、契約の相手方として不適当でない者。
 電子調達システムによる場合は、電子証明
書を取得していること。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
政府電子調達（ＧＥＰＳ）
https://www.geps.go.jp/

電子調達システムヘルプデスク
ＴＥＬ0570014889

 入札方式による入札書等の提出場所、契約
条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び
問い合わせ先
〒1008976 東京都千代田区霞が関２

１３ 海上保安庁総務部政務課予算執行管
理室第三契約係 横山 尚輝 電話03
35916361 内線2841

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NAKAHARA Masaaki,

Vice Director General, Chubu Regional De‑

velopment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 77

 Nature and quantity of the services to be

required : Repair of the Dredger／Oil re‑
covery Vessel SEIRYUMARU, 1 Set

 Fulfillment period : 29 January 2027

 Fulfillment place : As shown in the tender

manual

 not be the stated person under the com‑

mencement of reorganization procee‑

dings or under the beginning of rehabili‑

tation proceedings (except for the person

who has the procedure of reapplication

under the notification of the competing

participation qualification).

 not be under suspension of nomination

by Director‑General of Chubu Regional

Development Bureau from Time‑limit for

submission of certificate to Bid Opening.

 be unrelated to other participant about

capital and human capital.

 not be the Building constructor that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 16 : 00 13 May 2026

 Time‑limit for tender : 16 : 00 3 June

2026

 Contact point for the notice : KONISHI

Minako, Accounting and Procurement Divi‑

sion, General Affairs Department, Chubu

Regional Development Bureau, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour‑

ism, 2136 Marunouchi, Naka‑ku,

Nagoya‑city, Aichi 4608517 Japan. TEL
0522096317

 You have to acquire the electric certifi‑

cate in case of using the Electric Bidding

system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A or B Service (Ship mec‑

hanic) in the Tokai Hokuriku district, in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

(Single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal year 2025／
2026／2027






令
和

年

月


日
火
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第


号
)

官
報

 入札説明書の交付方法 仕様書等（入札説
明書含む）の交付は、電子調達システム（Ｇ
ＥＰＳ）からダウンロードすること。
https://www.geps.go.jp/

また、郵送により交付を希望する者はＡ４
判用紙が入る返信用封筒（宛先を明記する。）
並びに重量200ｇに見合う郵便料金に相当す
る郵便切手又は国際返信切手券を添付して
の係に申し込むこと。
 電子調達システム及び紙入札による競争参
加のために必要な証明書等の受領期限 令和
８年４月24日17時00分
 電子調達システムによる入札及び紙入札に
よる入札書の受領期限 令和８年５月14日17
時00分
 開札の日時及び場所 令和８年５月15日10
時00分 海上保安庁入札室

４ その他
 本調達案件は令和８年度の予算成立を条件
とする。
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
本業務は、契約手続にかかる書類の授受を
電子調達システムで行う対象業務である。
なお、電子調達システムによりがたい場合
は、発注者の承諾を得て紙契約方式に代える
ものとする。
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低の価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は、入札説明書による。

⒞ have Grade A to D level of interest in

Selling in Kanto・Koshinetsu area in
terms of the qualification for participat‑

ing in the tenders by the Ministry of

Land, Infrastructure Transport and Tou‑

rism (Single qualification for every minis‑

try and agency) in the fiscal years, 2025・
2026・2027.
⒟ The person who is not being suspended

from Transactions by the request of the

officials in charge of contract.

⒠ not be the business operators that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

 Time‑limit for tender ; 17 : 00, 14. May.

2026.

 Contact point for the notice :

YOKOYAMA Naoki, 3rd Contract Section,

Contract and Accounts Office, Budget Divi‑

sion, Administration Department, Japan

Coast Guard, 213, Kasumigaseki Chiyo‑
da‑ku, Tokyo, 1008976 Japan. TEL 03
35916361 ext. 2841

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SAWAI Syun, Director

General, Administration Department,

Japan Coast Guard.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 19

 Nature and quantity of the products or

service to be purchased or required. : ELT

(ULTIMA‑S) 93ea and other 1 kind

 Fulfillment limit : 22. February. 2029.

 Delivery place : Warehouse of JAPAN

COAST GUARD (Fukagawa)

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Supplier eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

⒜ not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause ;

⒝ not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting ;

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日
支出負担行為担当官
第三管区海上保安本部長 赤松 宏樹

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 14
〇契国 22 号 契国 23 号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名
 主機関整備部品（16ＰＡ４Ｖ型）買入（単
価契約）
 船舶用部品（シールレース等）買入
 調達件名の仕様等 仕様書による
 納入期限
 令和９年３月31日
 令和８年12月25日
 納入場所 仕様書のとおり
 入札方法 は予定数量に対する総価、
は総価で行う。落札者の決定に当たっては、
入札書に記載された金額に当該金額の10％に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、電子
調達システムで行う対象調達案件である。な
お、電子調達システムにより難い者は、紙入
札方式参加願の提出をもって紙入札方式に代
えるものとする。その他詳細については、入
札説明書による。

３ 入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
問い合わせ先は、電子調達システムヘルプ
デスク 電話0570000683
 紙入札方式による入札書等の提出場所、契
約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及
び問い合わせ先
〒2318818 神奈川県横浜市中区北仲通

５57 第三管区海上保安本部経理補給部経
理課入札審査係 瀬底 伝 電話045
2111118 内線2224
 入札説明書の交付方法 入札説明書の交付
を希望する者は上記の箇所で直接受領する
こと。また、郵送により交付を希望する者は
Ａ４判用紙が入る返信用封筒（宛先を明記す
る。）並びに重量200ｇに見合う郵便料金に相
当する郵便切手又は国際返信切手券を添付し
てに申し込むこと。なお、第三管区海上保
安本部のホームページにも掲載する。
 電子調達システム及び紙入札方式による競
争参加のために必要な証明書等の受領期限
令和８年４月22日15時00分
 電子調達システムによる入札及び紙入札に
よる入札書の受領期限 令和８年５月12日17
時00分
 開札の日時及び場所
 令和８年５月13日11時00分
 令和８年５月13日14時00分
場所は第三管区海上保安本部入札室。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。

 令和07・08・09年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）において「物品の販売」
のＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ等級に格付けされ、関東・
甲信越地域の競争参加資格を有する者である
こと。
 当該部局から指名停止の措置を受け、指名
停止期間中でない者。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。
 その他予決令第73条の規定に基づき、支出
負担行為担当官が定める資格を有する者であ
ること。


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４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低の価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
 本契約は令和８年度予算の成立を条件とす
る。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : AKAMATSU Hiroki,

Commander, 3rd Regional Coast Guard

Headquarters.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased :

 Main engine maintenance parts (Type

16PA4V) Purchase Unit price contract.

 Ship parts (Seal race etc)

 Delivery period :

 31th, March, 2027

 25 th, December, 2026

 Delivery place : As per the specifications.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Supplier eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

ⅰ not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

ⅱ not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting,

ⅲ have Grade A, B, C, D of level of inter‑

est in sale of product in Kanto・Ko‑
shinetsu area terms of the qualifications

for participating in the tenders by the Mi‑

nistry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism (Single qualification for

every ministry and agency) in the fiscal

year, 2025・2026・2027.
ⅳ The person who is not being suspended

from transaction by the request of the

officials in charge of contract.

 Time‑limit for submission of certificate :

15 : 00, 22th, April, 2026.

 Time‑limit for tender : 17 : 00, 12th, May,

2026.

 acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 Contact point for the notice : SESOKO

Den, Bid Examination section, Finance

Division, Finance and supply Department,

3rd Regional Coast Guard Headquarters,

557 Kitanakadori, Naka‑ku, Yokohama‑
city Kanagawa 2318818 Japan. TEL
0452111118 ext. 2224

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

那珂フュージョン科学技術研究所
管理部長 山農 宏之

◎調達機関番号 804 ◎所在地番号 08
〇第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 ＩＴＥＲ第一壁初期
組立用機器プロトタイプの製作 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年10月29日

 納入場所 国立研究開発法人量子科学技術
研究開発機構 那珂フュージョン科学技術研
究所（詳細は仕様書による）
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機
構契約事務取扱細則第10条の規定に該当しな
い者であること。ただし、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者については、この限
りではない。
 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機
構契約事務取扱細則第11条第１項の規定に該
当しない者であること。
 令和７年度に国の競争参加資格（全省庁統
一資格）を有している者であること。なお、
当該競争参加資格については、令和７年３月
31日付け号外政府調達第57号の官報の競争参
加者の資格に関する公示の別表に掲げる申請
受付窓口において随時受け付けている。
 調達物品に関する迅速なアフターサービ
ス・メンテナンスの体制が整備されているこ
とを証明した者であること。
 当機構から取引停止の措置を受けている期
間中の者でないこと。
 当機構が要求する技術要件を満たすことを
証明できる者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3110193 茨城県那珂市向山801番地１
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機
構 那珂フュージョン科学技術研究所 管理
部 契約課 電話（直通）0292777958
E‑mail：nyuusatsu̲naka@qst.go.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。また、電子
メールでの交付を希望する者は必要事項（公
告掲載日、件名、住所、社名、担当者所属及
び氏名、電話番号）を記入し３のアドレス
に申し込むこと。ただし、交付は土曜、日曜、
祝日及び年末年始（12月29日～１月３日）を
除く平日に行う。
 入札書の受領期限 令和８年６月15日午後
１時30分
 開札の場所及び日時 国立研究開発法人量
子科学技術研究開発機構 那珂フュージョン
科学技術研究所 管理研究棟１階 入札室
令和８年６月15日午後１時30分

４ その他
 契約手続に用いる言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封かんした入札書及び
入札説明書に定める書面を本公告及び入札説
明書に定める期限までに提出しなければなら
ない。入札者は、開札日の前日までの間にお
いて、当機構から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約責任者が判断した入札者で
あって、国立研究開発法人量子科学技術研究
開発機構が作成した予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った入札
者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件が定められている場合は、十分理解した上
で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity ; Hiroyuki Yamano, Direc‑

tor of Department of Administrative Ser‑

vices, Naka Institute for Fusion Science

and Technology, National Institutes for

Quantum Science and Technology

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 Classification of the products to be pro‑

cured ; 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased ; Manufacture of Prototypes for

First Assembly of ITER First Walls, 1 set

 Delivery period ; By 29 Oct. 2027

 Delivery place ; Naka Institute for Fusion

Science and Technology, National Insti‑

tutes for Quantum Science and Technology

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall

Ａ not come under Article 10 of the Regu‑

lation concerning the Contract for Na‑

tional Institutes for Quantum Science and

Technology, Furthermore, minors, Per‑

son under Conservatorship or Person un‑

der Assistance that obtained the consent

necessary for concluding a contract may

be applicable under cases of special rea‑

sons within the said clause,

Ｂ not come under Article 11 of the Re‑
gulation concerning the Contract for Na‑

tional Institutes for Quantum Science and

Technology

Ｃ have qualification for participating in

tenders by Single qualification for every

ministry and agency during fiscal 2025,

Ｄ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｅ not be currently under suspension of

business order as instructed by National

Institutes for Quantum Science and Tech‑

nology,

Ｆ be able to prove that the technical re‑

quirements required by the National In‑

stitutes for Quantum Science and Tech‑

nology are met.

 Time limit for tender ; 1 : 30 PM, 15 Jun.

2026

 Contact Section ; Contract Section, De‑

partment of Administrative Services, Naka

Institute for Fusion Science and Technol‑

ogy, National Institutes for Quantum Sci‑

ence and Technology, 8011 Mukouyama,
Naka‑shi, Ibaraki‑ken Japan, TEL : 029
2777958 E‑mail : nyuusatsu̲naka@qst.

go.jp

 Please note the environmental conditions

relating to the procurement if they are laid

down in the tender documents.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日
契約担当役
独立行政法人国立高等専門学校機構
小山工業高等専門学校事務部長 川島美奈子
◎調達機関番号 593 ◎所在地番号 09
〇第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 借入件名及び数量 ねじり疲労試験機 一
式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 小山工業高等専門学校
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった契約金額の110
分の100に相当する金額を入札書に記載する
こと。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第４条及び第５条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に関東・甲信越地域の「物品
の販売」のＡ、Ｂ、又はＣ等級に格付けされ
ている者であること。
 調達特定役務に係る迅速なアフターサービ
スの体制が整備されていることを証明した者
であること。

 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第６条の規定に基づき、契約担当
役が定める資格を有する者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒3230806 小山市大字中久喜771番地

小山工業高等専門学校総務課用度係 室井
舞子 電話0285202130
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年５月
20日13時00分 小山工業高等専門学校中会議
室
 入札書の受領期限 令和８年６月26日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年７月14日14
時00分 小山工業高等専門学校中会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、独立行政法人国立高等専門学校機構
契約事務取扱規則第16条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った入札者を落札者
とする。
 手続における交渉の有無 無。

 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Minako Kawashima, The

Obligating Officer Director‑General Admin‑

istration Bureau, National Institute of

Technology, Oyama College

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Torsional Fatigue Testing Ma‑

chine, 1 Set

 Delivery period : By 31 March, 2027

 Delivery place : National Institute of

Technology, Oyama College

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

Oyama National College of Technology

Furthermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B , or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kanto・Koshinetsu area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ meet the qualification requirements

which the Obligating Officer Director‑

General may specify in accordance with

Article 6 of the Regulation,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by the Ob‑

ligating Officer Director‑General,


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 Time limit of tender : 5 : 00 PM 26, June,

2026

 Contact point for the notice : Maiko

Muroi, Accounting and Supplies Section,

General Affairs Division, National Institute

of Technology, Oyama College, 771 Na‑

kakuki Oyama‑shi 3230806 Japan, TEL
0285202130
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日
契約担当役
独立行政法人国立高等専門学校機構
明石工業高等専門学校事務部長 前原 義久
◎調達機関番号 593 ◎所在地番号 28
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量
Ａ 明石工業高等専門学校校舎地区で使用す
る電気 契約電力625kW 予定使用電力
量 1273533kWh
Ｂ 明石工業高等専門学校学寮地区で使用す
る電気 契約電力152kW 予定使用電力
量 471500kWh

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期間 令和８年９月１日から令和９年
８月31日
 納入場所 明石工業高等専門学校
 入札方法 入札金額は各社において設定す
る契約電力に対する単一の単価（月額）及び
使用電力量に対する単価を記載すること。（小
数点以下を含むことができる。）落札の決定
は、本校が提示する予定使用電力量の対価を
入札書に記載された入札金額に従って計算し
た総価で行うので、当該総価を上記の単価と
併せて記載すること。

上記１の件名ごとにそれぞれ入札に付す
る。入札金額は、上記１の件名ごとにそれ
ぞれの単価を記載すること。なお、落札決定
に当たっては、入札書に記載された金額に当
該金額の10パーセントに相当する額を加算し
た金額をもって落札価格とするので、入札者
は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者
であるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第４条及び第５条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 入札者の競争参加資格 国の競争参加資格
（全省庁統一資格）において令和８年度に近
畿地域の「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級
に格付けされている者であること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、入札
説明書に記載する基準を満たす者であるこ
と。
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第６条の規定に基づき、契約担当
役が定める資格を有する者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒6748501 兵庫県明石市魚住町西岡

679３ 明石工業高等専門学校総務課 契
約係 岩本 智裕 電話0789466034
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年４月
13日14時00分 明石工業高等専門学校大会議
室
 入札書の受領期限 令和８年５月15日15時
00分

 開札の日時及び場所 上記１の件名ごと
に次のとおりとする。
Ａ 令和８年５月29日14時00分 明石工業高
等専門学校大会議室
Ｂ 令和８年５月29日15時00分 明石工業高
等専門学校大会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、独立行政法人国立高等専門学校機構
契約事務取扱規則第16条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った入札者を落札者
とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Maehara Yoshihisa, The

Obligating Officer Director‑General Admin‑

istration Bureau, National Institute of

Technology, Akashi College, Japan

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased :

Ａ Electricity to be used in National Insti‑

tute of Technology, Akashi College. Elec‑

tricity contract 625kW.

The estimated electricity for the year

1,273,533kWh

Ｂ Electricity to be used in National Insti‑

tute of Technology, Akashi dormitories.

Electricity contract 152kW.

The estimated electricity for the year

471,500kWh

 Delivery period : From 1 September, 2026

through 31 August, 2027

 Delivery place : National Institute of

Technology, Akashi College, Japan

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

National Institute of Technology, Akashi

College, Japan Furthermore, minors, Per‑

son under Conservatorship or Person un‑

der Assistance that obtained the consent

necessary for concluding a contract may

be applicable under cases of special rea‑

sons within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kinki area in sales of product for partici‑

pating in tenders by Single qualification

for every ministry and agency,

Ｃ Fulfill the requirement mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO2,

Ｄ meet the qualification requirements

which The Obligating Officer may spec‑

ify in accordance with Article 6 of the

Regulation,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer.

 Time limit of tender : 15 : 00 15 May,

2026

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 Contact point for the notice : Tomohiro

Iwamoto, Accounting Division, National In‑

stitute of Technology, Akashi College, Ja‑

pan, 6793, Nishioka, Uozumi‑cho, Akashi
City, Hyogo 6748501 Japan, TEL 078
9466034
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

財務契約部長 松本 尚也
◎調達機関番号 817 ◎所在地番号 08
〇第 071548２号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 ウラン貯蔵所の竜巻
防護対策に係る竜巻防護板等の製作 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構（詳細は仕様書による。）
 入札方法
 総価で行う。
 落札の決定については、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の100分の10に相当す
る額を加算した額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数を切り捨てた
金額）をもって落札価格とするので、入札
者は、消費税に係る課税事業者であるか、
免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約希望金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出及び入札説明書並びに契約条
項の交付は、電子入札システム等により実施
するものとする。
問合せ先 〒3191184 茨城県那珂郡東海
村大字舟石川765番地１ 国立研究開発法人
日本原子力研究開発機構 財務契約部 プロ
ジェクト契約課 電話08097175868
 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子入札システム又は上記３の問合せ先にて
交付する。
 入札書の受領期限及び入札書の提出方法
令和８年６月３日15時00分までに電子入札シ
ステムを通じて提出すること。
 開札の日時及び場所 令和８年６月８日15
時00分 電子入札システムにより行う。

４ 電子入札システムの利用
本件は、日本原子力研究開発機構電子入札シ
ステムを利用した応札及び入開札手続により実
施するものとする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別な
理由がある場合に該当する。

 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
競争参加者資格審査又は国の競争参加者資格
（全省庁統一資格）のいずれかにおいて、当
該年度における「物品の製造」のＡ、Ｂ、Ｃ
又はＤ等級に格付けされている者であるこ
と。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
財務契約部長から取引停止にされている期間
中の者でないこと。
 警察当局から、国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構に対し、暴力団員が実質的に
経営を支配している業者又はこれに準ずるも
のとして、建設工事及び測量等、物品の製造
及び役務の提供等の調達契約からの排除要請
があり、当該状況が継続している者でないこ
と。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
が要求する技術要件を満たすことを証明でき
る者であること。

５ その他
 契約手続に用いる言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 この一般競争に参加を希望する者は、封
かんした入札書のほかに、当機構の交付す
る入札説明書に定める入札仕様書及び必要
な証明書等を入札書の受領期限までに提出
しなければならない。また、入札者は、開
札日の前日までの間において、入札仕様書
及び必要な証明書等について、説明又は協
議を求められた場合は、それに応じなけれ
ばならない。
 上記の提出書類に基づき当該物品等の
納入が可能な者であると判断した者を落札
対象とする。

 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者のした入札及び入札の条件
に違反した入札。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者とする。
 その他詳細は、入札説明書による。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日
独立行政法人国立病院機構
福山医療センター院長 稲垣 優

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 34
〇第 10902 号（№10902）
１ 調達内容
 品目分類番号 ４
 購入等件名及び数量 福山医療センターに
おける診療材料の調達及び物品管理業務委託
契約（SPD） 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 令和８年11月１日から令和11年
10月31日まで。
 履行場所 独立行政法人国立病院機構福山
医療センター
 入札方法 入札金額については、に定め
る履行期間に行う購入等件名の履行に要す
る一切の費用を含めた額とすること。

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity ; Naoya Matsumoto Direc‑

tor of Financial Affairs and Contract De‑

partment, Japan Atomic Energy Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured ; 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased ; Fabrication of Panels and Re‑

lated components for Tornado Protection

Measures at the Uranium Product Storage,

1 set

 Delivery period ; By 26, February, 2027

 Delivery place ; Japan Atomic Energy

Agency (Appointed place)

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall not come under Article

70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting, furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained the

consent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause, not come
under Article 71 the Cabinet Order concern‑

ing the Budget, Auditing and Accounting,

have been qualified through the qualifica‑
tions for participating in tenders by Japan

Atomic Energy Agency, or through Single

qualification for every ministry and agency,

not be currently under suspension of no‑
mination by Director of Contract Departm‑

ent, Japan Atomic Energy Agency

 Time limit for tender ; 15 : 00 3, June,

2026

 Contact point for the notice ; Project Con‑

tract Section, Financial Affairs and Con‑

tract Department, Japan Atomic Energy

Agency, 7651, Funaishikawa, Tokai‑
mura Naka‑gun Ibaraki‑ken 3191184 Ja‑
pan. TEL 08097175868
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なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額 (当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。)をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。
 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「物品の販売」及び「役務の提供等」のＡ、
Ｂ又はＣ等級に各付され、中国地域の競争参
加資格を有する者であること。なお、当該競
争参加資格については、令和７年３月31日付
け号外政府調達第57号の官報の競争参加者の
資格に関する公示の別表に掲げる申請受付窓
口において随時受け付けている。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書等の交付場所及び問い合わせ先
〒7208520 広島県福山市沖野上町４

1417 独立行政法人国立病院機構福山医療
センター 企画課長 岡本 隆志 電話
0849220001
 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付する。
 入札書の受領期限 令和８年５月14日（木）
17時00分（郵送する場合には受領期限までに
必着のこと）
 開札の日時及び場所 令和８年５月27日
（水）11時00分 福山医療センター 外来棟
３階小会議室１

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に１の
に示した購入等件名を履行できることを証
明する書類を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならない。入札者は、開札
日の前日までの間において、経理責任者から
当該書類に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 契約細則第21条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内であり、入札説明書で指定する競争参加資
格及び仕様書の要求要件をすべて満たした入
札者の中から、入札説明書で定める総合評価
の方法に基づく計算を行い、得点の最も高い
者をもって落札者を決定する。
 詳細は入札説明書による。

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B or C in sales of prod‑

ucts and Service Offer for participat‑

ing in tenders by Ministry of Health, La‑

bour and Welfare (Single qualification

for every ministry and agency) in Chu‑

goku Region ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 Time‑limit for tender : 17 : 00 May 14,

2026

 Contact point for the notice : Takashi

Okamoto, Director, Accounting Division,

National Hospital Organization Fukuyama

Medical Center 41417, Okinogami‑cho,
Fukuyama‑shi, Hiroshima‑ken, 7208520,
Japan. TEL 0829220001

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日
独立行政法人住宅金融支援機構契約担当役

財務企画部長 戸村 昌幸
◎調達機関番号 608 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 地域連携業務支
援システムの導入業務及び運用保守業務（電
子入札対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に消費税及び地方消費税に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。)をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額から消費税及
び地方消費税に相当する金額を控除した金額
を入札書に記載すること。
 電子入札システムの利用 本件は、電子入
札システムを利用した応札及び入開札手続に
より実施するものとする。ただし、紙による
入札書の提出も可とする。
（https://www.jhf.go.jp/financial/tender/
index.html）

２ 競争参加資格
 当機構入札心得の14に該当しない者である
こと（詳細は入札説明書に記載）。
 令和７・８・９年度国の競争参加資格（全
省庁統一資格）「役務の提供等」においてＡ、
Ｂ若しくはＣの等級に格付けされている者又
は令和７・８・９年度独立行政法人住宅金融
支援機構競争参加資格「役務の提供等」にお
いてＡ、Ｂ若しくはＣの等級に格付けされて
いる者であること。
 入札説明書中の業務委託契約書（案）によ
り当機構と契約を締結することが可能であ
り、かつ、仕様書記載の要件を全て満たして
いる者であること。
 電子入札システムによる入札に参加する場
合は、電子認証局が発行したＩＣカードを取
得していること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1128570 東京都文京区後楽１４10
独立行政法人住宅金融支援機構財務企画部会
計事務管理室会計グループ 島田・辻 電話
0358008053
 入札説明書の交付時期及び方法 令和８年
３月24日から令和８年５月12日（ただし、土
曜、日曜及び祝日を除く）。
原則として電子入札システムにより９時か
ら17時までの間に交付する。
なお、紙による交付は10時から12時まで、
13時から16時までの間にの場所において行
う。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Masaru Inagaki, Direc‑

tor, National Hospital Organization Fu‑

kuyamaMedical Center

 Classification of the services to be pro‑

cured : 4

 Nature and quantity of the services to be

required : Logistics management operation,

Procurement management of Medical sup‑

plies and Sterilization outsourcing in the

FukuyamaMedical Center 1 set

 Fulfillment period : From 1, November,

2026 through 31, Octber, 2029

 Fulfillment place : National Hospital Or‑

ganization FukuyamaMedical Center

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause ;






令
和

年

月


日
火
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第


号
)

官
報

 証明書等の受領期限及び提出場所 令和８
年５月13日12時00分 〒1128570 東京都文
京区後楽１４10 独立行政法人住宅金融
支援機構個人営業企画部営業企画グループ
齋藤・高橋 電話0358008448
 入札書の受領期限 令和８年５月15日16時
00分 なお、郵送による場合は書留郵便とし、
入札書の受領期限までに到着していること。
 開札の日時及び場所 令和８年５月18日11
時00分 当機構本店会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 入札に参加を希
望する者は、必要な証明書等を上記３の受
領期限までに上記３の提出場所に提出しな
ければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札（詳細は入札説明書に記載）
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 当機構の規定に基づい
て作成された予定価格の制限の範囲内で最低
価格をもって有効な入札を行った者を落札者
とする。ただし、落札者となるべき者の入札
価格によっては、その者により当該契約の内
容に適合した履行がなされないおそれがある
と認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち最低
の価格をもって入札した者を落札者とするこ
とがある。
 手続における交渉の有無 無
 電子入札システムの利用 電子入札システ
ムによる入札に参加する者は、所定の期限ま
でに入札書類データ（証明書等を含む。）を電
子入札システムにより提出しなければならな
い。
 その他 詳細は入札説明書による。

 Have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

for Offer of services, etc. by single qua‑

lification of services for every ministry

and agency in the fiscal year of 2025, 2026

and 2027 or have Grade A, B or C in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders for Offer of services, etc.

by J.H.F.A in the fiscal year of 2025, 2026

and 2027.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00, 13 May, 2026

 Time‑limit for tender : 16 : 00, 15 May,

2026

 Contact point for the notice : SHIMADA,

TSUJI, Contract Section, Accounting

Group, Office of Accounting, Finance and

Accounting Department, J.H.F.A 1410
Koraku, Bunkyo‑ku, Tokyo, 1128570, Ja‑
pan TEL 0358008053

 Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding system

https://www.jhf.go.jp/financial/tender/

index.html

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TOMURA Masayuki, Di‑

rector General of the Finance and Account‑

ing Department, Japan Housing Finance

Agency

２ 競争参加資格
 令和７・８・９年度環境省競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の製造」又は「物品
の販売」において、「Ａ」又は「Ｂ」の等級に
格付けされている者であること。
 国立研究開発法人国立環境研究所契約事務
取扱細則第５条の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助
人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者については、同条中、特別の理由
がある場合に該当する。
 国立研究開発法人国立環境研究所契約事務
取扱細則第６条の規定に該当しない者である
こと。

 契約者等から取引停止の措置を受けている
期間中の者でないこと。
 入札説明書において示す暴力団排除等に関
する誓約事項に誓約できる者であること。
 電子入札システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。

３ 入札書等の提出場所等
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
電子入札システムポータルサイト
https://www.nies.go.jp/osirase/chotatsu/

kokoku/e-bidding/index.html
〒3058506 茨城県つくば市小野川16２
国立研究開発法人国立環境研究所総務部会
計課契約第一係 松本 悠 電話029
8502321及び当研究所ＨＰ上
 入札説明書の交付方法 上記３の交付場
所にて交付する。
 提案書等の受領期限 令和８年５月１日17
時00分
 入札書の受領期限 令和８年５月25日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年５月26日15
時00分 国立研究開発法人国立環境研究所
研究本館Ⅱ１階 第１会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、提案書等を、本公告２
の競争参加資格を有することを証明する書
類を添付して、本公告３の受領期限までに
提出しなければならない。また、入札書を本
公告３の受領期限までに提出しなければな
らない。紙入札による場合は、入札書を封印
すること。入札者は、開札日の前日までの間
において、当所から当該書類に関し説明を求
められた場合は、それに応じなければならな
い。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日

国立研究開発法人国立環境研究所
理事長 木本 昌秀

◎調達機関番号 812 ◎所在地番号 08
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 調達件名及び数量 令和８年度ＧＯＳＡ
Ｔ２データ処理運用システム用計算機（第
９次導入） 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 茨城県つくば市小野川16２
国立研究開発法人国立環境研究所
 入札方法 上記１の件名に対し入札に付
する。落札決定に当たっては、入札書に記載
された金額に課税対象金額の10％に相当する
額を加算した金額（当該金額に１円未満の端
数があるときは、その端数金額を切り捨てる
ものとする。）をもって落札価格とするので、
入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額から課税額を除いた金額
を入札書に記載すること。
 電子入札システムの利用 本件は、入札等
を国立研究開発法人国立環境研究所電子入札
システムで行う対象案件である。なお、電子
入札システムによりがたい者は、発注者に書
面により申出のうえ、紙入札によることがで
きる。

 Classification of the services to be re‑

quired : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Implementation, Oparation, and

Maintenance of Regional cooperation man‑

agement system

 Fulfillment date : as in the tender do‑

cumentation

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 14 of J.H.F.As

Bylaw about procedures of tenders (De‑

tails described in the tender docu‑

mentation)
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 落札者の決定方法 本公告４に従い提案
書等及び入札書を提出した入札者であって、
本公告２の競争参加資格をすべて満たし、本
公告及び入札説明書において明らかにした性
能等の必要要件をすべて満たし、当該入札価
格が国立研究開発法人国立環境研究所契約事
務取扱細則第13条の規定に基づいて作成され
た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ
て有効な入札を行った入札者を落札者とす
る。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KIMOTO Masahide, Pre‑

sident, National Institute for Environ‑

mental Studies (NIES)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Servers and Facilities for

GOSAT‑2 Data Processing System (9th

Procurement) in FY 2026, 1 set

 Delivery period : 31, March, 2027

 Delivery place : National Institute for En‑

vironmental Studies (162 Onogawa, Tsu‑
kuba‑shi, Ibaraki, Japan)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 are classified as Grade A or B in terms

of the qualification in the categories of

Manufacturing of product or Sale of

product for participating in tenders by

Ministry of the Environment (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

in the fiscal years 2025, 2026 and 2027 :

 not come under Article 5 of Detailed

Rules concerning the Contract for NIES.

Furthermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause :

 not come under Article 6 of Detailed

Rules concerning the Contract for NIES :

 are not being suspended from transac‑

tions by the request of the officials in

charge of contract :

 pledge to excluding crime syndicates

and other illegal organization defined in

the bid manual :

 acquire the electric certificate in case

of using the electric bidding system

https://www.nies.go.jp/osirase/chotatsu/

kokoku/e-bidding/index.html
 Time limit of submission of proposals :

5 : 00 PM, 01, May, 2026

 Time limit of tender : 5 : 00 PM, 25, May,

2026

 Contact point for the notice :

MATSUMOTO Haruka, Accounting Of‑

fice, General Affairs Division, National In‑

stitute for Environmental Studies, 162
Onogawa, Tsukuba‑shi, Ibaraki, 3058506
Japan. TEL 0298502321

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日

契約等担当職 日本中央競馬会
小倉競馬場副場長 宇都 央枝

◎調達機関番号 236 ◎所在地番号 40
〇小倉第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 10
 購入等件名及び数量 優勝馬主賞品（純金
製品）の調達 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 入札説明書による。なお、入札
書に記載する金額は、消費税及び地方消費税
を含むものとする。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び参加資格等問い合
わせ先 〒8020841 北九州市小倉南区北方
４５１ 日本中央競馬会 小倉競馬場総
務課 093（962）3236（代表）
 入札説明会の日時及び場所 令和８年４月
９日10時00分 日本中央競馬会 小倉競馬場
事務所 ２階中会議室
 入札説明書の交付方法 入札説明会の際、
直接交付する。
 入札、開札の日時及び場所 令和８年５月
15日11時00分 日本中央競馬会 小倉競馬場
事務所 ２階中会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した入札参加資格
を持たない者の行った入札、及び入札に関す
る条件に違反した入札は無効とする。また、
落札者が落札決定から契約締結までの期間に
競争入札参加停止措置を受けた場合は、本入
札に関する一切を無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 入札説明書による。
 本入札に参加する者は予め「日本中央競馬
会物品等入札心得」を熟覧し、承諾したうえ
で入札しなければならない。

５ Summary

 Official in charge of contract : Hiroe Uto,

Deputy General Manager of Kokura Ra‑

cecourse of Japan Racing Association.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 10

 Nature and Quantity of the products to

be purchased : Original Gold Medal.

 Qualifications for the participating in the

tendering procedures : A, B, C, D

 Time limit of tender : By 11 : 00 15 May

2026.

 Contact point for the notice : General Af‑

fairs Section, Japan Racing Association,

Kokura Racecourse, 451, Kitagata,
Kokuraminami‑ku, Kitakyushu‑shi, Fuku‑

oka, 8020841, Japan TEL 0939623236

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年３月 24 日

分任支出負担行為担当官
宮内庁京都事務所長 武田 誠司

◎調達機関番号 008 ◎所在地番号 26
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 京都御所紫宸殿素屋根設置その他
工事
 工事場所 京都市上京区京都御苑（京都御
所内）
 工事内容 本工事は、京都御所紫宸殿桧皮
葺屋根葺替に伴い、重量鉄骨による素屋根設
置（スライド方式（可動方式））、紫宸殿十八
階段及び露台の取解などを行うものである。
【紫宸殿：木造平屋建 屋根桧皮葺 床面積
685】
Ⅰ 京都御所紫宸殿素屋根設置工事 一式
（鉄骨造平屋建 屋根鋼製折板葺 建築
面積：2824）
Ⅱ 京都御所紫宸殿十八階段取解工事 一
式（木造）
Ⅲ 京都御所露台取解工事 一式（木造平
屋建 屋根桧皮葺）
Ⅳ その他

 工期 契約締結日の翌日から令和11年５月
31日まで

２ 競争参加資格
 経営状態並びに信用状態が良好である者。
 業務の実行に必要な能力を有すると認めら
れる者。

 令和６～８年度日本中央競馬会「物品等の
調達に係る競争参加者資格及び等級格付け審
査基準」により、「契約の種類」が「物品の購
入契約」もしくは「物品の製造契約」、また
は令和７・８・９年度全省庁統一規格によ
り、「資格の種類」が「物品の販売」もしくは
「物品の製造」であり、いずれかに格付けさ
れている者。なお、競争参加資格を有しない
で入札に参加しようとする者は、入札書提出
期限までに競争参加資格が付与され、当該等
級に該当する場合のみ入札に参加できる。詳
細は下記ＵＲＬ参照のこと。
https://jra.jp/company/product/bid/

 本公告の日から開札日までの間に、本会ま
たは農林水産省の機関から競争入札参加停止
措置を受けている日が含まれていないこと。
 その他の条件については、入札説明書に記
載する。
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 本工事は、施工方法等の提案を受け付け、
価格以外の要素と価格を総合的に評価して落
札者を決定する総合評価落札方式（技術提案
評価型Ｓ型）の試行工事である。
なお、本案件は、賃上げを実施する企業及
びワーク・ライフ・バランス等を推進する企
業として法令に基づく認定を受けている企業
（ＷＬＢ推進企業）に対して総合評価におけ
る加点を行う工事である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 その他
 本工事は、「公共工事の入札及び契約の適
正化の促進に関する法律」（平成12年法律第
127号）に基づき工事費内訳明細書の提出
を義務付ける工事である。
 本工事は電子調達システム（政府電子調
達（ＧＥＰＳ）（https://www.p-portal.go.
jp/））対象調達案件である。
なお、当該システムによりがたい者は、
発注者に書面により申し出のうえ、紙入札
方式によることができる。

２ 競争参加資格
 次に掲げる条件を満たしている単体有資格
業者、又は次に掲げる条件を満たしている者
より構される特定建設工事共同企業体（以下
「特定ＪＶ」という。）であって、「競争参加者
の資格に関する公示」（令和８年３月24日付け
宮内庁京都事務所長）に示すところにより宮
内庁京都事務所長から「京都御所紫宸殿素屋
根設置その他工事」に係る特定ＪＶとしての
競争参加資格（以下「特定ＪＶとしての資格」
という。）の認定を受けている者であること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号（以下「予決令」という。））第70条
及び第71条の規定に該当しない者であるこ
と。
 内閣府における令和７、８年度の建設工
事競争参加資格の「建築一式」に係る一般
競争参加資格の認定を受けていること（会

社更生法（平成14年法律第154号）に基づ
き更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされて
いる者については、手続開始の決定後、内
閣府が別に定める手続きに基づく一般競争
参加資格の再認定を受けていること。）。
 内閣府競争参加資格の「建築一式」に係
る一般競争参加資格の認定の際に、客観的
事項（共通事項）について算定した点数（総
合審査数値）が単体有資格業者、特定ＪＶ
の代表者又は経常建設共同企業体（以下「経
常ＪＶ」という。）にあっては構成員のうち
の１者においては、1100点以上であるこ
と（上記の再認定を受けた者にあっては、
当該再認定の際に、総合審査数値が1100
点以上であること。）。特定ＪＶ又は経常Ｊ
Ｖのその他構成員にあっては、総合審査数
値が1000点以上であること。）。特定ＪＶ
又は経常ＪＶのその他構成員にあっては、
総合審査数値が1000点以上であること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（上記の再認定を受けた者を除く。）でな
いこと。
 単体有資格者にあっては、平成22年度以
降に元請として完成・引渡しが完了した下
記アの要件又はイ及びウの要件を満たす工
事の施工実績を有すること（いずれの場合
も、発注者は問わず、民間実績も可とする。
共同企業体構成員としての実績は、出資比
率が20％以上のものに限る。）。
特定ＪＶの代表者又は経常ＪＶにあって
は構成員のうち１者は、平成22年度以降に
元請として完成・引渡しが完了した下記ア
又はイの要件を満たす工事の施工実績を有
することとし、下記イの要件を満たす工事
の施工実績を選択する場合は、特定ＪＶ又
は経常ＪＶにおける構成員のうち１者は、
平成22年度以降に元請として完成・引渡し
が完了した下記ウの要件を満たす工事の施
工実績を有すること（いずれの場合も、発
注者は問わず、民間実績も可とする。共同

企業体構成員としての実績は、出資比率が
20％以上のものに限る。）。なお、特定ＪＶ
の代表者又は経常ＪＶにあっては構成員の
うち１者が、下記イ及びウの要件を満たす
工事の施工実績を有する場合は、その他構
成員の施工実績は求めないものとする。
ア 素屋根（重量鉄骨造）の設置が完了し
た工事の施工実績
イ 建築物の新築又は増築工事の施工実績
（重量鉄骨造、建築面積1400以上）
※１
ウ 歴史的建築物の保存修理工事等に伴う
素屋根（構造は問わない）の設置実績
※２
※１ 増築の場合は、増築部分の建築面積
で判断する

※２ ここでいう歴史的建築物とは以下の
ものを対象とする
１）文化財保護法第27条または同法第
182条第２項により指定を受けた歴史
的建築物
２）当所所管の歴史的建築物
３）「世界の文化遺産及び自然遺産の保
護に関する条約」（「世界遺産条約」）に
基づいて作成される「世界遺産一覧表」
に記載されている「文化遺産」のうち
歴史的建築物

 本工事に特定ＪＶ又は経常ＪＶとして申
請書及び資料を提出した場合、その構成員
は単体として申請書及び資料を提出するこ
とはできない。
 申請書及び資料の提出期限の日から開札
の時までの時期に、宮内庁長官官房主計課
長から宮内庁における工事請負契約等に係
る指名停止措置要領（平成13年12月４日付
け宮内主発第189号）に基づく指名停止を
受けていないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関
係又は人的関係がないこと（資本関係又は
人的関係がある者のすべてが共同企業体の
代表者以外の構成員である場合を除く。)
（入札説明書参照）。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずるものとし
て、宮内庁発注工事等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

 次に掲げる基準を満たす監理技術者又は主
任技術者を当該工事に専任で配置でき、いず
れも日本語が堪能（日本語通訳が確保できれ
ば可）であること。
 １級建築施工管理技士、一級建築士又は
これと同等以上の資格を有する者であるこ
と。ただし、特定ＪＶの代表者以外の構成
員については、２級建築施工管理技士（躯
体、仕上げの種別は除く。）又は二級建築士
以上の資格を有する者を配置するものとす
る。「１級建築施工管理技士、一級建築士と
同等以上の資格を有する者」とは、１級建
築施工管理技士又は一級建築士と同等以上
の能力を有するものと国土交通大臣が認め
た者とする。
 平成22年度以降に元請として完成・引渡
しが完了した下記ア、イ又はウの要件を満
たす工事（民間実績も可とする。）に従事し
た業務実績を有するものであること。（工事
における立場（監理（主任）技術者、現場
代理人、担当技術者のいずれか）は問わな
い。共同企業体構成員としての実績は、出
資比率が20％以上のものに限る。）。
ア 素屋根（重量鉄骨造）の設置が完了し
た工事
イ 重量鉄骨造による建築物の新築又は増
築工事
ウ 建築面積700以上の建築物の新築又
は増築工事 ※１、２
ただし、構造は以下のいずれかとする
１）鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）
２）鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）
３）鉄骨造（Ｓ造）
※１ 増築の場合は、増築部分の建築面積
で判断する

※２ ウの要件にて入札に参加を希望する
者は、申請書において、配置予定技術
者として申請する監理技術者を支援し
品質を確保する旨を誓約すること。
なお、本工事の受注者となった場合
は、監理技術者支援策を施工計画書等
に記載し提出すること。


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 配置予定技術者が監理技術者の場合は、
監理技術者資格者証及び監理技術者講習修
了証を有する者であること。
 単体有資格者は、上記２からの基
準を満たす監理技術者を当該工事に専任で
配置できること。
特定ＪＶにあっては代表者、経常ＪＶに
あっては構成員のうちの１者が、上記２
からの基準を満たす監理技術者を当該
工事に専任で配置できるとともに、その他
の構成員も上記２の基準を満たす主任
技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
なお、配置予定技術者（及びその他構成
員の配置予定技術者）については、直接的
かつ恒常的な雇用関係（申請書及び資料の
提出期限以前に３ヶ月以上の雇用関係）が
あること。

３ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法 入札参加者は、「価格」、
「技術提案」、「賃上げの実施に関する評価」
及び「ワーク・ライフ・バランス等の推進に
関する評価」をもって入札を行い、次のアか
らウの要件に該当する者のうち、下記に
よって得られる数値（以下「評価値」という。）
の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき評価値の最も高
い者が２者以上あるときは、くじにより落札
者を決定する。
なお、入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなるおそれがあって著しく不適当
であると認められるときは、次のア、イ及び
ウの要件に該当する入札をした他の者のう
ち、評価値が最も高い者を落札者とすること
がある。
ア 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の範囲内であるこ
と。
イ 評価値が、標準点を予定価格で除した数
値（基準評価値）に対して下回らないこと。
ウ 技術提案の内容が適正であること。

 総合評価の方法 総合評価は、「標準点」
（100点）、「加算点」（技術提案：最高50点）、
（賃上げの実施に関する評価：３点）、（ワー
ク・ライフ・バランス等の推進に関する評
価：１点）の合計を入札価格で除して得られ
る数値（評価値）をもって行う。
当該工事について入札説明書に記載された
要求要件を実現できると認められる場合に
は、標準点100点を与える。
技術提案に係る「加算点」については、次
の提案内容についての評価点（最高各25点）
の合計に対し、「技術提案に関するヒアリン
グ」を実施のうえ、技術提案に対する理解度
を項目ごとに評価し、各段階の配点を乗じた
数値を付与する。
（技術提案内容）
 既存建築物・樹木・作業者等に対する安
全確保に関する提案（最大５項目とし最高
25点を付与する。）
 参観者、御苑利用者に対する安全確保及
び利便性の向上（景観配慮、騒音・振動・
粉塵、資材搬入等の対策）に関する提案（最
大５項目とし最高25点を付与する。）

 技術提案に記載された内容については、受
注者の責により評価内容が履行されていない
場合は、契約違反行為に該当することから、
指名停止等の措置を講じることがある。
 賃上げの実施に関する評価については、予
定価格の制限の範囲内の入札参加者のうち、
賃上げの実施を表明し、評価基準を満たした
企業等に対し、加算点を与える。なお、賃上
げの実施を表明しない場合、又は表明内容が
評価基準を満たしていない場合は加算点を与
えないとする。
賃上げの実施に関する評価について加算点
を与えた場合に、受注者の事業年度等が終了
した後、実施の確認を行った結果、実施を確
認するための書類が提出されない場合、表明
書に記載した賃上げ基準に達していない場
合、本制度の趣旨を意図的に逸脱していると
判断された場合は、別途、宮内庁が通知する
減点措置の開始の日から１年間に政府調達の
総合評価落札方式による入札公告が行われる
調達に参加する場合、本取組により加点する
割合よりも大きな割合の減点を行う。

 ワーク・ライフ・バランス等の推進に関す
る評価については、次に掲げるいずれかの認
定を受けている場合に評価する。
ア）女性活躍推進法に基づく認定等（プラチ
ナえるぼし・えるぼし認定企業等）
イ）次世代法に基づく認定（プラチナくるみ
ん・くるみん（令和７年４月１日以降の基
準）・くるみん（令和４年４月１日～令和
７年３月31日までの基準）・くるみん（平
成29年４月１日～令和４年３月31日までの
基準）・くるみん（平成29年３月31日まで
の基準）・トライくるみん（令和７年４月
１日以降の基準）・トライくるみん（令和
４年４月１日～令和７年３月31日までの基
準）認定企業）
ウ）若者雇用促進法に基づく認定（ユース
エール認定企業）

 その他具体的な内容等については入札説明
書による。

４ 入札手続等
 担当係 〒6028611 京都市上京区京都御
苑３番 宮内庁京都事務所庶務課会計係 電
話：0752111211 内線：137
Ｅメール：kyo.kaikei@kunaicho.go.jp
 入札説明書等の交付期間、場所及び方法
 交付期間 令和８年３月24日から同年５
月１日までの土曜日、日曜日及び祝日等（行
政機関の休日に関する法律（昭和63年法律
第91号）第１条に規定する行政機関の休日
（以下「休日」という。））を除く毎日、午
前10時から午後５時まで。ただし、正午か
ら午後１時までの間を除く。
 交付場所 上記４担当係。資料交付希
望の場合は、事前に４担当係へ連絡する
こと。
 交付方法 交付の際は、資格審査結果通
知書の写しを提出すること。

 申請書及び資料（技術提案を含む）の提出
期間、場所及び方法
 提出期間 令和８年３月24日から同年５
月１日まで（行政機関の休日を除く。）の毎
日、午前10時から午後５時まで。ただし、
正午から午後１時までの間を除く。
 提出場所 ４に同じ。

 提出方法 申請書及び資料の提出は、電
子調達システムにより行うこと。ただし、
全ファイル合計が50ＭＢを超える場合は、
申請書のみを電子調達システムにより提出
し、申請書及び資料の全部を持参、郵送（書
留郵便に限る。提出期間内必着。）又は託送
（書留郵便と同等のものに限る。提出期間
内必着。）（以下「郵送等」という。）により
提出する。詳細は入札説明書による。
なお、紙入札方式による場合は、持参、
郵送等により提出すること。

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
 提出期間 令和８年６月16日から令和８
年７月２日までの休日を除く毎日、午前10
時から午後５時まで（最終日は入札書受付
締切時刻である正午まで）。
 提出先 ４に同じ
 提出方法 持参、郵送等により提出する
こと。

 入札及び開札の日時並びに場所等
 入札日時 令和８年６月16日から令和８
年７月２日正午まで。
 入札場所 ４に同じ。（紙入札の場合）
 開札日時 令和８年７月３日午前10時
 開札場所 宮内庁京都事務所会議室又は
電子調達システム
 入札方法 電子入札の場合は、電子調達
システムに基づくものとする。紙入札の場
合は、持参、郵送等により提出すること。

５ その他
 手続において使用する言語及び通貨は、日
本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行京都支店）。ただし、利付国債の提
供又は銀行等の保証をもって入札保証金の
納付に代えることができる。また、入札保
証保険契約の締結を行い又は契約保証の予
約を受けた場合は、入札保証金を免除する。
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行京都支店）。ただし、利付国債の提
供又は金融機関若しくは保証事業会社の保
証をもって契約保証金の納付に代えること
ができる。また、公共工事履行保証証券に
よる保証を付し、若しくは、履行保証保険
契約の締結を行った場合は、契約保証金を
免除する。
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 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法 上記３に定める評価
値の最も高い者を落札者とする。ただし、落
札者となるべき者の入札価格によっては、そ
の者により当該契約の内容に適合した履行が
なされないおそれがあると認められるとき又
はその者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し
く不適当であると認められるときは、予定価
格の制限の範囲内で発注者の定める最低限の
要求要件を不適当であると認められるとき
は、予定価格の制限の範囲内で発注者の定め
る最低限の要求要件を全て満たして入札した
他の者のうち、評価値の最も高い者を落札者
とすることがある。
 評価内容の担保 実際の施工に際しては、
技術資料に記載した施工方法により施工し、
技術提案書に記載した提案内容を満たす施工
を行うものとする。受注者の責により提案内
容を満たす施工が行われない場合は、再度の
施工を行う。再度の施工が困難あるいは合理
的でない場合は契約金額の減額等を行う。
 入札結果保留に伴う調査への協力義務 予
決令第85条の基準を下回った入札があった場
合、入札参加者は当庁の行う事情聴取等の調
査に協力しなければならない。
 専任の監理技術者の配置が義務付けられて
いる工事において、低入札価格調査基準価格
を下回った価格をもって契約する場合におい
ては、監理技術者とは別に監理技術者と同一
の資格を満たす技術者の配置を求めることが
ある。（詳細は入札説明書による。）
 配置予定の主任技術者又は監理技術者との
雇用関係の確認を求めることがある。（詳細は
入札説明書による。）
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。

 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 特定ＪＶとしての資格の認定及び一般競争
参加資格の認定を受けていない者の参加 上
記２に掲げる一般競争参加資格の認定を受
けていない者も、上記４により申請書及び
資料を提出することができるが、競争に参加
するためには、開札の時において、当該資格
の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を
受けていなければならない。
 本工事の契約締結日は、令和８年度予算が
成立した日以降とする。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Seiji Takeda, Director

General of Kyoto Office of Imperial House‑

hold Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion of scaffolding and a temporary roof for

the restoration of the Shishinden Building,

Kyoto Imperial Palace, and other related

works

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualifycation : 5 : 00 P.M. 1 May 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

brought along : 12 : 00 P.M. (noon) 2 July

2026

 Contact point for tender documentation :

Accounting Division of Kyoto Office of

Imperial Household Agency, 3, Kyotogyoen

National Garden, Kamigyo‑ku, Kyoto‑city,

6028611 Japan TEL 0752111211 (Ex.
137)

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
本工事は、電子契約システム対象案件である。
令和８年３月 24 日
支出負担行為担当官
関東地方整備局副局長 森 信哉

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 14
〇第８号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 令和８年度 東京国際空港旧整備
場地区エプロン舗装等工事（電子入札対象案
件）（電子契約対象案件）
 工事場所 東京都大田区羽田空港 東京国
際空港内
 工事内容 本工事は、東京国際空港旧整備
場地区において、構造物撤去工、空港土工、
空港舗装工、路面排水工、飛行場標識工、付
帯施設工、仮設工、調査工の施工を行うもの
である。
 工期 契約締結日から令和９年２月26日ま
で
 本工事は、入札時に「技術提案（工事全般
の施工計画）」を求め、価格と価格以外の要素
を総合的に評価して落札者を決定する総合評
価落札方式の試行工事である。また、品質確
保のための体制その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式の試行工事である。ま
た、本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事で
ある。
 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。ただし、電
子入札システムによりがたいものは、発注者
の承諾を得て紙入札方式に代えるものとす
る。また、紙入札方式の承諾に関しては、関
東地方整備局総務部経理調達課に承諾願を提
出するものとする。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えるものとする。また、紙契約方式の
承諾に関しては、関東地方整備局総務部経理
調達課に承諾願を提出するものとする。
 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下、
「申請書」という。）を提出した者に対し、見
積参考資料（金抜き設計書）を開示する工事
である。

 本工事の完成時の工事成績評定の結果が65
点未満であった場合、当該工事成績評定通知
の通知月から起算して１年間に行われる関東
地方整備局（港湾空港関係）の発注する工事
の入札において、総合評価落札方式の評価点
等を減じる試行対象工事である。ただし、事
故減点は原則適用外とする。
 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する場合においては、入札日から
過去２年以内に70点未満の工事成績評定を通
知された関東地方整備局（港湾空港関係）が
発注し完成した工事がある者に対して、現場
代理人と監理技術者の兼務を認めないことと
する試行対象工事である。（詳細は入札説明書
による。）
 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して実施する工事完成
後の工事コスト調査において、工事コスト調
査結果の内容と、低入札価格調査時の重点調
査の内容が著しく乖離した場合においては、
施工体制台帳の確認やヒアリング等を実施
し、乖離理由を検討したうえで、場合によっ
ては工事成績評定を減じる試行対象工事であ
る。
 本工事は、主任（監理）技術者や現場代理
人として施工経験を有さない技術者（主任（監
理）技術者等未経験者）を定期的に指導する
経験豊富な技術者（技術指導者）を配置でき
る「主任（監理）技術者等未経験者育成型（工
事）」の工事である。（詳細は入札説明書によ
る。）
 本工事は、「主任（監理）技術者等未経験の
技術者を配置」、「快適な職場環境の整備」及
び「担い手育成活動を実施」について工事成
績評定で評価する工事である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、中間前金払に代わり、出来高に
応じた部分払を選択することができる「出来
高部分払方式」の対象工事である。


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 本工事は、契約締結後、総価契約の内訳と
して、単価等について合意を行う「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。
なお、本方式の実施にあたっては、単価等
を個別に合意する方式（「個別合意方式」とい
う。）を基本とするが、受注者の希望により、
単価を一括的に合意する方式（「一括合意方
式」という。）も可能とする。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。
 本 工 事 は、 国 土 交 通 省 が 提 唱 す る
i‑Constructionに基づき、ＩＣＴの全面的活
用を図るため、起工測量、設計図書の照査、
施工、出来形管理、検査及び工事完成図や施
工管理の記録及び関係書類について３次元
データを活用するＩＣＴ活用工事（発注者指
定型）である。
 本 工 事 は、 国 土 交 通 省 が 提 唱 す る
i‑Constructionの取組において、ＢＩＭ／Ｃ
ＩＭ（Building／Construction Information
Modeling, Management）を適用することで、
調査・測量・設計・施工・維持管理等の建設
事業の各段階に携わる受発注者のデータ活
用・共有を容易にし、建設事業全体における
一連の建設生産・管理システムの効率化を図
ることを目的とするＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事
（発注者指定型）である。
 本工事は、工事期間中の真夏日の日数に応
じて、熱中症対策に資する現場管理費の補正
を行う試行工事である。
 本工事は、港湾建設業等における労働賃金
改善に関する取組みを促進するための「労務
費見積り尊重宣言」促進モデルの試行工事で
ある。
 本工事は、契約締結後に「積算の内訳」を
示す資料を公表する工事である。「積算の内
訳」については、契約後に適宜、次の場所で
公表する。
関東地方整備局港湾空港部ホームページ
「発注情報→３．公表資料→入札結果等の公
表（工事案件）」
https://www.pa.ktr.mlit.go.jp/kyoku/bid/

07kouzi.html

 本工事は、建設キャリアアップシステム活
用モデル工事の試行対象工事である。試行内
容の詳細は、特記仕様書によることとする。

 本工事は、競争参加資格通知時に発注者が
想定している概略工程表を開示する工事であ
る。
 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等を
推進する企業として法令に基づく認定を受け
た企業その他これに準ずる企業等を評価する
工事である。
 本工事は、契約変更手続きの透明性を確保
するため、第三者による適正性をチェックす
る試行工事である。
 本工事は、受注者の協力の下、下請業者へ
の賃金の支払いや適正な労働時間確保に関
し、賃金・労働時間・労務費の実態を調査す
る試行工事（受注者希望方式）である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体又は単体有資格
業者であること。
なお、特定建設工事共同企業体として競争に
参加する場合は、別に公示する特定建設工事共
同企業体の資格決定を受けていること。
 予算決算及び会計令（以下、「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 関東地方整備局（港湾空港関係）における
令和７・８年度一般競争参加資格業者のうち
空港等舗装工事の資格決定を受けている者で
あること
 関東地方整備局（港湾空港関係）における
令和７・８年度一般競争参加資格業者のうち
空港等舗装工事の資格決定の際に算定した客
観点数が、1050点以上の者であること。（会
社更生法（昭和14年法律第154号）に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者に
ついては手続開始の決定後関東地方整備局副
局長が別に定める手続きに基づく一般競争参
加資格の再審査の際に算定した当該空港等舗
装工事における客観点数が1050点以上であ
ること。）
 特定建設工事共同企業体の代表者又は単
体有資格業者にあっては、平成22年４月１
日以降に元請けとして、完成・引渡しの完
了した下記の施工実績を有する者であるこ
と。（共同企業体の構成員としての施工実績

は、出資比率20％以上であること。ただし
乙型共同企業体の同種工事の施工実績につ
いては、出資比率にかかわらず各構成員が
施工を行った分担工事の実績であること。）
また、経常建設共同企業体である場合は、
すべての構成員に下記の施工実績を有する
こと。
同種工事）
ア）航空機離着陸回数10万回／年以上※１の
供用中の空港※２において、空港土木施
設※３を施工した工事
イ）表層面積9000以上のコンクリート
舗装工を施工した工事
※１ 航空機離着陸回数10万回／年以上と
は、工事実績のある当該年の年間離着
陸回数とする。ただし、令和２年以降
の工事実績においては、令和元年の航
空機離着陸回数とする。

※２ 空港とは、空港法（昭和三十一年法
律第八十号）第二条に規定する空港を
いう。なお、法附則第二条第一項の法
令で定める飛行場（共用空港）は含ま
れるものとする。

※３ 空港土木施設とは、滑走路、誘導路、
エプロン、着陸帯、道路、駐車場、Ｇ
ＳＥ通行帯・置場、共同溝、空港用地
（のり面、排水施設、護岸）、橋梁、
鉄道とする。
上記ア）、イ）は別件でもよいものとす
るが、全ての実績を有すること。
なお、当該施工実績が地方整備局（港湾
空港関係）の発注した工事に係る施工実績
である場合にあっては、請負工事成績評定
要領（平成21年３月31日付け国港技第105
号の２）第５条第２項に規定する工事成績
評定表の評定点合計（以下、「工事成績評定
点」という。）が入札説明書に示す点数未満
であるものを除く。
 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、平成22年４月１日以降
に元請けとして、完成・引渡しの完了した
下記の施工実績を有する者であること。（共
同企業体の構成員としての施工実績は、出
資比率20％以上であること。ただし乙型共

同企業体の同種工事の施工実績について
は、出資比率にかかわらず各構成員が施工
を行った分担工事の実績であること。）
同種工事）
ア）供用中の空港※２において、空港土木施
設※３を施工した工事
イ）コンクリート舗装工を施工した工事
※２ 空港とは、空港法（昭和三十一年法
律第八十号）第二条に規定する空港を
いう。なお、法附則第二条第一項の法
令で定める飛行場（共用空港）は含ま
れるものとする。

※３ 空港土木施設とは、滑走路、誘導路、
エプロン、着陸帯、道路、駐車場、Ｇ
ＳＥ通行帯・置場、共同溝、空港用地
（のり面、排水施設、護岸）、橋梁、
鉄道とする。
上記ア）、イ）は別件でもよいものとす
るが、全ての実績を有すること。
なお、当該施工実績が地方整備局（港湾
空港関係）の発注した工事に係る施工実績
である場合にあっては、工事成績評定点が
入札説明書に示す点数未満であるものを除
く。

 特定建設工事共同企業体の代表者又は単体
有資格業者にあっては、次に掲げる基準を満
たす主任技術者又は監理技術者を本工事に専
任で配置できる者であること。
 １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。（詳細は入
札説明書による。）
 特定建設工事共同企業体の代表者又は単
体有資格業者にあっては、１人の者が、平
成22年４月１日以降に元請けとして、完
成・引渡しの完了した下記に掲げる工事の
施工経験を有する者であること。（共同企業
体の構成員としての施工経験は、出資比率
20％以上であること。ただし乙型共同企業
体の同種工事の施工経験については、出資
比率にかかわらず各構成員が施工を行った
分担工事の経験であること。）
なお、競争参加者が甲型特定建設工事共
同企業体である場合は、代表者以外の構成
員について、主任（監理）技術者の工事の
施工経験は求めない。
また、経常建設共同企業体である場合は、
構成員のうち１社の主任（監理）技術者が
下記の施工経験を有していればよい。





令
和

年

月


日
火
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第


号
)

官
報

ただし、上記の期間に労働基準法第65条
第１項又は第２項の規定による産前・産後
休業、育児休業、介護休業等育児又は家族
介護を行う労働者の福祉に関する法律第２
条第１項第１号又は第２号の規定による育
児休業及び介護休業（以下、「産前・産後休
業等」という。）を取得した場合は、産前・
産後休業等期間に相当する期間を実績とし
て求める期間に加えることができる。産
前・産後休業等期間を加える場合は、産
前・産後休業等期間を確認できる資料を添
付することとし、添付がない場合は追加期
間を加えないこととする。
同種工事）
ア）供用中の空港※２において、空港土木施
設※３を施工した工事
イ）コンクリート舗装工を施工した工事
※２ 空港とは、空港法（昭和三十一年法
律第八十号）第二条に規定する空港を
いう。なお、法附則第二条第一項の法
令で定める飛行場（共用空港）は含ま
れるものとする。

※３ 空港土木施設とは、滑走路、誘導路、
エプロン、着陸帯、道路、駐車場、Ｇ
ＳＥ通行帯・置場、共同溝、空港用地
（のり面、排水施設、護岸）、橋梁、
鉄道とする。
上記ア）、イ）は別件でもよいものとす
るが、全ての実績を有すること。
また、当該施工経験が地方整備局（港湾
空港関係）の発注した工事に係る施工経験
である場合にあっては、工事成績評定点が
入札説明書に示す点数未満であるものを除
く。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
 配置予定技術者にあっては、直接的かつ
恒常的な雇用関係が必要であるので、その
旨を明示することができる資料を求めるこ
とがあり、その明示がなされない場合は入
札に参加できないことがある。

 配置予定の主任（監理）技術者の他に技術
指導者（現場代理人又は担当技術者として配
置）を配置する場合は、緊急時に的確かつ迅
速に対応し、不測の事態に対しても臨機に対

応できるものとして、次に掲げるから全
ての条件を満足する者を専任（他の工事現場
に係る職務を兼務せず、常時継続的に本工事
に係る職務にのみ従事）で配置すること。た
だし、技術指導者を含む複数の者が指導を行
うことを妨げない。
 に掲げる主任（監理）技術者に求める
要件をすべて満たすこと。
 別件工事で専任配置されていないこと。
 定期的に配置予定主任（監理）技術者の
指導を現場にて行うこと（１回／週程度）
※技術指導者を配置する場合の配置予定主
任（監理）技術者等未経験者に求める競
争参加資格要件は、に掲げる主任（監
理）技術者に求める要件のうち施工経験
は求めない。また、配置予定主任（監理）
技術者がに掲げる同種工事の施工経験
を有する場合、技術指導者を配置するこ
とはできない。

 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある者でないこと。
 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、関東地方整備局から「地方
整備局（港湾空港関係）所掌の工事請負契約
に係る指名停止等の措置要領」（昭和59年３月
31日付け港管第927号）に基づく指名停止を
受けていない者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再決定を受けた者を除く。）でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。（入札説明書参照）
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省が行う公共事業等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者でな
いこと。
 「技術提案（工事全般の施工計画）」が適正
であること。

３ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法 入札参加者は「価格」、
「技術提案（工事全般の施工計画）」、「ワー
ク・ライフ・バランス等を推進する企業の評
価」、「賃上げの実施に関する評価」及び「施

工体制」をもって入札に参加し、次の、
の要件に該当する者のうち、の総合評価の
方法によって得られた数値（以下、「評価値」
という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされない恐れがあると認めら
れるとき、又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなる恐れが
あって著しく不適当であると認められるとき
は、予定価格の制限の範囲で発注者の定める
最低限の要求要件を全て満たして入札した他
の者のうち、評価値が最も高い者を落札者と
することがある。なお、評価値の最も高い者
が２人以上あるときは、くじにより落札者を
決定する。なお、落札者となるべき者の入札
価格が予決令第85条に基づく調査基準価格を
下回る場合は、入札説明書に示す予決令第86
条の調査を行うものとする。
 入札価格が予定価格の制限の範囲内であ
ること。
 評価値が、標準点を予定価格で除した数
値（「基準評価値」という。）に対して下回ら
ないこと。

 総合評価の方法
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は、評価値（入札参加者毎に、下記及
びにより与えられる「標準点」、「加算点」
及び「施工体制評価点」の合計を、当該入
札参加者の入札価格で除して得た数値）を
もって行う。
 「標準点」を100点とし、「施工体制評価
点」の最高点を30点、及び「加算点」の最
高点を65点とする。
 「標準点」は、入札説明書等に記載され
た要求要件（標準案）を実現できると認め
られる場合に100点を与える。
 「加算点」は、予定価格の制限の範囲内
の価格で申込みをした入札参加者につい
て、下記、、の評価項目毎に評価を
行った結果、得られた「評価点の合計値」
を「加算点」として与える。

また、「施工体制評価点」は次のの項目
を評価して与える。なお、「施工体制評価点」
の低い者に対しては「加算点」を減じる場
合がある。
 技術提案（工事全般の施工計画）
 ワーク・ライフ・バランス等を推進す
る企業の評価
 賃上げの実施に関する評価
 施工体制（施工体制評価点）

 評価の基準 、、、の評価項
目の詳細は入札説明書による。

４ 入札手続等
 担当部局 〒2318436 横浜市中区北仲通
５57横浜第２合同庁舎15階 関東地方整備
局総務部経理調達課契約管理係 野口 錠二
電話0452117413

 入札説明書の配付期間及び配布方法 入札
参加希望者には、次の方法で入札説明書等を
配付する。
 入札情報サービスアドレス

https://www.pas.ysk.nilim.go.jp/

「工事検索・入札公告等→入札公告等・工
事検索条件指定→検索」

 上記によりがたい場合は次の場所で配付
する。
〒2318436 横浜市中区北仲通５57横
浜第２合同庁舎15階 関東地方整備局総務
部経理調達課 電話0452117413
配付期間：令和８年３月24日から令和８
年６月23日までの土曜日、日曜日及び祝日
を除く毎日、９時30分から18時00分まで。
（最終日は入札書受付締切予定時刻である
14時00分）

 申請書及び資料の提出期間、提出先及び提
出方法
提出方法：申請書および資料は、電子入札
システムにより提出すること。ただし、発注
者の承諾を得た場合は、紙により持参又は郵
送等すること。なお、電子入札システムにお
ける資料の受付票は、資料の受信を確認した
ものであり、資料内容を確認したものではな
い。
提出期間：令和８年３月24日から令和８年
４月24日までの土曜日、日曜日及び祝日を除
く毎日、９時00分から18時00分まで。ただし、
最終日は12時00分まで。


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発注者の承諾を得て持参又は郵送等（書留
郵便等の配達の記録が残るものに限る。以下、
「郵送等」という。）する場合の受付時間は９
時30分から18時00分まで。ただし、最終日は
12時00分まで。
紙により持参又は郵送する場合の提出先：
上記に同じ。
 入札、開札の日時及び場所並びに入札書の
提出方法 入札書は、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、発注者の承諾を得
た場合は、紙により持参又は入札書の提出期
限までに必着で郵送等すること。
入札書の提出期限：令和８年６月23日14時
00分。
紙により持参又は郵送する場合の提出先：
〒2318436 横浜市中区北仲通５57横浜第
２合同庁舎15階 関東地方整備局総務部経理
調達課調達係 電話0452117413
開札日時：令和８年６月29日９時40分
開札場所：関東地方整備局入札室

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法 令和８年５月15日から令
和８年６月23日14時00分まで（利付国債の提
供の場合は令和８年６月９日まで）
〒2318436 横浜市中区北仲通５57横浜
第２合同庁舎15階 関東地方整備局総務部経
理調達課 電話0452117413
持参又は郵送等により提出すること。

５ その他
 手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行横浜中代理店（横浜銀行本店））。た
だし、利付国債の提供（取扱官庁 関東地
方整備局）又は銀行等の保証（取扱官庁
関東地方整備局）をもって入札保証金の納
付に代えることができる。また、入札保証
保険契約の締結を行い、又は契約保証の予
約を受けた場合は、入札保証金を免除する。
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行横浜中代理店（横浜銀行本店））ただ
し、利付国債の提供（取扱官庁 関東地方
整備局）又は金融機関若しくは保証事業会

社の保証（取扱官庁 関東地方整備局）を
もって契約保証金の納付に代えることがで
きる。また、公共工事履行保証証券による
保証を付し、又は履行保証保険契約の締結
を行った場合は、契約保証金の納付を免除
する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 配置予定主任（監理）技術者の確認 落札
決定後、工事実績情報システム等により配置
予定の主任（監理）技術者又は技術指導者の
専任制違反の事実が確認された場合には、契
約を結ばないことがある。なお、工事着手日
１週間前を過ぎた日以降は、死亡、傷病、出
産、育児、介護、退職等の場合のほか、次の
からに掲げる場合でやむを得ないとして
承認された場合の外は、技術者の変更は認め
られない。
 受注者の責によらない契約事項の変更に
伴う場合
 工場から現地へ工事の現場が移行する場
合
 工事工程上技術者の交代が合理的な場合
上記の事由によりやむを得ず配置技術者を
変更する場合は、２又は２に掲げる基準
を満たし、かつ当初の配置予定技術者と同等
以上かつ受発注者の協議において、工事の継
続性、品質確保等に支障を生じさせる恐れが
ないと認められる者を配置しなければならな
い。
また、申請した技術者を変更する場合は、
契約日から工事着手日１週間前までに変更可
能な他の技術者に係る申請書を提出し審査を
受けなければならない。工事着手日１週間前
を過ぎた日以降に交代する事由が生じた場合
は、随時、同様の申請書を提出すること。審
査の結果、不適合となった場合は変更できな
い。
 契約締結後のＶＥ提案等の技術提案 契約
締結後、受注者は、設計図書に定める工事目
的物の機能、性能等を低下させることなく請
負代金額の低減を可能とする工事材料、施工
方法等に係る設計図書の変更について、発注

者に提案することができる。提案が採用され
た場合には、設計図書を変更し、必要がある
と認められる場合には請負代金額の変更を行
うものとする。詳細は特記仕様書等による。
 専任の監理技術者の配置が義務づけられて
いる工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、監理
技術者とは別に同等の要件を満たす技術者の
配置を求めることがある（入札説明書参照）。
 手続きにおける交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の決定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の決定を受けていない者も上記４により申
請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、開札の時において当
該一般競争参加資格の決定を受け、かつ、競
争参加資格の確認を受けていなければならな
い。
当該一般競争参加資格の決定に係る申請

は、当該者（当該者が経常建設共同企業体で
ある場合においては、その代表者。）の「競争
参加者の資格に関する公示」（令和６年10月１
日付国土交通省東北地方整備局副局長他７者
公示）別記に掲げる本店所在地（日本国内に
本店がない場合においては、日本国内の主た
る営業所の所在地。以下同じ）の区分に応じ、
同別記に定める提出場所において、随時受け
付ける。
 「工事全般の施工計画」の採否については、
競争参加資格の確認の通知と併せて通知する
ものとし、当該提案に基づく入札を行うこと
を条件とし、これに違反した入札は無効とす
る。
 上記２の施工実績が「国土交通省地方整
備局（港湾空港関係）」における場合において、
当該施工実績が当該者のものと確認されない
場合は、当該者の施工実績として認めない。
ここでいう、当該者のものと確認できない場
合とは、合併及び会社分割等における「一般

競争（指名競争）入札参加資格の再決定（又
は新規の決定）」を受けていない事、若しくは、
再決定（又は新規の決定）時に実績として承
継が認められていない場合を指す。
 入札書（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。
 資料のヒアリングは、必要に応じて行うも
のとし、その場合の日時・場所等必要事項は
別途通知する。
 申請書及び資料作成に関する説明会は実施
しない。
 本工事に係る開札及び契約締結は、当該工
事に係る令和８年度予算が成立し、予算示達
がなされることを条件に行うものである。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Mori Shinya Vice Di‑

rector‑General Kanto Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Pave‑

ment construction of the apron and others

at Former Aircraft Maintenance Area in

Tokyo International Airport, 1 set

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 24 April 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 14 : 00 23

June 2026 (tenders brought or submitted by

mail : 14 : 00 23 June 2026)

 Contact point for tender documentation :

Noguchi Joji, Accounting and Procurement

Division, General Affairs Department,

Kanto Regional Development Bureau, Min‑

istry of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism ; 557 Kitanakadori, Naka‑ku,
Yokohama‑city, Kanagawa‑pref 2318436
Japan TEL 0452117413
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入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本入札公告に記載の工事は、申請期間中に特定
の配置予定技術者が拘束されることを緩和するた
め、配置予定技術者の資格等に関する資料を入札
期限までに提出し、配置予定技術者に対する要件
が満足しているか審査を行う。なお、要件を満た
していない場合はその企業の入札を無効とする。
本工事は、令和８年度予算が成立し、支出負担
行為計画示達がなされることを条件とした入札で
あり、予算成立の事情により本工事の入札期限・
開札日時を変更する場合や取りやめる場合があ
る。
令和８年３月 24 日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 齋藤 博之

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ８大和北道路専用部高架橋（Ｐ
38他）下部工事（電子入札対象案件）（電子契
約対象案件）
 工事場所
（自）奈良県大和郡山市下三橋町地先
（至）奈良県大和郡山市美濃庄町地先
 工事内容 工事延長 Ｌ＝3424ｍ、橋梁
下部ＲＣ橋脚工（Ｈ＝133～138ｍ）４基
基礎工（場所打ち杭φ1200、Ｌ＝270～335
ｍ）68本、道路改良（車線切り回し）１式、
舗装工１式、仮設工１式
 工期 契約締結日の翌日から令和11年２月
28日までの期間の中で落札者が設定した実工
事期間。
但し、指定部分に係わる工期については
切り廻し道路（車道部）：令和９年６月28日
まで
切り廻し道路（歩道部）：令和９年９月21日
までとする。

 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下
「申請書」という。）及び競争参加資格確認資
料（以下「資料」という。）の提出及び入札を
電子入札システムで行う対象工事である。

なお、電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代える
ものとする。
 総価契約単価合意方式の適用
１）本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。
２）本方式の実施方式としては、
イ）単価個別合意方式（工事数量総括表の
細別の単価（一式の場合は金額。下記ロ）
において同じ。）のそれぞれを算出した上
で、当該単価について合意する方式）
ロ）包括的単価個別合意方式（工事数量総
括表の細別の単価に請負代金比率を乗じ
て得た各金額について合意する方式）
があり、受注者が選択するものとする。
ただし、受注者が単価個別合意方式を選
択した場合において、上記１）の協議の開
始の日から14日以内に協議が整わないとき
は、包括的単価個別合意方式を適用するも
のとする。
３）受注者は、「包括的単価個別合意方式」を
選択したときは、契約締結後14日以内に、
契約担当課が契約締結後に送付する「包括
的単価個別合意方式希望書」に、必要事項
を記載の上、当該契約担当課に提出するも
のとする。
４）その他本方式の実施手続は、「総価契約単
価合意方式実施要領」及び「総価契約単価
合意方式実施要領の解説」によるものとす
る。

 本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭを導入すること
により、ＩＣＴの全面的活用を推進し、ＢＩ
Ｍ／ＣＩＭモデルの活用による建設生産・管
理システム全体の課題解決及び業務効率化を
図ることを目的とするＢＩＭ／ＣＩＭ適用工
事（発注者指定型）である。
 本工事は、ＩＣＴ技術の全面的活用を図る
ため、起工測量、設計図書の照査、施工、出
来形管理、検査及び工事完成図や施工管理の
記録及び関係書類について３次元データを活
用するＩＣＴ活用工事の対象工事（発注者指
定型【土工】）である。

 本工事は、ＩＣＴ技術の全面的活用を図る
ため、受注者の提案・協議により、起工測量、
設計図書の照査、施工、出来形管理、検査及
び工事完成図や施工管理の記録及び関係書類
について３次元データを活用するＩＣＴ活用
工事の対象工事（施工者希望Ⅱ型【構造物工
（橋脚・橋台）】【基礎工】）である。
 本工事は、工事実施にあたって不足する下
請け等の技術者や技能者等を、通常考える工
事実施地域外から広域的に確保せざるを得な
い場合に、「共通仮設費（率分）のうち営繕費」
及び「現場管理費のうち労務管理費」の一部
の費用（以下「実績変更対象費」という。）に
ついて、契約締結後、労働者確保に要する方
策に変更が生じ、土木工事標準積算基準書の
金額相当では適正な工事の実施が困難になっ
た場合は、実績変更対象費の支出実績を踏ま
えて最終精算変更時点で設計変更する試行工
事である。
 本工事は、建設業の担い手確保・育成のた
め、建設現場への新規入職者を増やす環境作
りの一環として、現場閉所の完全週休２日（土
日祝）化を促進する試行工事である。
 本工事は、工期設定の根拠とした工事に必
要な関係機関との協議、地元協議、用地確保
等の進捗状況を踏まえた概略工事工程表等の
施工条件を明示することにより、適切な工期
設定の取組を行う試行工事である。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
を補正する試行の対象工事である。
 本工事は、建設業法第26条第３項第２号の
規定の適用を受ける監理技術者（専任特例２
号の場合の監理技術者）の配置は認めない。
 本工事は、豊富な工事経験がある技術者が
主任（監理）技術者として経験の無い技術者
を育成することを目的とし、工事経験実績の
促進及び主任（監理）技術者への交代が可能
な試行工事である。詳細については特記仕様
書によるものとする。
 本工事は、契約手続にかかる書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工事
である。なお、電子契約システムによりがた
い場合は、発注者の承諾を得て紙契約方式に
代えるものとする。
また、発注者の承諾を得て紙入札方式に代
える場合、書面手続きにおける押印等の取り
扱いについて、留意すること。

 使用する主要な資機材 コンクリート
7000、鋼材（鉄筋等を含む） 980ｔ、ア
スファルト合材 1690ｔ
 本工事は、技術提案評価型Ｓ型で求めてい
る技術提案（以下、「通常技術提案」という。）
に加えて、軽微な設計図書の変更を許容した

技術提案（以下、「技術向上提案」という。）を
求める「技術提案評価型ＳⅠ型」総合評価落
札方式の試行工事である。
技術向上提案は、発注者が公告時の設計図
書で示す標準的な仕様案（以下、「発注者が示
す仕様」という。）に対して目的物の仕様や工
法（仮設等を含む）の軽微な変更を許容し、
さらなる工事品質の向上が図られるテーマに
ついて、競争参加者の提案を求めるものであ
る。提案された技術向上提案について、発注
者が採用を決定し設計変更を指示した場合
は、その提案の実施に必要な費用について変
更計上の対象とすることを認めることとす
る。
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価落札方式及び
契約締結後に施工方法等の提案（総合評価に
係る提案を除く。）を受け付ける契約後ＶＥ方
式の試行工事である。
 本工事は、建設キャリアアップシステム義
務化モデル工事の試行対象工事である。
 本工事は、受注者の発案による施工手順の
工夫等の創意工夫による生産性向上の取組を
推進する「生産性向上チャレンジ」の試行対
象工事である。
 本工事においては、中間前金払に代わり、
既済部分払を選択した場合には、短い間隔で
出来高に応じた部分払や設計変更協議を実施
する「出来高部分払方式」を採用する。
ただし、落札者が設定した実工期期間に
よっては、「出来高部分払方式」を採用しない。


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 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。
 本工事は、契約変更手続きの透明性を確保
するため、契約変更前に必要に応じて第三者
による適正性チェックを実施する試行工事で
ある。
 本工事は、受注者の協力の下、下請業者へ
の賃金の支払いや適正な労働時間確保に関
し、賃金・労働時間・労務費の実態を調査す
る試行工事（受注者希望方式）である。

２ 競争参加資格
 競争参加者は、次のすべての事項に該当す
る者とする。
⒜ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。
⒝ 近畿地方整備局における令和７・８年度
一般競争（指名競争）参加資格「一般土木
工事」の認定を受けていること（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
については、手続開始の決定後、近畿地方
整備局長が別に定める手続に基づく一般競
争（指名競争）参加資格の再認定を受けて
いること。）。
⒞ 近畿地方整備局における一般土木工事に
係る一般競争（指名競争）参加資格の認定
の際に客観的事項（共通事項）について算
定した点数（経営事項評価点数）が1200
点以上であること（上記⒝の再認定を受け
た者にあっては、当該再認定の際に、経営
事項評価点数が1200点以上であること。）。
⒟ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（上記⒝の再認定を受けた者を除く。）でな
いこと。
⒠ 平成22年度以降に元請として完成し、引
渡しが完了した下記１）から３）までの要
件を満たす工事（発注機関は問わない。）の
施工実績（以下「同種工事の実績」という。）
を有すること（甲型共同企業体構成員とし

ての実績は、出資比率が20％以上の場合の
もの、乙型共同企業体構成員としての実績
は、出資比率にかかわらず各構成員が施工
を行った分担工事のものに限る。また、事
業協同組合構成員の実績は認められな
い。）。
１）鉄筋コンクリート構造の橋台又は橋脚
の工事（歩道橋およびフーチングのみの
場合は除く）。
２）橋梁下部工の基礎型式が場所打ち杭
（深礎杭は除く）の工事。
３）自動車専用道路又は国道において車線
切り回しによる交通規制を１）及び２）
の施工時に実施した工事。
ただし、上記１）から３）までは、同一
工事の実績であること。
なお、経常建設共同企業体（以下「経常
ＪＶ」という。）にあっては、構成員のうち
の１社が平成22年度以降に元請として完成
し、引渡しが完了した同種工事の実績を有
するとともに、その他の構成員はそれぞれ
平成22年度以降に元請として完成し、引渡
しが完了した下記４）及び５）の要件を満
たす工事（発注機関は問わない。）の施工実
績（以下「その他構成員の実績」という。）
を有すること（甲型共同企業体構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合の
もの、乙型共同企業体構成員としての実績
は、出資比率にかかわらず各構成員が施工
を行った分担工事のものに限る。また、事
業協同組合構成員の実績は認められな
い。）。
４）鉄筋コンクリート構造の橋台又は橋脚
の工事（歩道橋およびフーチングのみの
場合は除く）。
５）橋梁下部工の基礎型式が場所打ち杭
（深礎杭は除く）の工事。
ただし、上記４）及び５）は、同一工事
の実績であること。
同種工事の実績及びその他構成員の実績
が国土交通省大臣官房官庁営繕部、各地方
整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総合
事務局開発建設部発注の工事（港湾空港関
係を除く。）のうち入札説明書に示すものに

係る実績である場合にあっては、工事成績
評定が入札説明書に示す点数未満であるも
のを除く。
また、申請書及び資料の提出期限までに
完成し、引渡しが完了する予定であった工
事が「新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止に向けた工事及び業務の一時中止措
置等について」（以下「コロナ通知」という。）
に基づく一時中止等を行ったことにより、
申請書及び資料の提出期限までに完成し、
引渡しが完了していない場合においても実
績として認める。
ただし、コロナ通知に基づく一時中止等
以降、新たな理由により工期を延期した場
合、工事の完成、引渡しの完了まで実績と
して認めない。
⒡ 本工事に経常ＪＶとして申請書及び資料
を提出した場合、その構成員は単体として
申請書及び資料を提出することはできな
い。
⒢ 申請書及び資料の提出期限の日から開札
の時までの期間に、近畿地方整備局長から
工事請負契約に係る指名停止等の措置要領
（昭和59年３月29日付け建設省厚第91号）
に基づく指名停止を受けていないこと。
⒣ 申請書及び資料の提出期限の日におい
て、低入札工事を受注したことにより、近
畿地方整備局が発注する新たな工事への参
入を制限されていないこと。
⒤ 本工事に係る設計業務等の受託者又は当
該受託者と資本もしくは人事面において関
連がある建設業者でないこと（入札説明書
参照）。
⒥ 入札に参加しようとする者の間に資本関
係、又は人的関係がないこと又はその他の
入札の適正さが阻害されると認められる関
係がないこと（入札説明書参照）。
⒦ 入札参加希望者の代表者又は代理権限の
ある名義人のＩＣカードにより、電子入札
システムからダウンロードした当該工事の
入札説明書及び図書等に基づき申請書及び
資料を作成すること（ただし、電子記録媒
体（ＣＤＲ又はＤＶＤＲ）を下記４
⒝に持参することにより電子データの交付
を受け、申請書及び資料を作成した者も可
とする。）。

⒧ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずる者として、
国土交通省発注工事等からの排除要請があ
り、当該状態が継続しているものでないこ
と。

 次の基準を満たす監理技術者又は主任技術
者（以下「配置予定技術者」という。）を当該
工事の現地に専任で配置できること。
なお、本入札公告において入札期限までに
申請できる配置予定技術者は１名とし、２名
以上申請した場合は、入札を無効とする。
ただし、配置予定技術者の資格等に関する
資料は入札期限までに提出すること。（入札説
明書参照）
⒜ １級土木施工管理技士、２級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。
⒝ 平成22年度以降に元請として完成し、引
渡しが完了した上記⒠１）から３）まで
の要件を満たす工事（発注機関は問わな
い。）の経験（以下「同種工事の経験」とい
う。）を有する者であること（甲型共同企業
体構成員としての経験は、出資比率が20％
以上の場合のもの、乙型共同企業体構成員
としての経験は、出資比率にかかわらず各
構成員が施工を行った分担工事のものに限
る。）。
ただし、上記⒠１）から３）までは、
同一工事の経験であること。
なお、明示した同種工事の経験に携わっ
ていたことが確認できる工事に限る。
また、上記の期間に１年以上の産前・産
後・育児休業、介護休業及び傷病休業（以
下「長期休暇」という。）を取得した場合は、
長期休暇期間に相当する期間を実績として
求める期間に加えることができる。
同種工事の経験が国土交通省大臣官房官
庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及
び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注の
工事（いずれも港湾空港関係を除く。）の
うち入札説明書に示すものに係る経験であ
る場合は、工事成績評定が入札説明書に示
す点数未満であるものを除く。
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なお、申請書及び資料の提出期限までに
完成し、引渡しが完了する予定であった工
事がコロナ通知に基づく一時中止等を行っ
たことにより、申請書及び資料の提出期限
までに完成し、引渡しが完了していない場
合においても経験として認める。ただし、
コロナ通知に基づく一時中止等以降、新た
な理由により工期を延期した場合、工事の
完成、引渡しの完了まで経験として認めな
い。
⒞ 配置予定技術者が、監理技術者の場合は、
監理技術者資格者証及び監理技術者講習修
了証を有する者であること。
⒟ 配置予定技術者（及びその他構成員の配
置予定技術者）については、直接的かつ恒
常的な雇用関係（申請書及び資料の提出期
限の日以前に３ヶ月以上の雇用関係）があ
ること。
⒠ 在籍出向者等を配置予定技術者として配
置する場合は、「建設業者の営業譲渡又は会
社分割に係る主任技術者又は監理技術者の
直接的かつ恒常的な雇用関係の確認の事務
取扱いについて」（平成13年５月30日付け国
総建第155号）、「官公需適格組合における組
合員からの在籍出向者たる監理技術者又は
主任技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係
の取扱い等について（試行）」（平成28年３
月24日付け国土建第483号）、「企業集団内
の出向社員に係る監理技術者等の直接的か
つ恒常的な雇用関係の取扱い等について」
（令和６年３月26日付け国不建技291号）
又は「持株会社の子会社が置く主任技術者
又は監理技術者の直接的かつ恒常的な雇用
関係の取扱いについて（改正）」（平成28年
12月19日付け国土建第357号）において定
められた在籍出向等の要件に適合している
こと。
なお、経常ＪＶにあっては、構成員のうち
の１社が上記⒜から⒠までの基準をすべて満
たす配置予定技術者を当該工事の現地に専任
で配置できるとともに、その他の構成員も配
置予定技術者を当該工事の現地に専任で配置
できること。
 配置予定技術者の資格等に関する資料は、
入札期限までに提出すること。

３ 総合評価に関する事項
 入札に関する事項
１）通常技術提案テーマ 「工事目的物の性
能・機能の向上に関する事項」及び「生産
性向上に関する事項」を評価項目とし、具
体的には以下のとおりである。
⒜ 橋梁下部工におけるコンクリートの性
能・機能の確保に留意した養生方法につ
いての施工方法の工夫とその効果
⒝ 橋梁下部工（コンクリート打設を除く）
における効率化、省力化のための施工方
法の工夫とその効果
求める提案の数：４つ
２）技術向上提案テーマ
⒜ 「橋梁下部工のコンクリート打設時（材
料含む）における省力化・省人化技術と
その効果」
求める提案の数：１つ
３）「賃上げ評価」 従業員への賃金引き上
げ計画を表明した企業等について評価す
る。
４）「ＷＬＢ（ワーク・ライフ・バランス）
関連認定制度」 ＷＬＢ（ワーク・ライフ・
バランス）関連認定制度で認定された企業
等について評価する。
５）「施工体制」についての評価項目は以下
のとおりである。
 施工体制確保の確実性
 品質確保の実効性
６）総合評価の方法は、次の要件に該当する
者のうち、下記によって得られる標準点
と入札参加者それぞれの提案の評価による
加算点の合計を入札価格で除した数値（以
下「評価値」という。）の最も高い者を落札
者とする。
なお、加算点のうち、技術提案に係る評
価は、通常技術提案と技術向上提案の各評
価点の合計である。技術向上提案に係る費
用については、本工事の予定価格に含まれ
ていないため、入札価格に当該費用を含め
ないこと。
 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
 上記１）から５）までの内容が適正で
あること。
 評価値が標準点を予定価格で除した数
値を下回らないこと。

 提案について
⒜ 入札説明書に記載された要求要件を実現
できると認められる場合には、標準点とし
て100点を与えるものとし、指定テーマに
ついての評価の配点は60点とし、得点（素
点）の合計点を技術評価点とする。
なお、技術提案に係る配点は以下のとお
りとする。
・通常技術提案テーマ 40点
・技術向上提案テーマ 20点
⒝ 「賃上げ評価」については、賃上げの実
施を表明すれば４点を与える。
⒞ 「ＷＬＢ（ワーク・ライフ・バランス）
関連認定制度」については、ＷＬＢ（ワー
ク・ライフ・バランス）関連認定制度の認
定があれば１点を与える。
⒟ 施工体制については、「施工体制確保の確
実性」及び「品質確保の実効性」について
３段階で判定し、その評価に応じて、それ
ぞれ15／５／０点の加算点を与えるものと
する。

 上記において、評価値の最も高い者が２
人以上あるときは、くじ引きにより落札者を
決定する。
 技術評価項目における記載内容の履行に関
する事項 通常技術提案テーマに対する技術
提案については、受注者の責めにより提案さ
れた技術評価項目（付帯条件を付された提案
を除く。）が履行されない場合は、契約違反
行為に該当することから、指名停止等の措置
を講じることがある。
技術向上提案テーマに対する技術提案につ

いては、契約後、発注者が指示し、変更契約
を行った場合は履行するものとする。
発注者が指示し、変更契約を行った後、受
注者の責により提案された技術評価項目（付
帯条件を付された提案を除く。）が履行されな
い場合は、契約違反行為に該当することから、
指名停止等の措置を講じることがある。

４ 入札手続等
 担当部局 〒5408586 大阪府大阪市中央
区大手前３１41大手前合同庁舎８階 近
畿地方整備局総務部契約課契約第一係 藤井
直樹 電話0669421141㈹

 入札説明書等の交付期間及び交付方法 入
札説明書等を電子入札システムにより交付す
る（電子入札システムの調達案件一覧中、本
案件の「掲載文書一覧」欄から、ダウンロー
ドすること。）。交付期間は、令和８年３月24
日から令和８年８月18日までの行政機関の休
日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１
条第１項に規定する行政機関の休日（以下「休
日」という。）を除く毎日、午前９時00分から
午後６時00分まで。
ただし、上記交付方法による入手ができな
い入札参加希望者に対しては、下記⒜から⒞
によるものとし、電子記録媒体（ＣＤＲ又
はＤＶＤＲ）を下記⒝に持参することによ
り電子データにて交付するので、下記⒝にあ
らかじめ申し出ること。
⒜ 交付期間：令和８年３月24日から令和８
年８月18日までの休日を除く毎日、午前９
時15分から午後５時00分まで。
⒝ 申込先及び交付場所：〒5408586 大阪
府大阪市中央区大手前３１41大手前合
同庁舎８階 近畿地方整備局総務部契約課
電話0669421141㈹

⒞ 交付申込期限：令和８年８月18日正午ま
で。

 申請書及び資料の提出期間、提出先及び提
出方法
⒜ 提出期間：令和８年３月25日から令和８
年５月15日までの休日を除く毎日、午前９
時15分から午後４時30分まで。ただし、提
出締切最終日は正午までとする。
⒝ 提出先：〒5408586 大阪府大阪市中央
区大手前３１41大手前合同庁舎１階
近畿地方整備局契約情報コーナー 電話
0669421141㈹ 内線2850
⒞ 提出方法：電子入札システムにより、提
出すること。ただし、紙入札方式による場
合は、書面により持参すること。

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、提出先及び提出方法 令和８年６月29日
から令和８年８月18日までの休日を除く毎
日、午前９時15分から午後４時30分まで（最
終日は「入札書」受付締切時刻である正午ま
で。


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ただし、利付き国債の提供の場合の期限は、
令和８年７月30日午後４時30分までとす
る。）。
〒5408586 大阪府大阪市中央区大手前

３１41大手前合同庁舎８階 近畿地方整
備局総務部契約課 電話0669421141㈹
持参、郵送（書留郵便に限る。提出期間内
必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに限
る。提出期間内必着。）により提出すること。
 入札書の提出方法及び入札・開札の日時並
びに場所 入札書は、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、紙入札方式による
場合は、書面により持参又は郵送（書留郵便
に限る。）すること。
⒜ 電子入札システムによる入札の締切は、
令和８年８月18日正午。
⒝ 書面により持参する場合は、令和８年８
月18日正午までに近畿地方整備局総務部契
約課に提出すること。
⒞ 郵送による入札書の受領期限は、令和８
年８月18日正午（郵送による入札書の提出
場所は、近畿地方整備局総務部契約課）。
⒟ 開札は、令和８年８月21日午前10時00分
近畿地方整備局総務部契約課入札室にて行
う。

５ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
⒜ 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行大阪支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 近畿地方整備局）又は銀行
等の保証（取扱官庁 近畿地方整備局）を
もって入札保証金の納付に代えることがで
きる。また、入札保証保険契約の締結を行
い又は契約保証の予約を受けた場合は、入
札保証金を免除する。
⒝ 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行大阪支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 近畿地方整備局）又は金融
機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官
庁 近畿地方整備局）をもって契約保証金
の納付に代えることができる。

また、公共工事履行保証証券による保証
を付し又は履行保証保険契約の締結を行っ
た場合は、契約保証金を免除する。
なお、契約保証の保証期間は、契約締結
日の翌日から工期末日までを含むものとす
る。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法 上記３６）に定める
評価値の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で発注者の定
める最低限の要求要件をすべて満たして入札
した他の者のうち、評価値の最も高い者を落
札者とすることがある。
 契約締結後のＶＥ提案 契約締結後、受注
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金額を低
減することを可能とする施工方法等に係る設
計図書の変更について、発注者に提案するこ
とができる。提案の全部又は一部が適正と認
められた場合に、設計図書を変更し、必要が
あると認められる場合は、請負代金額の変更
を行うものとする。詳細は特記仕様書等によ
る。
 配置予定技術者の確認 落札決定後、工事
実績情報システム（コリンズ）等により配置
予定技術者の専任制違反の事実が確認された
場合には、契約を結ばないことがある。なお、
種々の状況からやむを得ないものとして承認
された場合以外は、申請書及び資料の差し替
えは認められない。
 当該工事において、調査基準価格を下回っ
た価格をもって契約する場合においては、監
理（又は主任）技術者及び現場代理人とは別
に同等の要件を満たす技術者の配置を求める
ことがある（入札説明書参照）。

 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。
 技術提案書（通常技術提案及び技術向上提
案）のヒアリングは、必要に応じて行う。
 技術提案の採否等 技術向上提案に対する
評価結果を通知する場合は、競争参加資格確
認結果通知時に、通常技術提案及び技術向上
提案の双方を通知する。なお、技術向上提案
内容を実施するか否かは、発注者において決
定し、契約締結後に発注者より通知するもの
とする。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。

 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受
けていない者の参加 上記２⒝に掲げる一
般競争（指名競争）参加資格の認定を受けて
いない者も、上記４により申請書及び資料
を提出することができるが、競争に参加する
ためには、開札の時において、当該一般競争
（指名競争）参加資格の認定を受け、かつ、
競争参加資格の確認を受けていなければなら
ない。
当該一般競争（指名競争）参加資格の認定
に係る申請は、「競争参加者の資格に関する公
示」（令和６年10月１日付け国土交通省大臣官
房会計課長、国土交通省大臣官房官庁営繕部
管理課長公示）別記に掲げる当該者（当該者
が経常ＪＶである場合においては、その代表
者。）の本店所在地（日本国内に本店がない場
合においては、日本国内の主たる営業所の所
在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記に定
める提出場所において、随時受け付ける。ま
た、当該者が申請書及び資料を提出したとき
に限り、近畿地方整備局総務部契約課調査係
（〒5408586 大阪府大阪市中央区大手前
３１41大手前合同庁舎８階 電話06
69421141㈹）においても当該一般競争（指
名競争）参加資格の認定に係る申請を受け付
ける。
本工事の場合、入札期限までに配置予定技
術者の資格等に関する資料を提出しない者の
入札は無効とする。
 詳細は入札説明書による。

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SAITO Hiroyuki Direc‑

tor General of the Kinki Regional Develop‑

ment Bureau Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of the Exclusive Section Viaduct

of Yamato‑Kita Road (P38 and Others) in

R8

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

12 : 00 P.M. (noon) 15 May 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 12 : 00 P.M.

(noon) 18 August 2026 (tenders brought

along 12 : 00 P.M. (noon) 18 August 2026 or

tenders submitted by mail 12 : 00 P.M.

(noon) 18 August 2026)

 Contact point for tender documentation :

FUJII Naoki the first subsection Chief the

Contract Division, Kinki Regional Develop‑

ment Bureau Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism 3 1 41,
Otemae Tyuou‑Ward, Osaka‑city, 540
8586, Japan TEL 0669421141

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本工事は、電子契約システム対象案件である。
令和８年３月 24 日
支出負担行為担当官
九州地方整備局副局長 酒井 浩二

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 40
〇第 41 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 令和８年度八代港大築島土砂処分
場地盤改良工事（電子契約対象案件）
 工事場所 八代市植柳下町字大築島地先
 工事内容 本工事は、八代港大築島土砂処
分場の海上地盤改良工を施工するものであ
る。
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 工期 契約締結日から令和９年３月19日ま
で
 本工事は、入札時に技術提案等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価落札方式
（技術提案評価型（ＷＴＯ型））の適用工事の
うち、品質確保のための体制その他の施工体
制の確保状況を確認することにより、施工内
容を確実に実現できるかどうかを審査し、評
価を行う施工体制確認型総合評価落札方式の
試行工事である。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。
 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等を
推進する企業として法令に基づく認定を受け
た企業その他これに準じる企業等を評価する
工事である。
 本工事は、主任（監理）技術者や現場代理
人として施工経験を有さない技術者（主任（監
理）技術者等未経験者）を定期的に指導する
経験豊富な技術者（技術指導者）を配置でき
る「主任（監理）技術者等未経験者育成型（工
事）」の工事である。なお、技術指導者の配置
については、参加表明書の提出者が選択でき
るものとし、配置予定の主任（監理）技術者
が、２競争参加資格に定める同種工事（地方
整備局の発注した工事（港湾空港関係）に限
る）の施工経験を有さない場合に技術指導者
の配置を行うことができる。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。（総合評価に係る技術提案の範囲を除く。）
 本工事は、資料の提出、入札を電子入札シ
ステムで行う対象工事である。なお、電子入
札システムによりがたいものは、発注者の承
諾を得た場合に限り紙入札方式に代えること
ができる。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙方式に
代えるものとする。

 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 専任の監理技術者の配置が義務付けられて
いる工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、監理
技術者とは別に同等の要件を満たす技術者の
配置を求めることがある。（入札説明書参照）
 本工事は、低入札価格調査制度調査対象工
事に対する取り組みを行う試行工事である。
 本工事は、見積参考資料開示の試行工事で
ある。
 本工事は、契約締結後、総価契約の内訳と
して、単価等について合意を行う「総価契約
単価合意方式」を落札者が選択することが出
来る対象工事である。なお、本方式の実施に
あたっては、単価等を個別に合意する方式を
基本とするが、受注者の希望により、単価を
一括的に合意する方式も可能とする。
 本工事は、施工期間中の荒天休止等の実態
に基づき、供用係数の精査及び必要に応じて
工期の延伸を可能とする荒天リスク精算型の
試行工事である。
 本工事は、国土交通省が提唱するi‑Con‑
structionの取組において、ＢＩＭ／ＣＩＭ
（Building／Construction Information Mo‑
deling, Management）を適用することで、
調査・測量・設計・施工・維持管理等の建設
事業の各段階に携わる受発注者のデータ活
用・共有を容易にし、建設事業全体における
一連の建設生産・管理システムの効率化を図
ることを目的とするＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事
（発注者指定型）である。
 本工事は、休日の確保を評価する「休日確
保評価型」の試行工事である。
 本工事は、工事期間中の真夏日の日数に応
じて熱中症対策に資する現場管理費の補正を
行う対象工事である。
 本工事は、「令和７年度熊本地震の被災地
（熊本県）で適用する施工パッケージ型積算
方式標準単価表（令和７年４月１日以降に入
札書提出期限日を設定している工事から適
用）」を用いた積算方式の試行対象工事であ
る。

 本工事は、「港湾請負工事積算基準」等によ
り各工種区分に従って対象額ごとに求めた共
通仮設費率及び現場管理費率に、それぞれ次
の補正係数を乗じるものとする。
【共通仮設費：11 現場管理費：11】
 本工事は、港湾建設業等における労働賃金
改善に関する取組みを促進するための「労務
費見積り尊重宣言」促進モデルの試行工事で
ある。
 本工事は、建設キャリアアップシステム活
用モデル工事の試行対象工事である。試行内
容の詳細は、特記仕様書によることとする。
 本工事は、港湾建設業等における取引事業
者全体での付加価値の向上や適正な転嫁を進
める環境整備を促進し、港湾建設業等におけ
る海洋土木工の担い手を確保するため、受注
者（元請企業）及び下請企業が「港湾工事パー
トナーシップ強化宣言」を行い、下請契約を
締結する受注者に対し、現場管理費率を割増
し、下請企業への波及効果を検証する「諸経
費検証モデル」の試行工事である。
 本工事は、工事検査時（完成・既済部分等）
を対象に、書類検査に必要な書類を限定し、
工事検査の時間短縮や受注者の説明用資料作
成の省略により、検査の効率化を進めるとと
もに、受発注者の負担軽減を図ることを目的
とした「検査書類限定型試行工事」の対象工
事である。
 本工事は、令和６年度からの時間外労働上
限規制を遵守するために現場作業および内業
ともに更なる社内外からの支援が必要となる
ことが想定されることから、技術管理費（出
来形管理のための測量等に要する費用のう
ち、「出来形管理のための測量、図面作成、写
真管理に要する費用」）、従業員給料手当およ
び法定福利費（現場従業員および現場労務者
に関する雇用保険料、健康保険料および厚生
年金保険料の法定の事業主負担額）（以下「実
績変更対象費」という。）について、港湾請負
工事積算基準の金額相当では適正な工事の実
施が困難となった場合は、実績変更対象費の
支出実績を踏まえて請負代金額を変更する試
行工事である。

 本工事は、受注者の協力の下、下請業者へ
の賃金の支払いや適正な労働時間確保に関
し、賃金・労働時間・労務費の実態を調査す
る試行工事（受注者希望方式）である。
 本工事は、工程上一定の区切りと認められ
る時点で、主任技術者又は監理技術者（以下、
「配置予定技術者」という。）の途中交代を認
める試行工事である。
 本工事は、契約変更手続きの透明性を確保
するため、契約変更前に必要に応じて第三者
による適正性をチェックする試行工事であ
る。
 本工事は、落札決定後に「予定価格（税抜
き）、予定価格（税抜き）の積算内訳、調査
基準価格、落札理由（総合評価方式）」、契約
締結後に「積算の内訳」を示す資料を公表す
る工事である。「積算の内訳」については、契
約後に適宜、ＨＰにより公表する。
 本工事は、競争参加資格通知時に発注者が
想定している概略工程表を開示する工事であ
る。
 本入札に係る落札決定及び契約締結は、本
工事に係る令和８年度予算が成立し、予算の
示達がなされることを条件とするものであ
る。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体又は単体有資格
業者（経常建設共同企業体を含む）であること。
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 九州地方整備局における港湾土木工事に係
る一般競争参加資格の決定を受けている者で
あること。なお、特定建設工事共同企業体と
して競争に参加する場合は、別に公示する特
定建設工事共同企業体の資格決定を受けてい
ること。
 特定建設工事共同企業体の代表者又は単
体有資格業者（経常建設共同企業体を含む）
にあっては、九州地方整備局における港湾
土木工事に係る一般競争参加資格の決定の
際に算定した客観点数が1150点以上の者
であること。（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者又は民事再生法（平成11年
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法律第225号）に基づき再生手続開始の申
立てがなされている者については、手続開
始の決定後、九州地方整備局副局長が別に
定める手続に基づく一般競争参加資格の再
審査の際に算定した当該港湾土木工事にお
ける客観点数が1150点以上の者であるこ
と。）
 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、九州地方整備局におけ
る港湾土木工事に係る一般競争参加資格の
決定の際に算定した客観点数が850点以上
の者であること。（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については、手
続開始の決定後、九州地方整備局副局長が
別に定める手続に基づく一般競争参加資格
の再審査の際に算定した当該港湾土木工事
における客観点数が850点以上の者である
こと。）

 特定建設工事共同企業体の代表者又は単
体有資格業者（経常建設共同企業体を除く）
にあっては、平成22年度以降に元請けとし
て、次の同種工事の施工実績を有する者で
あること。
・作業船を使用したサンドコンパクション
パイル工法による改良長15ｍ以上の地盤
改良工事

 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、平成22年度以降に元請
けとして、次の同種工事の施工実績を有す
る者であること。
・作業船を使用した地盤改良工事（盛土及
び置換工法を除く）

 経常建設共同企業体にあっては、構成員
のうちいずれか１社が、平成22年度以降に
元請けとして、次の同種工事の施工実績を
有する者であること。
・作業船を使用したサンドコンパクション
パイル工法による改良長15ｍ以上の地盤
改良工事
さらに、他の構成員は、平成22年度以降
に元請けとして、次の同種工事の施工実績
を有する者であること。
・作業船を使用した地盤改良工事（盛土及
び置換工法を除く）

なお、、及びにおいて当該施工実績
が国土交通省が発注した工事のうち入札説明
書に示すものに係る施工実績である場合に
あっては、評定点合計が入札説明書に示す点
数未満のものを除く。また、共同企業体の構
成員としての施工実績は、出資比率が20％以
上であること。ただし、乙型共同企業体の同
種工事の施工実績については、出資比率にか
かわらず各構成員が施工を行った分担工事の
実績であること。
 次に掲げる基準を満たす配置予定技術者
（主任技術者又は監理技術者）を当該工事に
専任で配置できる者であること。
なお、本工事で申請できる配置予定技術者
は１名とする。
 １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
 特定建設工事共同企業体の代表者又は単
体有資格業者（経常建設共同企業体を除く）
にあっては、平成22年度以降に元請けとし
て、次の同種工事の施工経験を有する者で
あること。
・地盤改良工事（盛土及び置換工法を除く）
なお、競争参加者が甲型特定建設工事共
同企業体である場合は、代表者以外の構成
員について、主任（監理）技術者の工事の
施工経験は求めない。
 経常建設共同企業体にあっては、構成員
のうちいずれか１社が、平成22年度以降に
元請けとして、次の同種工事の施工経験を
有する者であること。
・地盤改良工事（盛土及び置換工法を除く）
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有するこ
と。
なお、及びにおいて当該施工経験が国
土交通省が発注した工事のうち入札説明書に
示すものに係る施工経験である場合にあって
は、評定点合計が入札説明書に示す点数未満
のものを除く。また、共同企業体の構成員と
しての施工経験は、出資比率が20％以上であ
ること。ただし、乙型共同企業体の同種工事
の施工経験については、出資比率にかかわら
ず各構成員が施工を行った分担工事の経験で
あること。

 配置予定の主任（監理）技術者の他に技術
指導者（現場代理人又は担当技術者として配
置）を配置する場合は、緊急時に的確かつ迅
速に対応し、不測の事態に対しても臨機に対
応できるものとして、次に掲げるから全
ての条件を満足する者であること。ただし、
技術指導者を含む複数の者が指導を行うこと
を妨げない。
また、本工事で申請できる技術指導者は１
名とする。
 に掲げる主任（監理）技術者に求める
要件をすべて満たすこと。
 別件工事で専任配置されていないこと。
 定期的に配置予定主任（監理）技術者の
指導を現場にて行うこと（１回／週程度）
※技術指導者を配置する場合の配置予定主任
（監理）技術者等未経験者に求める競争参
加資格要件は、に掲げる主任（監理）技
術者に求める要件のうち施工経験は求めな
い。また、配置予定主任（監理）技術者が
に掲げる同種工事の施工経験を有する場
合、技術指導者を配置することはできない。
また、配置予定の主任（監理）技術者（技
術指導者を配置する場合は、当該技術指導
者を含む）は、２（又は２）に掲げる
基準を満たす他の技術者に変更することが
できる。

 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある者でないこと。
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、九州地方整備局から「地方整備
局（港湾空港関係）所掌の工事請負契約に係
る指名停止等の措置要領」（昭和59年３月31日
付け港管第927号）に基づく指名停止を受け
ていない者であること。
 本工事に係る技術提案の提出にあたって、
入札説明書の別冊図面及び別冊特記仕様書に
参考として示された図面及び仕様書（以下「標
準案」という。）の内容について、これと異な
る施工方法等（以下「技術提案」という。）で
施工しようとする場合は、その内容を示した
技術提案を提出すること。

また、標準案に基づいて施工しようとする
場合には、標準案による施工計画を提出する
こと。
以上のとおり、提出された技術提案又は施
工計画（標準案）が適正であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
２の再審査を受けた者を除く。）でないこ
と。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。（入札説明書参照）
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省が行う公共事業等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者でな
いこと。

３ 総合評価に関する事項
入札参加者は、価格及び本工事においての施
工体制、技術提案、賃上げの実施に関する評価
及びワーク・ライフ・バランス等を推進する企
業の評価をもって入札を行い、下記３の要件
に該当する者のうち、下記３によって得られ
る標準点、施工体制評価点及び加算点の合計を
入札価格で除した数値（以下「評価値」という。）
の最も高い者（複数存在する場合は、下記３
による。）を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に

よっては、その者により当該契約の内容に適合
した履行がなされない恐れがあると認められる
とき又はその者と契約を締結することが公正な
取引の秩序を乱すこととなる恐れがあって著し
く不適当であると認められるときは、入札した
他の者のうち評価値が最も高い者を落札者とす
ることがある。
 評価対象要件
 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の制限の範囲内であ
ること。
 提案が最低限の要求要件（標準案）を満
たしていること。
 評価値が標準点を予定価格で除した数値
（以下「基準評価値」という。）に対して下
回らないこと。
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 評価項目と評価基準
 標準点 当該工事について、入札説明書
等に記載された要求要件を実現できると認
められる場合には、標準点100点を与える。
 施工体制評価点及び加算点 評価項目は
次のイ）～ニ）とし、その詳細及び評価基
準は入札説明書による。なお、施工体制評
価点の合計は最大で30点とし、加算点の合
計は最大で65点とする。
イ）施工体制
ロ）技術提案
ハ）賃上げの実施に関する評価
ニ）ワーク・ライフ・バランス等を推進す
る企業の評価

 上記３において、評価値の最も高い者が
２人以上ある時は、くじを引き落札者を決定
する。
 技術提案書の作成及び通知
 技術提案書等は、入札説明書に基づき作
成するものとする。
 技術提案又は施工計画（標準案）の採否
については、競争参加資格の確認結果に併
せて通知する。

 技術提案書作成説明会は行わない。
 ヒアリングの実施
 技術提案書 技術提案書のヒアリングは
必要に応じて行うものとし、その場所、日
時等の必要事項は別途通知する。
 施工体制の審査 技術提案書（施工体制
の確認に係る部分に限る。）のヒアリングを
実施するとともに、ヒアリングに際して追
加資料の提出を求めることがある。（詳細は
入札説明書による。）

 評価の担保
 受注者が競争参加資格通知時に「実施義
務有り」として通知された技術提案につい
て、受注者の責により提案内容が履行でき
なかった場合、請負工事成績評定の減点を
行う。（入札説明書参照）
なお、技術提案が履行できなかった場合
は、請負工事成績評定の減点に加え、違約
金の徴収を行う。（入札説明書参照）
 受注者の責によらない場合とは、発注者
の事情により設計条件の変更又はその他特
別な事情がある場合等のことをいい、発注
者と受注者の協議により決定する。

４ 入札手続等
 担当部局 〒8120013 福岡市博多区博多
駅東２10７ 九州地方整備局総務部経理
調達課契約管理第一係 小野 慎平 電話
0924183345
 入札説明書等の交付期間、場所及び方法
 交付期間：別表１に示す期間。
 交付方法：電子入札システム及び入札情
報サービスより交付する。
入札情報サービスホームページアドレス
https://www.pas.ysk.nilim.go.jp/

 に対応していない等の理由で書面によ
る交付を希望する場合は、上記４の担当
部局において交付する。
交付期間：別表１に示す期間。

 申請書、資料及び技術提案書等の提出期間、
場所及び方法
 提出期間：別表１に示す期間。
 提出場所：上記４に同じ。
 提出方法：電子入札システムにより提出
を行うこと。ただし、発注者の承諾を得た
場合は提出場所へ持参すること。

 契約締結後の技術提案 契約締結後、受注
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金額の低
減を可能とする工事材料、施工方法等に係る
設計図書の変更について、発注者に提案する
ことができる。提案が採用された場合には、
設計図書を変更し、必要があると認められる
場合には請負代金額の変更を行うものとす
る。詳細は設計図書等による。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要

 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の決定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の決定を受けていない者も上記４により申
請書、資料及び技術提案書等を提出すること
ができるが、競争に参加するためには、開札
の時において、当該一般競争参加資格の決定
を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けて
いなければならない。
当該一般競争参加資格の決定に係る申請

は、当該者（当該者が経常建設共同企業体で
ある場合においては、その代表者。）の「競争
参加者の資格に関する公示」（令和６年４月11
日付国土交通省東北地方整備局副局長他７者
公示）別記に掲げる本店所在地（日本国内に
本店がない場合においては、日本国内の主た
る営業所の所在地。以下同じ。）の区分に応じ、
同別記に定める提出場所において、随時受け
付ける。また、当該者が申請書及び資料を提
出したときに限り、上記４においても当該
決定に係る申請を受け付ける。
 本案件は、資料の提出、入札を電子入札シ
ステムで行うものであり、対応についての詳
細は入札説明書による。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SAKAI Koji, Vice Direc‑

tor General Kyushu Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Ground

improvement work of sediment disposal

site at Yatsushiro Port Otsuku Shima

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 23 April 2026

 入札、開札の日時及び場所並びに入札書の
提出方法 入札書は、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、発注者の承諾を得
た場合は紙により持参又は郵送すること。
 電子入札システムによる入札の締切
締切日時：別表１に示す期日。

 紙による入札の締切
締切日時：上記に同じ。
提出方法：九州地方整備局総務部経理調
達課まで持参。
 郵送による入札書の受領期限
締切日時：上記に同じ。
郵送先：九州地方整備局総務部経理調達
課。
開札は、別表１に示す日時に九州地方整
備局総務部経理調達課入札室にて行う。
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
提出期間：別表１に示す期間。
提出場所：〒8120013 福岡市博多区博多
駅東２10７ 九州地方整備局総務部経理
調達課調達係 電話0924183345
提出方法：持参、郵送（書留郵便に限る。
提出期間内必着。）又は託送（書留郵便と同等
のものに限る。提出期間内必着。）により提出
すること。

５ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行 福岡支店）。ただし、利付国債の
提供（取扱官庁 九州地方整備局）又は銀
行等の保証（取扱官庁 九州地方整備局）
をもって入札保証金の納付に代えることが
できる。
また、入札保証保険契約の締結を行い、
又は契約保証の予約を受けた場合は、入札
保証金を免除する。
 契約保証金 納付。ただし、利付国債の
提供又は金融機関若しくは保証事業会社の
保証をもって契約保証金の納付に代えるこ
とができる。
また、公共工事履行保証証券による保証
を付し、又は履行保証保険契約の締結を
行った場合は、契約保証金の納付を免除す
る。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書、資料又は技術
提案書等に虚偽の記載をした者のした入札及
び入札に関する条件に違反した入札は無効と
する。
 配置予定監理技術者等の確認 落札者決定
後、工事実績情報システム等により配置予定
の監理技術者等の専任制違反の事実が確認さ
れた場合、契約を結ばないことがある。なお、
種々の状況からやむを得ないものとして承認
された場合の外は、申請書の差し替えは認め
られない。
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 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 11 : 00 2

July 2026 (tenders brought with 11 : 00 2

July 2026 or submitted by mail : 11 : 00 2

July 2026)

 Contact point for tender documentation :

Ono Shinpei, Accounting and Procurement

Division, General Affairs Department,

Kyushu Regional Development Bureau, Mi‑

nistry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism, 2107 Hakataekihigashi,
Hakata‑ku, Fukuoka‑city, 8120013 Japan.
TEL 0924183345

別表１ 本入札手続きに係る期間等
 入札説明書の交付期間 令和８年３月24日
から令和８年７月２日（最終日は17時00分ま
で）。
 入札説明書の交付期間（書面により交付を
希望する場合） 令和８年３月24日から令和
８年７月２日までの（行政機関の休日に関す
る法律（昭和63年12月13日法律第91号）第１
条に定める行政機関の休日を除く（以下「休
日等」という。））９時30分から17時00分まで。
 申請書及び資料等の提出期間 令和８年３
月25日から令和８年４月23日まで。
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期間
令和８年５月26日から令和８年７月２日ま
で（利付国債の提供の場合は令和８年６月23
日まで）
 入札書の締切日時 令和８年７月２日11時
00分
 開札の日時 令和８年７月７日13時30分

競争参加者の資格に関する公示

京都御所紫宸殿素屋根設置その他工事に係る特
定建設工事共同企業体（以下「特定ＪＶ」という。）
としての競争参加者の資格（以下「特定ＪＶとし
ての資格」という。）を得ようとする者の申請方法
等について、次のとおり公示します。
令和８年３月 24 日

宮内庁京都事務所長 武田 誠司

◎調達機関番号 008 ◎所在地番号 26
１ 工事名 京都御所紫宸殿素屋根設置その他工
事
２ 工事場所 京都市上京区京都御苑（京都御所
内）
３ 工事内容 本工事は、京都御所紫宸殿桧皮葺
屋根葺替に伴い、重量鉄骨による素屋根設置（ス
ライド方式（可動方式））、紫宸殿十八階段及び
露台の取解などを行うものである。
【紫宸殿：木造平屋建 屋根桧皮葺 床面積
685】
Ⅰ 京都御所紫宸殿素屋根設置工事 一式
（鉄骨造平屋建 屋根鋼製折板葺 建築面
積：2824）
Ⅱ 京都御所紫宸殿十八階段取解工事 一式
（木造）
Ⅲ 京都御所露台取解工事 一式（木造平屋
建 屋根桧皮葺）
Ⅳ その他

４ 工期 契約締結日の翌日から令和11年５月31
日まで。
５ 競争参加資格審査申請書の交付
 交付期間 令和８年３月24日から同年５月
１日までの行政機関の休日に関する法律（昭
和63年法律第91号）第１条第１項に規定する
行政機関の休日（以下「行政機関の休日」と
いう。）を除く毎日、午前10時から午後５時ま
で。ただし、正午から午後１時までの間を除
く。
 交付場所 〒6028611 京都市上京区京都
御苑３番 宮内庁京都事務所庶務課会計係
電話：0752111211 内線：137
Ｅメール：kyo.kaikei@kunaicho.go.jp
 その他 特定ＪＶとして資格を得ようとす
る者に交付する。

６ 競争参加資格審査申請書の提出
 提出期間 令和８年３月24日から同年５月
１日までの行政機関の休日を除く毎日、午前
10時から午後５時まで。ただし、正午から午
後１時までの間を除く。
 提出場所 上記５に同じ。
 提出方法 競争参加資格審査申請書（以下
「申請書」という。）に次に掲げる書類を添付
し、持参又は郵送（書留郵便に限る。）若しく
は託送（書留郵便と同等のものに限る。）によ
り提出すること。
 共同企業体協定書の写し

 下記７の要件を満たすことを判断でき
る工事の施工実績を記載した書類（申請書
とともに交付する様式により作成したもの
に限る。ただし、当該様式は、当該工事の
「入札公告（建設工事）」（令和８年３月24
日付け分任支出負担行為担当官宮内庁京都
事務所長）に示すところにより交付する入
札説明書の様式２と同一であるので、これ
を使用して作成しても差し支えない。）。

 その他 申請書及び添付書類は、日本語で
作成すること。

７ 特定ＪＶとしての資格
 特定ＪＶの構成 特定ＪＶの構成は、次の
条件を満たす２又は３者の組合せとする。
 内閣府における令和７・８年度の建設工
事競争参加資格の「建築一式」に係る一般
競争参加資格の認定を受けていること（会
社更生法（平成14年法律第154号）に基づ
き更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされて
いる者については、手続開始の決定後、内
閣府が別に定める手続に基づく一般競争参
加資格の再認定を受けていること。）。
 内閣府競争参加資格の「建築一式」に係
る一般競争参加資格の認定の際に、客観的
事項（共通事項）について算定した点数（総
合審査数値）が、特定ＪＶの代表者におい
ては、1100点以上であること（上記の
再認定を受けた者にあっては、当該再認定
の際に、総合審査数値が1100点以上であ
ること。）。また、特定ＪＶのその他構成員
においては、総合審査数値が1000点以上
であること（上記の再認定を受けた者に
あっては、当該再認定のに、総合審査数値
が1000点以上であること。）。
 申請書の提出期限の日から認定を行う日
までの期間に、宮内庁長官官房主計課長か
ら宮内庁における工事請負契約等に係る指
名停止措置要領（平成13年12月４日付け宮
内主発第189号）に基づく指名停止を受け
ていないこと。

 建設業法（昭和24年法律第100号）建築
工事業につき、許可を有しての営業年数が
５年以上あること。ただし、相当の施工実
績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保
できると認められる場合においては、許可
を有しての営業年数が５年未満であっても
これを同等として取扱うことができるもの
とする。

 構成員の技術的要件等 特定ＪＶの構成員
は、次に掲げる要件を満たすものとする。
 代表者は、平成22年度以降に元請として
完成・引渡しが完了した下記ア又はイの要
件を満たす工事の施工実績を有することと
し、下記イの要件を満たす工事の施工実績
を選択する場合は、その他構成員のうち１
者は、平成22年度以降に元請として完成・
引渡しが完了した下記ウの要件を満たす工
事の施工実績を有すること（いずれの場合
も、発注者は問わず、民間実績も可とする。
共同企業体構成員としての実績は、出資比
率が20％以上のものに限る。）。なお、代表
者が、下記イ及びウの要件を満たす工事の
施工実績を有する場合は、その他構成員の
施工実績は求めないものとする。
ア 素屋根（重量鉄骨造）の設置が完了し
た工事の施工実績
イ 建築物の新築又は増築工事の施工実績
（重量鉄骨造、建築面積1400㎡以上）
※１
ウ 歴史的建築物の保存修理工事等に伴う
素屋根（構造は問わない）の設置実績
※２
※１ 増築の場合は、増築部分の建築面積
で判断する

※２ ここでいう歴史的建築物とは以下の
ものを対象とする
１）文化財保護法第27条または同法第
182条第２項により指定を受けた歴史
的建築物
２）当所所管の歴史的建築物
３）「世界の文化遺産及び自然遺産の保
護に関する条約」（「世界遺産条約」）に
基づいて作成される「世界遺産一覧表」
に記載されている「文化遺産」のうち
歴史的建築物
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 次に掲げる基準を満たす監理技術者又は
主任技術者を当該工事に専任で配置でき、
いずれも日本語が堪能（日本語通訳が確保
できれば可）であること。
ア １級建築施工管理技士、一級建築士又
はこれと同等以上の資格を有する者であ
ること。ただし、代表者以外の構成員に
ついては、２級建築施工管理技士（躯体、
仕上げの種別は除く。）又は二級建築士以
上の資格を有する者を配置するものとす
る。「１級建築施工管理技士、一級建築士
と同等以上の資格を有する者」とは、１
級建築施工管理技士又は一級建築士と同
等以上の能力を有するものと国土交通大
臣が認めた者とする。
イ 平成22年度以降に元請として完成・引
渡しが完了した下記１）、２）又は３）
の要件を満たす工事（民間実績も可とす
る。）に従事した業務実績を有するもので
あること。（工事における立場（監理（主
任）技術者、現場代理人、担当技術者の
いずれか）は問わない。共同企業体構成
員としての実績は、出資比率が20％以上
のものに限る。）。
１）素屋根（重量鉄骨造）の設置が完了
した工事
２）重量鉄骨造による建築物の新築又は
増築工事
３）建築面積700以上の建築物の新築
又は増築工事 ※１、２
ただし、構造は以下のいずれかとする
ア）鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）
イ）鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ
造）
ウ）鉄骨造（Ｓ造）
※１ 増築の場合は、増築部分の建築面
積で判断する

※２ ３）の要件にて入札に参加を希望
する者は、申請書において、配置予
定技術者として申請する監理技術者
を支援し品質を確保する旨を誓約す
ること。
なお、本工事の受注者となった場
合は、監理技術者支援策を施工計画
書等に記載し提出すること。

ウ 配置予定技術者が監理技術者の場合
は、監理技術者資格者証及び監理技術者
講習修了証を有する者であること。
エ 配置予定技術者（及びその他構成員の
配置予定技術者については、直接的かつ
恒常的な雇用関係（申請書等の提出期限
以前に３ヶ月以上の雇用関係）があるこ
と。代表者が、上記アからウの基準を満
たす監理技術者を当該工事に専任で配置
できるとともに、その他の構成員も上記
アの基準を満たす主任技術者を当該工事
に専任で配置できること。

 出資比率要件 全ての構成員が、均等割り
の10分の６以上の出資比率であるものとす
る。
 代表者の要件 代表者は、建築一式工事に
係る施工能力が大きいと認められる者とす
る。また、代表者の出資比率は、構成員中最
大であるものとする。

８ 上記７に掲げる競争参加資格の級別の格
付を受けていない者を含む特定ＪＶも上記６に
より申請することができる。この場合、上記７
に掲げる競争参加資格の級別の格付を受け
ていない者は、上記７及びに示す構成員
の要件を得る必要がある。
なお、当該工事の開札の時までに特定ＪＶと
しての資格の審査が終了していないとき又は上
記７に掲げる競争参加資格の級別の格付を
受けていない者が当該工事の開札までに上記７
及びに示す構成員の要件を得ていないと
きは、特定ＪＶとしての資格がないものとする。
９ 資格審査結果の通知 「資格審査結果通知書」
により通知する。
10 資格の有効期間
特定ＪＶとしての資格の認定の日から当該工
事の完成する日までとする。ただし、当該工事
に係る契約の相手方以外の者にあっては、当該
工事に係る契約が締結される日までとする。
11 その他
 特定ＪＶの名称は、「京都御所紫宸殿素屋根
設置その他工事〇〇〇・〇〇〇・〇〇〇特定
建設工事共同企業体」とする。
 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定ＪＶとしての資格の
認定を受け、かつ、当該工事の「入札公告（建
設工事）」に示す手続に従い、資格審査結果の
通知を受けていなければならない。

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和８年３月 24 日

国立大学法人京都工芸繊維大学長
吉本 昌広

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 26
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 導入計画物品及び数量
情報基盤計算機システム 一式

 調達方法 借入
 導入予定時期 令和９年度９月以降
 調達に必要とされる基本的な要求要件
Ａ サーバ基盤、基盤的サービス、電子メー
ルサービス、演習室環境、教育用共通可搬
型端末群、e‑Learningサービス、ファイル
共有サービス、ドキュメント共有サービス、
利用者原簿サービス、利用者ポータルサー
ビス、セキュリティ管理システム、サーバ
管理システム基盤、端末管理システム基盤、
ソフトウェア管理システム、印刷システム、
および、Webサイトホスティング等の各
種サービス、ならびに、包括的なライセン
ス等で構成され、全学一般教育だけではな
く、情報工学教育や事務系システムのサー
ビス機能を一元的に提供し、本学の情報基
盤として運用可能なシステムであること。

Ｄ 提供するサービスにおいて、公開を前提
としたデータは、クラウドサービス等を用
いた安定提供が可能で、かつ、公表された
仕組みで制御や監査・運用管理が可能であ
ること。
Ｅ 提供するサービスにおいて、公開を限定
すべきデータは、本学管理下のセキュリ
ティ装置での監査ができるサービス基盤構
成であること。本セキュリティ機能は、本
学既設のUTM装置（Fortinet社Fortigate
700G等）を利活用して実現してもよい。
Ｆ 電子メールサービスは、少なくとも、
Webmail 、 IMAP ４ S 、 POP ３ S 、
SMTPSのプロトコルに対応し、本学のす
べてのサブドメインを収容可能で、かつ、
透過型ウィルス検査やSPAM対策に加え
て大容量ファイルを含むメール交換に配慮

Ｂ サーバ基盤は、既存のVMwareで稼働
している仮想化サーバインスタンスからの
移行が容易であり、本学キャンパス内、本
学借用のデータセンター、および、
SINET直結データセンターにあるスケー
ルアウト可能なサーバ機能を、（概ね）シー
ムレスに運用管理が可能で、かつ、機器や
ファームウェアのメンテナンスが（実質的
にほぼ）無停止でできること。なお、構築
にあたってはAnsible Playbookなどを用

いてInfrastructure as a Codeの考え方に
基づくこと。さらに、本システムで提供す
るサービスは、インスタンスを複数で構築
することにより、アップデート時にサービ
スを停止せずに済む構成であること。
Ｃ 基盤的サービスは、少なくとも、DNS、
NTP、Proxy、LDAP、RADIUS、Ac‑
tive Directory、 IdP（SAML、 CAS、
OpenID Connect）、ファイルサーバを含み、
高い可用性を有し、かつ、技術情報が入手
できる仕組みで制御や運用管理が可能とな
るAPIを備えていること。なお、認証連携
IdPはユーザ名とパスワードによる認証だ
けでなく、電子証明書、磁気カードやIC
カード等を用いた多要素認証機能を有する
こと。FIDO等の標準規格に基づくことが
望ましい。さらに、学籍・職籍に対応する
情報基盤センターアカウント（CISアカウ
ント）と個人に一意に対応する生涯アカウ
ント（KITパーソナルID）の両方の認証
に対応することに加え、CISアカウントを
用いた認証結果として対応するKITパーソ
ナルIDを返す機能を有すること。SAML
IdPは学認技術運用基準（Ver28）に適合
すること。
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できる機能、同報メール送信時のスロット
リング機能、および、ユーザ属性に応じた
柔軟なメーリングリスト開設ができる機能
を有し、本学の構成員全員のCISアカウン
トに紐づくメールアドレスに対する電子署
名を含む電子メールの送受信と蓄積を行う
ことができ、かつ、本学のKITパーソナル
IDを付与された全ての利用者の電子メー
ルの送信と転送の管理ができること。メー
ル不正利用対策として、送信ドメイン認証、
メール中継制限、メール転送制限、メール
クライアントに対する先進認証（OAuth、
多要素認証など）が行えること。SPFや
DKIM技術を扱えるDMARCに対応した運
用が可能であることが強く望まれる。さら
に、SaaS型メールサービスとオンプレミ
ス型メールサービスが混在した構成にも対
応できること。
Ｇ 演習室環境は、少なくとも３ヵ所の演習
室において、それぞれ70～80台程度の持込
機器（BYOD端末）に対してサブモニター
（フルHD以上で４Kが望ましい）と有線
LANとUSB Type‑Cによる電源供給が一
括で行える機能を有し、かつ、サブモニター
機能と中間モニター機能（講義資料等を教
師エリアから提示する機能）を両立可能な
設備構成であること。さらに、少なくとも
３ヵ所の自習室において、合計50台程度の
BYOD端末に対してサブモニターと有線
LANとUSB Type‑Cによる電源供給が一
括で行える設備機能を有すること。

Ｑ 印刷・スキャンシステム機器は、利用者
毎の印刷枚数のカウントや総枚数制限機能
などを含むランニングコストを含めた省エ
ネに配慮したシステムであり、教育用共通
可搬型端末からだけでなくBYOD端末を
含む本学の構成員のうち許可された利用者
からの印刷要求を認可できる機能を有する
こと。また、最大B０ノビのロール紙での
大判印刷が行える装置も備えること。
Ｒ 情報工学の専門教育を実施するための基
盤として、学生が自分のPCを用いての実
験・演習等を円滑に受講できるようにする
ため、主として実験・演習（Eclipse等の
開発環境を用いたプログラミング、ネット
ワークプログラミング実験、オフィス環境
の利用、ウェブブラウザを用いた学習活動

Ｈ 教育用共通可搬型端末は、BYOD端末
の一時的な代替を想定し、少なくとも70台
以上あって、ネットワークに接続した状態
からセキュリティアップデートやOS・ソ
フトウェアのインストールおよび更新、
ユーザ利用状況のリセット、スクリプトの
実行が全台一斉に実施できる機能を備え、
学内ネットワークに接続している場合にし
か利用できないモードと、オフライン環境
でもオフライン端末として利用が可能であ
るモードを管理者が指定して運用できるこ
と。なお、３ヵ所の演習室のそれぞれに10
台程度をメンテナンスならびに貸出管理が

Ｉ e‑Learningサービスとして、Moodle
LTS（Long Term Support）に本学の指
定する修正パッチを適用したものをサーバ
基盤上で稼働させ、少なくとも同時300ユー
ザの小テスト受験に耐え、同時に300ユー
ザへのオンライン教材の配信が実現できる
こと。また、利用者研修用コースに設置し
たオンラインテストの合否状況を「サービ
ス利用資格情報」として利用者原簿システ
ムに即時反映できること。100名規模の同
期型オンライン講義に利用可能なオンライ
ン会議システム機能を有し、資料共有
（PC画面・Webカメラ・PDF文書）・
チャット・双方向ビデオ通話・録画が可能
なこと。さらに、LTI（Learning Tools
Interoperability）連携機能により、Mic‑
rosoft Teamsなどとの連携が行えるよう
に構築することや、セキュリティ対応など
の運用サポートを行うことが強く望まれ
る。
Ｊ 電子データリポジトリ基盤として、
Nextcloud相当のファイル共有サービス、
XWikiもしくはAtlassian社Confluence相
当のドキュメント共有サービスを備えるこ
と。本学構成員だけでなく、学内外の利用
者とも安全かつ簡易にファイル共有を行え

る機能、および、ユーザ属性に応じた柔軟
な認可機能を有する認証付きコンテンツ管
理・共有リポジトリ機能を有し、格納され
たデータに対して日本語および英語での全
文検索や、情報の格付けに応じた情報漏洩
防止機能を実現できること。なお、オープ
ンソースソフトウェアで構築する場合でも
セキュリティ対応などの運用サポートを行
うことが強く望まれる。

Ｎ サーバ管理システム基盤として、複数の
部局から、指定された範囲の機器の、ログ
分析と構成管理を含む運用管理ができる機

能を備えること。なお、本調達に含まれる
機器だけでなく、本学内に存在している機
器の運用管理にも配慮した構成であること
が望ましい。
Ｏ 端末管理システム基盤として、本システ
ムに含まれる全ての端末について、設定情
報、OSおよびアプリケーションのインス
トール状況、セキュリティ更新状況等を統
合的に把握し、可視化した上でセキュリ
ティ管理およびソフトウェア資産管理を一
元的に実施できる機能を備えること。また、
OSおよびアプリケーションの更新、セキュ
リティパッチの適用、設定変更等について、
ネットワーク経由で一斉配布および適用が
可能であること。なお、本学で新規に調達
する端末だけでなく、既存の事務用端末に
ついても可能な限り統一的に管理できる構
成とすることが望ましい。
Ｐ ソフトウェア管理システムとして、本シ
ステムに含まれるライセンスソフトウェア
や別途本学で契約しているMicrosoft社包
括ライセンスについて、更新管理を含むラ
イセンス管理が中央集約された形で実施で
きる構成であること。なお、本調達に含ま
れる機器だけでなく、BYOD端末を含む
本学の構成員が利用する機器のライセンス
ソフトウェアのライセンス管理にも配慮し
た構成であることが望ましい。

行える制御装置を備えることが望ましい。
また、本学英語鍛え上げプログラムでの
Speaking Testの実施や、Pythonを用いた
数理データサイエンス教育の実施が可能で
あり、Windows 11とLinuxの両方の提供、
少なくともMicrosoft Office、アンチウイ
ルス機能、オンラインミーティング機能、
ソフトウェア開発環境（Eclipse、Visual
Studio Code）、Virtual Machine実行環境
（Oracle VM VirtualBox 、 VMware

Academic Programなど)を含むことがで
きること。なお、基本的なアプリケーショ
ンは講義室や自宅からも利用可能なライセ
ンス体系であり、仮想化環境での実行がで
きることが望ましい。さらに、Adobe Il‑
lustrator、Adobe Photoshop、PTC Creo、
Mathematicaの稼働にも対応できること
が望ましい。

Ｋ 複数の管理主体からの利用者管理に対応
した利用者原簿システム、グループ原簿シ
ステム、および、原簿情報に基づいて複数
の認証系にアカウント情報・グループ情報
を提供可能なプロビジョニング機構を有す
ること。さらに、KITパーソナルIDのよ
うなアカウントが累積していくことに配慮
したライセンス体系であること。また、学
務システムが出力する学生情報、人事シス
テムが出力する教職員情報を取り込み、個
人に一意に対応するKITパーソナルIDと
学籍・職籍に対応するCISアカウントの発
行と管理・自動更新が可能であること。な
お、CISアカウントとKITパーソナルIDは、
相互に紐づけされていること。利用者ポー
タル上でユーザ自身がパスワード変更を行
えること。また、原簿情報については暗号
化ファイルシステムを用いるなどしてセ
キュアなデータ管理を行えること。
Ｌ 利用者ポータルサービスとして、利用者
の 属 性 に 応 じ た 情 報 提 供 が で き、
e‑Learningサービス上のサービス利用資格
情報と連携した利用サービス指定機能を備
えること。スマートフォン用UIが用意さ
れていることが望ましい。
Ｍ セキュリティ管理システムとして、少な
くともBYOD機器を含む本学構成員の機
器に導入可能な包括的セキュリティ対策ソ
フトウェア（本学で別途調達のキヤノン
マーケティングジャパン社ESET）の管理
システムを稼働させることが可能であるこ
と。
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等）に使用する、少なくとも同時80端末以
上にLANおよび電源を供給しつつ、近接
する４席程度毎にモニターを共有して当該
モニターを切り替え利用できること。学生
が実験・演習を外部クラウド環境で行う際
の認証サーバを有すること。当該認証サー
バは組織内の利用者を一元的に認証し、外
部のクラウド型サービスと認証連携するこ
とにより、利用者が単一の認証（SSO）で
各サービスへアクセスできる機能を提供す
ること。認証サーバはセンターシステムの
ものと同一でもよい。
Ｓ 事務情報システム基盤として、既存の認
証基盤（Active Directory等）、ファイル
共有基盤、Webサービス等を含む約30の
事務情報システムについて、クラウドおよ
びオンプレミス環境を組み合わせたハイブ
リッド構成を前提として移行又は新規構築
し、本システムの基盤サービス等と連携し
て安全かつ安定的に稼働させること。

６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Computer Infrastructure Sys‑

tem 1 Set

 Type of the procurement : Rent

 Basic requirements of the procurement :

Ａ The system is comprised of a server

infrastructure, infrastructure services,

email services, seminar room environ‑

ments, a group of shared portable termi‑

nals for education, e‑learning services,

file sharing services, document sharing

services, user registry services, user por‑

tal services, security management sys‑

tems, server management system in‑

frastructure, terminal management sys‑

tem infrastructure, software manage‑

ment systems, printing systems, and a va‑

riety of services such as website hosting,

as well as comprehensive licenses, and is

capable of operating as the information

infrastructure of the university, providing

not only general education for the entire

university, but also the service functions

of information science education and of‑

fice systems in a unified manner.

Ｂ The server infrastructure will allow for

easy migration from existing virtualized

server instances running on VMware,

will enable (almost) seamless operation

and management of scalable server func‑

tions located on campus, in data centers

rented by the university, and in data cen‑

ters directly connected to SINET, and

will also enable (almost) non‑stop mainte‑

nance of equipment and firmware. Con‑

struction will be based on the concept of

infrastructure as a code, using tools such

as Ansible Playbook. Furthermore, the

services provided by this system will be

configured with multiple instances, al‑

lowing for updates without service inter‑

ruption.

Ｃ The underlying services shall include

at least DNS, NTP, Web servers, Proxy,

LDAP, RADIUS, Active Directory, IdP

such as SAML, CAS, OpenID Connect,

and file servers have high availability,

and have APIs that enable control and

operation management through open

mechanisms. In addition to authentica‑

tion using usernames and passwords, the

authentication‑linked IdP shall include a

multi‑factor authentication function us‑

ing digital certificates, magnetic cards,

IC cards, etc. It is desirable for the func‑

tion to comply with standards such as

FIDO. Furthermore, in addition to sup‑

porting the authentication of both the

Ｅ In the services to be provided, the data

whose disclosure should be limited should

be configured as a service infrastructure

that can be audited by security devices

under the management of the University.

This security function may be implement‑

ed by using the UTM device, such as For‑

tinet Fortigate 700G, already installed at

the university.

Ｆ The e‑mail service supports at least the

Webmail, IMAP4S, POP3S, and SMTPS

protocols, can accommodate all of KITs

subdomains, has transparent virus scann‑

ing and SPAM countermeasures, and has

the ability to handle e‑mail exchanges in‑

volving large files, the throttling function

that can limit the amount of mass mail

sent, and the ability to set up flexible

mailing lists according to user attributes.

It is also capable of sending, receiving,

and storing e‑mails with digital signa‑

tures for all university members, and of

managing the sending and forwarding of

e‑mails for all users with KIT personal

IDs. To prevent fraudulent email use, it

must be possible to perform domain‑

based email authentication, restrict email

relays and forwarding, and enable ad‑

vanced authentication for email clients

Ｔ Webサイトホスティングサービスとし
て、外部公開用の高可用性Wordpressサイ
ト（年間稼動率9999％）を最低１サイト
と、ApacheとPerl、PHPの組み合わせで
作られた仮想Webサイトについてコンテ
ナ機能などを用いた隔離実行環境を提供
し、既存環境からの移行が行えること。
Ｕ 本システムは、本学の基幹情報ネット
ワークシステム（KITnet）を上位ネット
ワークとして接続し、これを介してイン
ターネットとアクセス可能であり、かつ、
各建屋を結ぶLayer２レベルのVLANとし
て導入機器間を接続した上で、既設の接続
認証装置およびファイアウォール装置と連
携し、セキュリティを十分に考慮したシス
テムであること。
Ｖ すべての機器は、省スペースかつ省エネ
ルギーに配慮されていること。また、すべ
ての入力装置のある機器は、感染症対策の
為のアルコール等による消毒が可能である
こと。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料及び同の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
 資料等の提供期限 令和８年４月24日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提供先 〒6068585 京都市左京区松ヶ崎
橋上町１番地 京都工芸繊維大学経理課調達
係長 長田 光史 電話0757247075

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和８年３月24日から令和８年
４月24日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ 説明会の開催 本公表に基づく導入説明会を
開催する。
 開催日時 令和８年４月１日15時00分
 開催場所 ハイブリット開催
・（対面の場合）京都工芸繊維大学情報基盤
センター ＣＩＳセンター長室にて実施。
・（オンラインの場合）Cisco社製Web
Meetingsを用いて遠隔で実施。参加希望
者には本学が指定するWeb Meetings会議
室へのアクセス情報を連絡する。参加希望
の連絡先は次の通り。
E‑Mail：kitchoutatu@jim.kit.ac.jp

５ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。

Center for Information Services Account

(CIS account) corresponding to academic

and professional records and the lifetime

account uniquely corresponding to an in‑

dividual, it shall have the function to re‑

turn the corresponding lifetime account

as the authentication result using the CIS

account. The SAML IdP shall comply

with the GakuNin Technical Application

Standard (Ver.2.8).

Ｄ In the services to be provided, data that

is intended to be made public must be ca‑

pable of stable provision using cloud ser‑

vices, etc., and must be controllable, au‑

ditable, and operationally manageable

using published mechanisms.
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(e.g., OAuth, multi‑factor authentication).

It is highly desirable to operate in accor‑

dance with DMARC, which supports SPF

and DKIM. It can also support a co‑

nfiguration that mixes SaaS‑based email

services and on‑premises email services.

Ｇ The seminar room environment must

be configured in at least three seminar

rooms, each equipped with a sub‑monitor

(Full HD or higher, preferably 4K), wired

LAN, and USB Type‑C power supply for

approximately 70 to 80 bring‑your‑own

devices (BYOD devices), and must be ca‑

pable of both sub‑monitor and intermedi‑

ate monitor functions (for displaying lec‑

ture materials from the teachers area).

Furthermore, at least three study rooms

must be equipped with facilities to sup‑

port a sub‑monitor, wired LAN, and USB

Type‑C power supply, accommodating

approximately 50 BYOD devices.

Ｈ The shared portable devices for educa‑

tional use are intended to serve as tempo‑

rary replacements for BYOD devices.

They must be at least 70 devices in num‑

ber and be able to simultaneously per‑

form security updates, install and update

operating systems and software, reset

user usage status, and run scripts on all

devices while connected to the network.

Administrators must be able to specify

whether they are operational only when

connected to the university network or in

an offline mode. It is desirable to have

control devices capable of maintaining

and managing the rental of approximate‑

ly 10 devices in each of the three seminar

rooms. Furthermore, they must be able to

conduct speaking tests for the un‑

iversitys English language training pro‑

gram and provide mathematical data sci‑

ence education using Python. They must

also be available with both Windows 11

and Linux, and include at least Microsoft

Office, antivirus functionality, online

meeting functionality, a software devel‑

opment environment (Eclipse, Visual Stu‑

dio Code), and a virtual machine execu‑

tion environment (Oracle VM Virtual‑

Box, VMware Academic Program, etc.).

Basic applications must be licensed for

use in lecture rooms or at home, and it is

desirable that they run in a virtualized

environment. Furthermore, it is desirable

to be able to run Adobe Illustrator, Ado‑

be Photoshop, PTC Creo, and Mat‑

hematica.

Ｉ As an e‑Learning infrastructure,

Moodle LTS with the patches specified

by the university should be able to run on

the server infrastructure, withstand at

least 300 users taking quizzes simulta‑

neously, and deliver online materials to

300 users simultaneously. The system

should be able to immediately reflect the

pass／fail status of online tests set up for
user training courses in the user sour‑

cebook system as service usage qualifi‑

cation information. The system also in‑

cludes an online conference function that

supports synchronous online lectures for

100 people and enables document sharing

(PC screen, webcam, PDF documents),

chatting, and two‑way video calls. Furt‑

hermore, it is highly desirable to build a

system that can be integrated with ser‑

vices such as Microsoft Teams via LTI

(Learning Tools Interoperability) and

provide operational support, including se‑

curity measures.

Ｊ As an electronic data repository in‑

frastructure, it should be equipped with a

file‑sharing service equivalent to Nextc‑

loud and a document‑sharing service

equivalent to XWiki or Atlassians Con‑

fluence. It provides secure, convenient fi‑

le‑sharing with university members and

users inside and outside the university, as

well as an authenticated content manage‑

ment and sharing repository with flexible

authorization based on user attributes. It

can also perform full‑text searches of

stored data in both Japanese and English

and prevent information leaks based on

the informations rating. Even when buil‑

ding with open source software, it is high‑

ly desirable to provide operational sup‑

port, including security measures.

Ｋ The system should have a user registry

system, a group registry system, and a

provisioning mechanism that can provide

account information to multiple aut‑

hentication systems based on the registry

information. The license system should

account for the accumulation of ac‑

counts, such as KIT personal IDs. In addi‑

tion, the system should be capable of im‑

porting student information from the aca‑

demic affairs system and faculty infor‑

mation from the human resources system,

and issuing and managing lifetime ac‑

counts that uniquely correspond to indi‑

viduals and CIS accounts that correspond

to academic and professional records.

The CIS account and the lifetime account

are linked via a personal ID (KIT Person‑

al ID). Users can change their own pass‑

words on the user portal. In addition, the

registry data can be managed securely

using an encrypted file system.

Ｌ As a user portal function, it should be

able to provide information according to

the users attributes and have a function

to specify the service to be used in con‑

junction with the service usage qualifica‑

tion information on the e‑learning in‑

frastructure. It is desirable to have a

smartphone UI.

Ｍ As a security management system, it

will be possible to operate a comprehen‑

sive security software management sys‑

tem (ESET from Canon Marketing Ja‑

pan, procured separately by the un‑

iversity) that can be installed on devices

of university members, including at least

BYOD devices.

Ｎ As a server management system in‑

frastructure, the system shall be equipped

with functions that enable the operation

and management of devices within a spe‑

cified range across multiple departments,

including log analysis and configuration

management. It is desirable that the co‑

nfiguration take into consideration not

only the devices included in this procure‑

ment, but also the operation and manage‑

ment of devices already present within

the university, including BYOD devices.

Ｏ As a terminal management system in‑

frastructure, the system should be equipp‑

ed with functionality to comprehensively

understand and visualize setting informa‑

tion, OS and application installation sta‑

tus, security update status, etc., for all

terminals in the system, and to centrally

manage security and software assets. It

must also be possible to simultaneously

distribute and apply OS and application

updates, security patches, setting chan‑

ges, etc., via the network. It is desirable

to have a configuration that allows the

unified management of not only new ter‑

minals procured by the university but

also existing office terminals, which will

be described later, to the greatest extent

possible.

Ｐ The software management system

must be configured to enable centralized

license management, including update

management, for the licensed software

included in this system and the Microsoft

comprehensive licenses separately co‑

ntracted by the university. It is desirable

that the configuration take into consid‑

eration not only the license management

of the devices included in this procurem‑

ent, but also the license management of

the licensed software on devices used by

university members, including BYOD de‑

vices.




令
和

年

月


日
火
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第


号
)

官
報

Ｑ The printing and scanning system

equipment is designed to save energy, in‑

cluding running costs, by counting the

number of pages printed by each user and

limiting the total number of pages print‑

ed. It must be able to approve print re‑

quests not only from common portable

educational terminals but also from aut‑

horized university members, including

BYOD terminals. It must also be equipp‑

ed with large‑format printing equipment

capable of printing on roll paper up to

oversize B0.

Ｒ As a basis for providing specialized in‑

formation engineering education, the fa‑

cility must be able to smoothly accommo‑

date experiments and exercises using stu‑

dents own PCs. This will primarily be

used for experiments and exercises (p‑

rogramming using development environ‑

ments such as Eclipse, network pro‑

gramming experiments, use of the office

environment, learning activities using

web browsers, etc.), and must be able to

supply LAN and power to at least 80 ter‑

minals simultaneously, with monitors

shared by approximately four adjacent

seats, allowing students to switch be‑

tween them. The facility must have an

authentication server for students to use

when conducting experiments and exer‑

cises in an external cloud environment.

This authentication server must centrally

authenticate users within the organiza‑

tion and provide the functionality to en‑

able users to access each service with a

single authentication method (SSO) by

linking authentication with external

cloud‑based services. The authentication

server may be the same as that for CIS.

Ｓ As an office information system in‑

frastructure, approximately 30 systems,

including existing authentication inf‑

rastructure (Active Directory, etc.), file

sharing infrastructure, web services, etc.,

will be migrated or newly constructed

based on a hybrid configuration that co‑

mbines cloud and on‑premises environ‑

ments, and shall operate securely and

stably in conjunction with the systems

server equipment, etc.

Ｔ As a website hosting service, we pro‑

vide at least one highly available Wordp‑

ress site (annual uptime of 99.99％) for
public access, as well as an isolated ex‑

ecution environment using container

functions for virtual websites created us‑

ing a combination of Apache, Perl, and

PHP, allowing migration from existing

environments.

Ｕ This system is connected to the KITnet

network as the upper network, and is ac‑

cessible to the Internet through the

KITnet network. The system shall be in‑

tegrated with the existing connection aut‑

hentication and firewall devices and de‑

signed with sufficient security in mind.

Ｖ All equipment should be designed to

save space and energy. All equipment

with input devices must be disinfected

with alcohol to prevent infection.

 Time limit for the submission of the re‑

quested material : 17 : 00 24 April, 2026

 Contact point for the notice : Koji Osada,

Section Chief, Financial Accounting Office,

Kyoto Institute of Technology, 1 Has‑

higami‑cho Matsugasaki Sakyo‑ku Kyoto‑

shi 6068585 Japan, TEL 0757247075

意見招請に関する公示

次のとおり調達に関する仕様書案の作成が完了
したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年３月 24 日
支出負担行為担当官
出入国在留管理庁次長 内藤惣一郎

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 購入特定役務及び数量 ＩＣ旅券対応・出
入国審査等旅券自動読取装置の更新（令和８
年度）一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年４月17日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008973 東京都千代田区霞が
関１１１ 出入国在留管理庁総務課シス
テム予算係 電話0335927516

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年３月24日から令和８年
４月17日まで
 交付場所 調達ポータル及び上記２にて
配布する。

４ 仕様書案の説明会 実施しない。
５ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 14, 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Replacement of automatic pass‑

port reading devices, including electronic

passports (FY 2026), 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 17 April, 2026

 Contact point for the notice : Budget Unit

related to Information Systems, General

Affairs Division, Immigration Services

Agency 111 Kasumigaseki Chiyoda‑ku
Tokyo 1008973 Japan. TEL 033592
7516

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年３月 24 日
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

財務契約部長 松本 尚也
◎調達機関番号 817 ◎所在地番号 08
〇第 071217１号
１ 調達内容
 品目分類番号 13
 ターボ冷凍機の購入 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年４月20日12時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒3191184 茨城県那珂郡東海村
大字舟石川765１ 国立研究開発法人日本
原子力研究開発機構 財務契約部 事業契約
第１課 電話08096479846

３ 仕様書案の交付
 交付期間令和８年３月24日から令和８年４
月20日まで
 交付場所 上記２に同じ。
４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和８年３月31日14時00分
 開催場所 〒3191184 茨城県那珂郡東海
村大字舟石川765１ 国立研究開発法人日
本原子力研究開発機構 本部 １階 入札室
３

５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured ; 13

 Nature and quantity of the products to be

purchased ; turbo refrigerator machine pur‑

chase, 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 12 : 00, 20 April 2026

 Contact point for the notice ; Contract

Section 1, Financial Affairs and Contract

Department, Japan Atomic Energy Agency,

7651, Funaishikawa Tokai‑mura Naka‑
gun Ibaraki‑ken 3191184 Japan. TEL
08096479846

意見招請に関する公示
次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年３月 24 日

株式会社ゆうちょ銀行
執行役 山田亮太郎

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 業務システム更
改及び対外接続システム更改に係る第三者検
証の委託



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２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年４月14日午前10
時
 提出先 〒1008793 東京都千代田区大手
町２丁目３番１号大手町プレイスウエストタ
ワー 株式会社ゆうちょ銀行コーポレートス
タッフ部門総務部（契約担当）担当 花澤
洋一 電話0334771710

３ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Third‑party verification of Japan

Post Bank Core Banking System renewal

and Control System for External Payment

Transaction renewal

 Time limit for the submission of Com‑

ments : 10 : 00 AM 14 April 2026

 Contact point for the notice : Youichi

Hanazawa, General Affairs Department,

Corporate Administration Division,

JAPAN POST BANK Co., Ltd. Otemachi

Place Westtower 231 Otemachi

Chiyoda‑ku Tokyo 1008793, Japan. TEL
0334771710

〇第２号（№２）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 ゆうちょ総合情
報システムのシステム更改等プロジェクトに
おけるＰＭＯ支援

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年４月14日午前10
時
 第１号の２に同じ
３ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Support for Project Management

Office of system renewal projects of Japan

Post Bank Total Information System

 Time limit for the submission of Com‑

ments : 10 : 00 AM 14 April 2026

 The Same with Notice Above (No. 1)

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年３月 24 日
支出負担行為担当官
こども家庭庁支援局長 齊藤 馨

◎調達機関番号 028 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 医療的ケア児等医療
情報共有システム運用保守業務一式（令和８
年度延長）

２ 随意契約の予定日 令和８年４月１日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
キャップジェミニ株式会社

５ 担当部局 〒1006003 東京都千代田区霞が
関３２５ こども家庭庁支援局障害児支援
課 神田 一真 電話0335398345
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Operation and maintainance of a

system for Medical and Emergency Infor‑

mation Share 1 set

 Expected date of the contract award :

April 1, 2026.

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : Kazuma

Koda, Children with Disabilities Support

Division, Support Breau, Children and Fa‑

milies Agency, 325 Kasumigaseki

Chiyoda‑ku Tokyo 1006003 Japan TEL
0335398345

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年３月 24 日

株式会社日本貿易保険
代表取締役社長 黒田 篤郎

◎調達機関番号 434 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 「Microsoft Intune
導入」一式

２ 随意契約の予定日 令和８年４月14日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
富士通株式会社

５ 担当部局 〒1018359 東京都千代田区西神
田３８１ 千代田ファーストビル東館 株
式会社日本貿易保険システム部ＤＸ推進グルー
プ 電話0335127700
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : , Implementation of Microsoft

Intune 1 set

 Expected date of the contract award :

April 14, 2026

 Reason for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : Digital

Transformation (DX) Group, IT Manage‑

ment Department, Nippon Export and In‑

vestment Insurance (NEXI) Chiyoda First

Building, East Wing, 81, Nishikanda 3‑
Chome, Chiyodaku, Tokyo 1018359, Ja‑
pan TEL 0335127700

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年３月 24 日

阪神高速道路株式会社
代表取締役社長 上松 英司

◎調達機関番号 421 ◎所在地番号 27
〇令和８年阪神高速公告第７号
１ 調達内容
 品目分類番号 71
 購入等件名及び数量 ＥＴＣ多目的利用シ
ステム購入契約（2026年度） １式

２ 随意契約の予定日 令和８年４月13日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
富士通株式会社

５ 担当部局 〒5300005 大阪市北区中之島
３２４ 阪神高速道路株式会社 事業開発
部 神牧 尚宏 電話0662038888
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71

 Nature and quantity of the services to be

required : Construction of system, 1 set

 Expected date of the contract award : 13

April 2026

 Reason for the use of the single tendering

procedure as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of exclusive rights

 Contact point for the notice :

KAMIMAKI Naohiro, Business Develop‑

ment Department, Hanshin Expressway

Company Limited. 324 Nakanoshima,
Kita‑ku, Osaka‑shi 5300005, Japan TEL
0662038888

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年３月 24 日

契約責任者
株式会社ゆうちょ銀行
執行役 山田亮太郎
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◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 随意契約に付する事項 市場取引管理シス
テムの追加開発の委託（ＪＴＲＡＤのユー
ザ利便性向上に伴う対応）

２ 随意契約の予定日 令和８年４月14日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
日本電気株式会社

５ 担当部 〒1008793 東京都千代田区大手町
二丁目３番１号大手町プレイスウエストタワー
株式会社ゆうちょ銀行コーポレートスタッフ
部門総務部（契約担当）担当 花澤 洋一 電
話0334771710
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Commissioning of Additional De‑

velopment for the Market Trading Man‑

agement System (Measures Associated

with Improving User Convenience of J‑

TRAD)

 Expected date of the Contract award : 14

April 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact Point for the notice : Youichi

Hanazawa, General Affairs Department,

Corporate Administration Division,

JAPAN POST BANK Co., Ltd. Otemachi

Place Westtower 231 Otemachi

Chiyoda‑ku Tokyo 1008793, Japan. TEL
0334771710

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年３月 24 日
東京地下鉄株式会社
経営企画本部デジタルイノベーション

推進部長 酒井 省二

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年３月 24 日
東京地下鉄株式会社
経営企画本部デジタルイノベーション

推進部長 酒井 省二
◎調達機関番号 414 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 列車在線位置情報設
備のデータ配信機能移行業務 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年４月22日

３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 c「互換性」
４ 随意契約予定相手方の名称
㈱日立製作所

５ 担当部 〒1108614 東京都台東区東上野
３19６ 東京地下鉄㈱経営企画本部デジタ
ルイノベーション推進部 電話0338377273
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Migration of the data distribution func‑

tion for the train online location informa‑

tion equipment

 Expected date of the contract award :

April 22, 2026

 Reasons for the use of single tendering

procedures as provided for in the Agree‑

ment on Government Procurement : c In‑

terchangeability

 Contact point for the notice : Digital In‑

novation Promotion Dept., Corporate Plan‑

ning Headquarters Tokyo Metro Co., Ltd.

3196 Higashi‑ueno, Taito‑Ku Tokyo
1108614 Japan TEL 0338377273

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年３月 24 日

日本放送協会 経理局長 金子 豊
◎調達機関番号 325 ◎所在地番号 13
〇第 2025１480 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 ＮＨＫプラス「動画
配信基盤の提供 サービス利用」 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年４月13日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社インフォシティ

５ 担当部局 〒1508001 東京都渋谷区神南
２２１ 株式会社ＮＨＫビジネスクリエイ
ト ＴＥＬ0354555790

６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Use of video distribution plat‑

form services 1 set

 Expected date of the contract award : 13

April 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : NHK Busi‑

ness Create INC., 221 Jinnan, Shibuya‑
ku, Tokyo 1508001, Japan. TEL 03
54555790

〇第 2025１481 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 営業システム ＳＴ
Ｆサーバ更新 テスト・移行 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年４月13日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
富士通株式会社

５ 担当部局 〒1508001 東京都渋谷区神南
２２１ 株式会社ＮＨＫビジネスクリエイ
ト ＴＥＬ0354555790
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

purchased : Update of business system STF

server 1 set

 Expected date of the contract award : 13

April 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : NHK Busi‑

ness Create INC., 221 Jinnan, Shibuya‑
ku, Tokyo 1508001, Japan. TEL 03
54555790

◎調達機関番号 414 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 東京メトロホーム
ページシステム移行業務 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年４月22日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約予定相手方の名称
㈱日立製作所

５ 担当部 〒1108614 東京都台東区東上野
３19６ 東京地下鉄㈱経営企画本部デジタ
ルイノベーション推進部 電話0338377273
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the service to be

procured : Tokyo metro website system mi‑

gration work

 Expected date of the contract award :

April 22, 2026

 Reasons for the use of single tendering

procedures as provided for in the Agree‑

ment on Government Procurement : c In‑

terchangeability

 Contact point for the notice : Digital In‑

novation Promotion Dept., Corporate Plan‑

ning Headquarters Tokyo Metro Co., Ltd.

3196 Higashi‑ueno, Taito‑Ku Tokyo
1108614 Japan TEL 0338377273
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
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